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第１章 

緒論 
 

 

1.1 研究背景 

1.1.1 自転車の利用 

我が国において自転車の利用は，通学や通勤，買物，子供の送迎，サイクリング等の

レジャー手段など自転車利用のニーズは多様化しており，身近で便利な交通手段として，

子供から高齢者まで幅広い年齢層に利用されている[1]．日本の自転車は，明治 23 年に

初めて国産が開始されて以来，身近で便利な乗り物として保有台数は年々増加傾向を示

している．東日本大震災時，都心部では公共機関の混乱を経験したことで，自転車の便

利さが再認識され，自転車利用の活性化を助長していることも考えらえる．近年，都市

部では，流通業界のトラックに代わり短距離の配送業務用としてリヤカー付自転車の利

用も見られる．日本における自転車保有台数を見ると，2013 年の全国自転車保有台数

推計は 71,551 千台（対前年伸び率 1.5%）であり，増加傾向を示す（図 1.1）[2]．人口

1 人当たりの自転車保有台数を海外と比較すると，日本は 0.67 台（2005 年）保有して

おり，自転車先進国である欧州諸国のオランダ，ドイツ，デンマーク，スウェーデン，

ノルウェーに続き 6 番目に位置している（図 1.2）[2]． 

 

図 1.1 自転車保有台数の推移[2] 
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図 1.2 人口 1 人当たりの自転車保有台数（台/人）[2] 

※（ ）は統計年次 

 

交通手段としての自転車利用の割合（交通手段分担率）は，日本全体で 13%を占め，

欧米諸国と比較すると，オランダ（27%），デンマーク（19%）に次いで 3 番目に高い水

準である[2]．自転車が交通手段として重要な担い手であることが伺える．日本の都市規

模別では，地方都市圏（11%）に比べて東京や大阪のような大都市圏（14%）での自転

車の交通手段分担率が高い[2]．代表交通手段の分担率について，東京都市圏 (東京都，

神奈川県（横浜市，相模原市，川崎市），千葉県（千葉市），埼玉県（さいたま市），茨城

県南部) を対象に，1988 年，1998 年，2008 年で比較した場合，自転車はほぼ横ばい（15%

から 14%）で推移している（図 1.3）[3]． 

 

 

図 1.3 東京都市圏の代表交通手段分担率等[3] 

 

自転車の種類として，最も一般的に使用されているのがシティサイクル（俗称ママチ

ャリ）と呼ばれる自転車である．学生から高齢者まで，通学，通勤，買い物用など多目
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的に使用されている．通常より車輪が小さい成人向けのミニサイクルや，舗装路を主と

した道路での高速走行を目的に設計されたロードバイクという自転車もある．電動アシ

スト自転車は，搭載のモーターによりペダルを踏む力が低減されるため，特に自転車に

子供を同乗させる母親に人気が高い．また，最近では，配送業者用としてアシスト力の

大きい電動アシスト自転車も販売されている． 

 

1.1.2 自転車の交通事故[4] 

日本の交通事故死亡者数について，2016 年では 3,904 人であり，最も多かった 1970

年（16,765 人）に比べると 77%減少した．1986 年～2016 年（30 年間）の交通事故死亡

者の推移について状態別で比較すると，1993 年（4,835 人）をピークに自動車乗車中が

減少し，2009 年には歩行者（1,717 人）が自動車乗車中（1,627 人）を上回り，最も多い

人数となる（図 1.4）．自動車乗車中の死亡者減少は，その保護対策として，乗用車を対

象としたフルラップ前面衝突試験（1994 年），側面衝突試験（1998 年），オフセット前

面衝突試験（2007 年）といった各種衝突試験の採用による効果と考えられる．交通事故

において，2013 年に世界保健機構（World Health Organization, WHO）は，歩行者，自転

車乗員，自動二輪乗員を交通弱者として特定している[5]．歩行者保護の対策として，乗

用車と一部の貨物車を対象に，ボンネットの衝撃緩和性能を規定する歩行者頭部保護基

準が 2005 年に導入された．本基準は，頭部を模した測定機器（頭部インパクタ）を自

動車のボンネット上の数箇所に衝突させ，頭部インパクタが受ける衝撃を測定し，その

結果から試験車両の合否を判定する．車両との衝突による歩行者の頭部保護対策として，

歩行者の死亡者数低減が期待されている．歩行者と同様，交通弱者とされる自転車乗員

の死亡者数の推移を見ると，ピーク時 1989 年の 1,210 人が 2016 年では 509 人となり

58%減少したが，最近の過去 10 年間はほぼ横ばいの推移である．しかし，自転車乗員

保護に特化した車両への法規は，現時点では特に採用がない． 

 
図 1.4 交通事故による状態別死亡者の推移 [4] 
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2016 年の日本の交通事故死傷者について，状態別，傷害程度別（軽傷，重傷，死亡）

の構成率を図 1.5 に示す．ここで，死亡とは，交通事故発生から 24 時間以内に亡くな

った場合で，重傷とは交通事故で負傷し１箇月（30 日）以上の治療を要する場合で，

軽傷とは交通事故で負傷し１箇月（30 日）未満の治療を要する場合である．交通事故

による死亡及び負傷程度は，医師または検案等の判断に基づく．2016 年の交通事故に

よる軽傷は 581,497 人，重傷は 37,356 人，死亡は 3,904 人である．軽傷では自動車乗員

（69%），自転車（14%）の順に多い．重傷では軽傷と同様，自動車乗員（28%）が最も

多いが，軽傷（69%）に比べて構成率は大いに減少する．その一方で，自転車（14%が

22%）及び歩行者（7%が 24%）が軽傷に比べて構成率の増加を示す．死亡では，歩行者

（35%），自動車乗車中（34%），自転車乗員（13%）の順に多い．自転車乗員に着目す

ると，軽傷（14%）や死亡（13%）に比べて，重傷（22%）が最も高い構成率を示す．  

 

 

図 1.5 交通事故死傷者の状態別，傷害程度別割合（2016 年）[4] 

 

2016 年の自転車乗員の死傷者を年齢帯で比較すると，重軽傷では，13‒39 歳が 47%

（41,826 人）を占め，その中でも特に 16‒19 歳（12,987 人，14%）の構成率が高い [4]．

死亡者では，65‒74 歳が 22%（110 人），75 歳以上が 46%（232 人）であり，65 歳以上

が全体の 67%を占めていた．自転車事故の場合，傷害程度により年齢帯の占める割合が

異なる傾向にある． 

 

 

1.2 自転車事故の特徴 

1.2.1 都市部での自転車事故頻発 

2015 年に発生した自転車が関与する交通事故件数について，都道府県別，当事者種

別（第 1 当事者，第 2 当事者）に比較すると，都市部が上位を占めている[6]．当事者別

自動車 原付 自動二輪 自転車 歩行者

0           20         40                 60  80 100 (%) 

死亡
(n=3,904)

34            6       12 13                     35

28            13           13 22                     24
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重傷
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軽傷
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として，「過失の軽重」により，第 1 当事者は過失がより重いか，又は過失が同程度の

場合には被害がより小さい当事者を指し，第 2 当事者は過失がより軽いか，または過失

が同程度の場合には被害がより大きい当事者を指す．第 1 当事者では東京都（2,226 件）

が最も多く，次いで兵庫県（2,095 件），愛知県（1,733 件）の順に自転車事故件数が多

い．第 2 当事者は大阪府（11,596 件），東京都（9,415 件），愛知県（7, 293 件）の順に多

い．第 1 当事者及び第 2 当事者合算では，大阪府（12,720 件），東京都（11,641 件），愛

知県（9,026 件）の順に多い．このように，自転車が関与する交通事故の発生場所は，

第 1 当事者，第 2 当事者ともに人口の多い都市（東京区部，大阪市，名古屋市）を抱え

る都県が上位を占める．こうした都市部においては，自動車，自転車，歩行者の台（人）

数が多く，道路上で遭遇する場面も多いと考えられる．  

 

 

1.2.2 自転車事故の相手当事者[6] 

自転車の交通事故では，主な相手当事者として，四輪車（乗用車，貨物車，トレーラ

ー，バス等），二輪車（自動二輪，原付等），自転車相互，歩行者である．2006 年～2015

年（10 年間）の自転車事故について，単年毎に相手当事者別の推移を見ると，自転車事

故における相手当事者は過去 10 年間常に四輪車が 8 割以上を占める[6]．2015 年の自転

車事故件数は 97,339 件であり，相手当事者の四輪車は 85%（82,403 件）を占める．自

転車と四輪車との衝突事故の場合，自転車乗員の方が傷害を負う可能性が高い．自転車

事故件数について 2015 年と 10 年前の 2006 年（174,469 件）を比較すると，44%の減少

を示す．相手当事者別に 2015 年を 2006 年と比較すると，自転車単独（74%減）が最も

減少し，対二輪車（55%減）が続く．その一方で，対歩行者（11%）は低い減少を示す．

交通弱者同士（自転車対歩行者）の事故では，自転車が加害者として相手当事者に大き

な傷害を与える場合もある[7]． 

 

 

1.3 自転車乗員の外傷 

自転車事故において，自転車乗員の傷害程度や身体の損傷部位は，衝突相手や衝突時

の状況により異なる．自転車と車との衝突では，自転車乗員の方が車運転者より重症度

の高い傷害を負う可能性がある．2016 年の自転車乗員死亡では，損傷主部位（致命傷の

部位）として頭顔部の割合が 60%（307 人）であった[4]．さらに，頭部外傷による脳の

器質的病変が原因で，記憶障害，注意障害，遂行機能障害，社会的行動障害などの認知

障害を発症するケースがあり，自転車乗員の頭部保護が重要な課題と考える． 
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1.3.1 頭部外傷 

頭部外傷とは，頭部に外から力が加わり，頭蓋骨や脳などに損傷を来たすことである．

交通事故で傷害を負った自転車乗員の場合，頭部外傷が主原因で死亡する割合が高い

[4]．2016 年では，自転車乗員の死亡者 509 人のうち，頭部外傷が主原因で死亡した自

転車乗員は 307 人（60％）であった．自転車乗員の死亡を減少させるためには，自転車

乗員の頭部外傷を十分に理解することが重要である．交通事故による主な頭部外傷とし

て，頭蓋骨骨折，急性硬膜下血腫，急性硬膜外血腫，脳挫傷，脳内血腫，慢性硬膜下血

腫，びまん性軸索損傷，脳震盪などがある[8]．  

 

頭蓋骨骨折[9] 

頭蓋における骨折の存在は，受傷時に外力が加わったことを示唆する．頭蓋骨骨折は，

頭蓋円蓋部骨折と頭蓋底骨折に分類でき，頭蓋円蓋部骨折として，ひび割れ線が入る程

度の線状骨折，頭蓋の内側にめりこんでしまうような陥没骨折，及び粉砕骨折がある．

頭蓋底骨折の画像診断は困難とされ，随伴する脳神経損傷で臨床診断されることが多い．  

 

急性硬膜下血腫[8][9] 

外傷後数時間以内に脳の表面に出血が発生し，頭蓋骨のすぐ内側で脳を覆っている硬

膜と脳表との間に血液が溜まり，ゼリー状に固まった状態を急性硬膜下血腫と呼ぶ．頭

部外傷により脳の表面が損傷し，その部分の血管が破綻して出血，硬膜下に溜まるもの

である．脳の表面の血管の損傷が原因であることが多く，脳そのものの損傷（脳挫傷）

を伴うこともある．脳の損傷はなく，血管の損傷が原因の場合は，受傷当初には発生し

なかった意識障害が，血腫の増大によって徐々に発現してくることがある．死亡率は

60%以上とされる． 

 

急性硬膜外血腫[8][9] 

硬膜の血管が損傷され，外傷後数時間以内に頭蓋骨と硬膜の間に出血した病態である．

中硬膜動脈が走る側頭部，側頭部，頭頂部での発症が最も多く，頭蓋骨骨折を伴うこと

が多い．脳損傷が軽度な場合，早期に開頭血腫除去術を施行することで回復が期待され

る． 

 

脳挫傷・脳内血腫[8][9] 

脳挫傷とは，頭部に外力が加わることで頭蓋骨内において脳が急激に動き，脳内に損

傷や出血が発生している病態である．前頭葉，側頭葉に多く発生する．具体的には，前

頭葉底部(下面)や前頭極，側頭葉下面や先端部，シルビウス裂の上下の大脳皮質，頭蓋

陥没骨折直下の頭頂葉など頭蓋内板の凹凸の多い部分や大脳鎌，テントなどと接触しや

すい部位，などが好発部位で多発も多いとされる．脳挫傷に伴って出血した血が塊にな
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ったものを｢脳内血腫｣と呼ぶ．高齢者の場合，受傷から症状出現まで時間に遅れがある．

入院時の意識障害の程度により異なり，昏睡状態の重症脳挫傷（脳内血腫の合併を含む）

の場合の死亡率は 44％，社会復帰は 31％とされる．治癒しても麻痺などの後遺症が残

ることもある． 

 

慢性硬膜下血腫[8][9] 

軽度の頭部外傷後から 1～2 ヶ月または数カ月かけて，硬膜と脳の間にゆっくりと血

液が貯留する病態である．血腫が比較的しっかりとした膜で覆われ，その中に液体のさ

らさらした薄い血液が溜まっているのが特徴である．頭痛や麻痺，高齢者では認知症な

どの症状が出現する．慢性の場合は脳に損傷があることはほとんどなく，脳の表面と硬

膜を繋ぐ，橋静脈が傷つき，ゆっくりと出血を起こすと考えられている．血腫が除去で

きれば完治する．  

 

びまん性軸索損傷（Diffuse Axonal Injury, DAI）[8][9] 

頭部への強い外力により意識障害を呈しているにもかかわらず，頭部の CT（Computed 

Tomography，コンピューター断層撮影）や MRI（Magnetic Resonance Imaging，核磁気共

鳴画像法）で明らかな血腫，脳挫傷を認めない病態である．脳表面の広範囲に渡り挫傷

が発生しているものと考えられる．この損傷は，強い外力で脳に回転力が生じることで，

軸索が損傷すると考えられる．軸索とは，細胞から延びている突起部分で，神経細胞に

おいて信号の出力を担うものである．死亡率は 60％とされ，回復した場合でも，後遺症

として麻痺や記銘力の低下などが見られる． 

 

脳震盪[8][9] 

頭部外傷後に一時的に意識を失った状態である．症状としては，頭痛や受傷前後の記

憶の喪失という健忘症が見られる．そうした意識障害が発生したが，頭部 CT や MRI の

検査において脳の中に異常を認めない場合，脳震盪と診断される．  

 

1.3.2 頭部外傷による意識障害[10] 

頭部外傷による障害として，意識障害がある．意識障害とは，意識清明でなくなった

状態である．意識清明とは意識がある状態であり，「覚醒」していること，周囲を「認

識」できること，開眼，言語，動作などで外界からの刺激や情報に「反応」できる状態

である．意識障害を厳密に定義することは困難であるため，意識評価スケールが用いら

れる．その基本的な考え方として，「覚醒」「運動反応」「意識内容」の 3 つの要素に意

識を分類し評価する．「覚醒」とは，動物と共通の意識要素として「目が覚めている（目

を開けている）」という状態であり，覚めていない場合は覚醒させるのに必要な刺激の

強さに応じて意識障害の程度を判断する．繰り返し強い刺激を加えることで覚醒するよ
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うな状態を「昏迷」，強い刺激や痛みなどに対しても覚醒しないことを「昏睡」，あらゆ

る刺激に対して全く反応のない状態を「深昏睡」と呼ぶ．「運動反応」とは，外界から

の刺激に対する顔面や手足の動作による反応の度合を指す．命令に従う，異常な反応な

ど，段階に応じて傷害の程度が分類される．「意識内容」とは，人間に固有の認識内容

として，自身の所在する場所，時間，自身の認識の程度を示す．障害がある場合は発語

する言語内容，発語がない場合は発声の有無等に応じて障害の程度が分類される．急性

期の意識障害の評価として代表的な指標に，英国のグラスゴー・コーマ・スケール

（Glasgow Coma Scale，GCS）がある[11]．その評価点数付与の方法を表 1.1 に示す．1947

年に英国のグラスゴー大学によって発表された意識障害の分類で，世界的に広く使用さ

れる評価分類スケールである．「開眼 (E)」，「言語 (V)」，「運動 (M)」の 3 分野に分けて

記録し，意識状態の簡潔かつ的確な記録が可能とされている．この評価法では，3 つの

要素の和で総合的に意識レベルを表現でき，意識清明の場合には 15 点満点となり，最

も悪い意識レベル（深昏睡）の場合には 3 点となる．しかし，この評価法は 3 つの要素

を独立して評価するため，各要素の組合せは（4×5×6）で 120 通り存在し，同じ合計

点数でも，意識レベルが異なる可能性がある．  

 

表 1.1 GCS 評価点数付与の方法[10] 

 

 

E: eye opening（開眼）

4点 自発的に開眼

3点 言葉により開眼

2点 痛み刺激により開眼

1点 開眼しない

V: best verbal response（最良言語反応）

5点 見当識あり

4点 混乱状態

3点 不適当な発語

2点 理解不明の音声

1点 発語なし

M: best motor response（最良運動反応）

6点 命令に従う

5点 痛み刺激部位に手足を持ってくる

4点 痛み刺激から逃避する

3点 痛み刺激に対して屈曲運動を示す

2点 痛み刺激に対して伸展運動を示す

1点 痛み刺激に対して反応なし
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さらに，頭部外傷による後遺障害として，高次脳機能障害がある[12]．高次脳機能障

害は，脳の器質的病変による認知障害（記憶障害，注意障害，遂行機能障害，社会的行

動障害など）を有した人たちへの支援対策を推進するため，厚生労働省が行政上の疾患

区分として導入した用語である．高次脳機能障害は幅広い概念で，全般的障害としての

急性期の意識障害や，部分的障害としての失語，失行，失認，記憶障害，注意障害が含

まれる．高次脳機能障害患者に対して診断基準が設けられており，すべての要件を満た

した場合，高次脳機能障害者として認定される（表 1.2）．東京都が高次脳機能障害者の

実態を把握するため，2008 年に東京都の全病院，診療所（通院，入院，退院患者）及び

患者本人を対象に，アンケートによる高次脳機能障害実態調査を実施している[13]．そ

の結果，高次脳機能障害となった原因疾患（脳外傷，脳血管障害）は，通院患者では脳

外傷が 10%（90 人）であったが，年齢別にみると，29 歳以下は脳外傷の方が脳血管障

害より多い結果であった．受傷時の GCS に関するアンケート回答では，入院患者（12

人）の場合，GCS 評価の軽度（15～13 点）が 58%（7 人），中程度（12～9 点）が 17%

（2 人），重度（8～3 点）が 25%（3 人）であった．さらに，退院患者の 88 人の場合，

軽度（15～13 点）が 49%（43 人）で最も多く，重度（8～3 点）が 28%（25 人）中程度

（12～9 点）が 23%（20 人）であった．従って，これらのアンケート回答から，受傷直

後の急性期に意識障害を発症した場合，退院後に高次脳機能障害になる可能性が考えら

れる．高次脳機能障害の場合，脳の器質的病変の存在が明らかにできない症例など，そ

の認定には慎重な評価が求められ，長期の医学的及び社会的リハビリテーションを必要

とするが，高次脳機能障害に十分に対応可能な病院も少ない．さらに，高次脳機能障害

患者において，外見から患者の障害の性質や程度を診断できない上，画像診断などの客

観的検査所見が困難な場合がある．自転車事故による高次脳機能障害者の実態や，自転

車事故と高次脳機能障害との関係なども，明らかになっていない状況にある． 

 

表 1.2 高次脳機能障害の判断基準[12] 

 

I．主要症状等

1) 脳の器質的病変の原因となる事故による受傷や疾病の発症の事実が確認されている。

2)
現在、日常生活または社会生活に制約があり、その主たる原因が記憶障害、注意障害、遂行機能障害、社会的行動障
害などの認知障害である。

II．検査所見

MRI、CT、脳波などにより認知障害の原因と考えられる脳の器質的病変の存在が確認されているか、あるいは診断書

により脳の器質的病変が存在したと確認できる。

III．除外項目

1)
脳の器質的病変に基づく認知障害のうち、身体障害として認定可能である症状を有するが上記主要症状（I-2）を欠

く者は除外する。

2) 診断にあたり、受傷または発症以前から有する症状と検査所見は除外する。

3) 先天性疾患、周産期における脳損傷、発達障害、進行性疾患を原因とする者は除外する。

IV．診断

1) I〜IIIをすべて満たした場合に高次脳機能障害と診断する。

2) 高次脳機能障害の診断は脳の器質的病変の原因となった外傷や疾病の急性期症状を脱した後において行う。

3) 神経心理学的検査の所見を参考にすることができる。
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1.4 自転車事故削減のための対策 

1.4.1 自転車運転者の交通ルールに対する意識 

交通事故の発生要因には，自転車乗員（自転車の運転者）の交通ルール違反やマナー

の欠如も影響していると考えられる．2015 年 6 月に施行された道路交通法一部改正に

より，自転車の交通違反について，罰則規定が強化された．自転車乗車中に信号無視等

の危険行為（14 の危険行為）を行い，警察による交通違反の取り締まり，または交通事

故で 3 年以内に 2 回以上摘発された場合，公安委員会から 3 カ月以内の指定された期間

内に自転車運転者講習会の受講が命じられる．その受講命令に従わなかった場合は 5 万

円以下の罰金が課せられる．「14 の危険行為」を表 1.3 に示す． 

 

表 1.3 自転車の 14 の危険行為（2015 年 6 月 1 日付け道路交通法一部改正） 

 
 

国土交通省，警察庁は「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」（2012 年 11

月）を作成し，全国市区町村における積極的な自転車ネットワークの計画策定や，安全

で快適な自転車利用環境整備の促進する一方，自転車の通行ルールの徹底などを目指し

ている．東京都では，2017 年 2 月から改正自転車安全利用条例が施行され，自転車小

売り業者による安全利用の啓発の義務規定が新たに設けられた．自転車購入時，購入者

に対して販売店からチェックシート等を用いた交通ルールの説明がされることになる．

各自治体が主催者となり，交通ルールの遵守と安全運転マナーの向上を目指した講習会

や，特に高齢者を対象にした交通安全教室も実施されている（図 1.6(a)）．さらに，主に

中学生を対象に，自転車事故の恐怖と責任を体験することで，自転車事故につながる危

険行為を未然に防ぎ，交通ルールを遵守することの大切さを学ぶ教育方法として，スケ

アード・ストレイト方式（スタントマンによる交通事故再現）による自転車安全教室が

広く実施されている（図 1.6(b)）．しかし，自転車講習会や安全教室への参加者は自転車

利用者の一部である．また，スケアード・ストレイト方式について，実際の自転車の交

通ルール遵守等への効果を論じた学術論文はほぼ存在しない現状にある．  

 

1) 信号無視 8) 交差点優先車妨害等

2) 通行禁止違反 9) 環状交差点安全進行義務違反等

3) 歩行者用道路における車両の義務違反（徐行違反） 10) 指定場所一時不停止等

4) 通行区分違反 11) 歩道通行時の通行方法違反

5) 路側帯通行時の歩行者の通行妨害 12) 制動装置（ブレーキ）不良自転車運転

6) 遮断踏切立入り 13) 酒酔い運転

7) 交差点安全進行義務違反等 14) 安全運転義務違反
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(a) 自転車講習会              (b) スケアード・ストレイト自転車安全教室 

図 1.6 自転車交通ルールを学ぶための教育 

 

1.4.2 自転車用ヘルメット 

自転車乗員の頭部保護対策の 1 つとして，自転車用ヘルメットがある．自転車用ヘル

メットのデザインは，自転車乗員頭部の落下時の衝撃を減らすような機能とともに，自

転車走行中の体温上昇による頭部の温度調整から，軽量で通気性の機能も考慮されてい

る．自転車用ヘルメットは，日本工業規格（Japanese Industrial Standard, JIS T8134）によ

り，ヘルメットの形状や保持性，衝撃吸収性などの規格が規定されている[14][15]．ま

た，自転車用ヘルメットの安全基準については，一般財団法人製品安全協会により規定

されている[16]．日本では，2008 年 6 月の道路交通法改正により，幼児及び児童（13 歳

未満）に対する自転車用ヘルメットの着用努力義務が施行された（道路交通法 第 63 条

の 10）．大阪府では，2016 年 4 月の大阪府の条例により，65 歳以上の高齢者のヘルメ

ット着用が義務化された．大阪府の自治体（堺市，松原市など）によっては，自転車用

ヘルメット購入補助の助成金制度も施行されている．東京都では，2017 年 2 月施行の

改正自転車安全利用条例により，自転車小売り業者によるヘルメット着用の啓発が義務

規定に含まれている．その一方で，東京都市整備局が東京都民を対象に Web で実施し

た「東京都自転車・歩行者の利用実態 Web アンケート」（2015 年）の結果では，自転車

利用時のヘルメットは「着用しない」という回答が 93%であった．このように，日本に

おける自転車用ヘルメット着用の推奨や義務化については，自治体により異なる．海外

では，オーストラリア，カナダ，ニュージーランドの一部などで自転車のヘルメット着

用が義務化されている．  

 

1.4.3 道路環境整備 

自転車を取り巻く交通環境においては課題が多い状況にある．日本において自転車は

「軽車両」として車道通行が大原則とされているが，自転車専用道はまだ開発の途上で

ある．自転車の交通事故削減のため，自転車が安全で快適に利用できるような走行空間
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の整備を目指し，国土交通省は，交通安全対策基本法（1970 年制定）による「交通安全

基本計画」に基づき，「自転車通行空間（自転車道，自転車専用通行帯等）の整備」，そ

の整備を計画的に推進するための「自転車ネットワーク計画策定の推進」などを実施し

ている．自転車通行空間の整備では，車道通行を基本とした３つの整備形態（自転車道，

自転車専用通行帯，車道で自動車と混在する方法）が選定されている（図 1.7）．この整

備により，自転車事故が自転車道で約 3 割，自転車専用通行帯で約 4 割削減など，その

効果が確認されている[2]．しかし，自転車専用道路などの整備には予算や時間を要する．

対象モデル地域が限定されている上，自転車専用道路は断片的で連続性が図られていな

い地区もある．既成の市街地等では，新たに用地を取得して自転車通行空間を確保する

ことは困難であり，自転車通行空間の整備を推進する上で大きな課題となっている． 

 

図 1.7 自転車ガイドラインに示された基本的な整備形態[2] 

 

 

1.5 研究目的 

交通弱者としての自転車乗員は，車や歩行者と共存する交通社会において，前項で紹

介した対策が十分とは言い難い状況である．自転車と車の衝突では自転車乗員が受傷す

る可能性が高いが，自転車乗員保護に特化した車への法規は現時点で採用がない．事故

防止対策を講じるためには，交通事故発生要因及び事故と自転車乗員外傷との関係解明

が必要だが，それらは充分に解明されていない．特に，自転車乗員の頭部外傷による重

症化は対策すべき重要な課題である．そこで，本研究では自転車乗員の頭部外傷に着目

し，自転車事故の環境的・人為的要因，事故と頭部外傷との関係，自転車乗員の年齢と

頭部外傷の関係等の多角的視点から潜在する問題点を明確にし，自転車乗員頭部外傷の
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発生要因解明により有効な頭部保護対策を模索することを目的とする． 

  

 

1.6 本論文の構成 

本論文は 6 章からなり，全体の構成を図 1.8 に，その概要を以下に示す．また，本論

文では，図・表・式について章を単位として通し番号を付けている． 

 

第 1 章 緒論 

 

第 2 章 東京都特定エリアにおける自転車調査 

東京都の一つの市を対象とし，自転車事故の発生要因について 3 つの調査手法を経て

分析する．(1) 自転車利用者アンケート，(2) 自転車交通事故の実態調査，(3) ビデオ撮

影による交差点での自転車走行状況調査を実施する．(1)，(2)，(3)の分析から，自転車

の走行速度，障害物による死角の存在，道路環境で共存する車の存在など，自転車事故

発生に至る環境的要因を解明する． 

 

第 3 章 自転車事故の頭部外傷の実態調査 

日本全国で発生した自転車交通事故データ（警察庁）及び救命救急センターに搬送さ

れた患者データ（医療機関）を基に，自転車乗員外傷の特性を身体部位別に整理し，頭

部外傷の特性を明確にする． 

 

第 4 章 頭部外傷発症予測のための衝撃実験 

自転車乗員の頭部外傷の起因として車及び路面との衝突に着目し，人間の頭部を模し

た頭部インパクタと自転車用ヘルメットを使用し，車及び路面への衝撃実験を実施する．

頭部インパクタを使用し，頭部が車や路面へ衝突した時の頭部傷害 HIC（Head Injury 

Criterion）値で評価する．さらに，頭部インパクタにヘルメットを着用させ，衝撃実験

によりヘルメット着用効果を評価する． 

 

第 5 章 有限要素モデル解析 

路面との衝突による自転車乗員の頭部外傷及びヘルメット着用効果に着目し，有限要素

モデルを用いて，頭蓋骨骨折や脳傷害の発症及びヘルメット効果を予測する．  

 

第 6 章 結言 

本論文の結論として各章で得られた成果を総括的にまとめ，今後必要とされる研究課

題及び今後の展望について述べる． 
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図 1.8 本論文全体の構成 
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第２章 

東京都の特定エリアにおける自転車調査 
 

 

2.1 諸言 

本研究では，東京都の 1 つの市（M 市と呼称）を対象とし，自転車事故の発生要因に

ついて次の 3 つの調査手法を経て分析した．(1) 自転車利用者アンケート調査，(2) 自

転車交通事故の詳細な分析，(3) ビデオ撮影による交差点での自転車走行状況調査，で

ある．2014 年の東京都区市町村別の自転車事故関与率（事故総件数に対する自転車関

与事故の割合）において，東京都の中でM市は上位から 7番目に自転車事故が多い[17]．

本調査では，都市部における特定のエリアに焦点をあて，自転車乗員の行動・意識等を

把握し，自転車事故の特徴を分析した上で，自転車走行状況の実態を調査することで，

自転車頭部外傷の発生要因を明確にし，事故発生に至る環境的・人為的要因を解明する

ことを目的とする． 

 

2.2 自転車利用者アンケート調査 

2.2.1 解析方法 

M 市では，市内在住の自転車利用者を対象に，M 市主催の自転車安全講習会が，1 年

間に数回，市内のコミュニティーセンター等の会場で実施されている．本調査では，自

転車安全講習会の出席者を対象にアンケートを実施した．講習会場入場時に，出席者全

員にアンケート用紙を配布し，回答は無記名の記入式として講習会終了後に回収した．

アンケートの記入可能な時間が限定されていることを考慮し，異なる質問項目により 2

種（アンケート A，アンケート B）用意した．アンケート A の質問項目は表 2.1（a）に，

アンケート B の質問項目は表 2.1（b）に示す．「質問１」から「質問６」は，アンケー

ト A，アンケート B において共通の質問内容とした．アンケート A は，2013 年及び 2014

年の自転車安全講習会の出席者を対象に，計 5 回実施した．アンケート B は，2015 年

の自転車安全講習会の出席者を対象に，計 2 回実施した．本アンケートは，東京都三鷹

市役所の許可を取得し，実施した． 
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表 2.1 アンケート質問項目 

(a) アンケート A 

 

 

(b) アンケート B 

 

 

2.2.2 アンケート回答者の属性 

アンケート A では 304 人，アンケート B では 213 人からそれぞれ有効回答を得た．

両アンケートの回答者について，男女別構成率を図 2.1 に示す．アンケート A では男性

が 50.3%，女性が 47.4%であり，アンケート B では男性が 37.1%，女性が 58.2%の構成

率であった． 

 

 

全ての方への質問 回答

問１ あなたの性別をお答えください 1つ選択

問２ 年齢をお答えください 1つ選択

問３ ご職業をお答えください 1つ選択

問４ 自動車の運転免許をお持ちですか 1つ選択

問５ どのくらい自転車を利用していますか 1つ選択

自転車を利用している方のみお答え下さい． 回答

問６ 自転車をよく利用する時間帯はいつですか 複数回答可

問７ あなたが車道を自転車で走行する場合、危険に感じるのはどんなときですか 2つまで選択可

問８ あなたが歩道を自転車で走行する場合、危険に感じるのはどんなときですか 2つまで選択可

問９ 他者が自転車で走行しているのを見て、あなたが危険に感じる自転車の行動は何ですか 2つまで選択可

問１０ 自転車事故をなくすために、重要だと思う施策を教えて下さい 上位2つ選択

全ての方への質問 回答

問１ あなたの性別をお答えください 1つ選択

問２ 年齢をお答えください 1つ選択

問３ ご職業をお答えください 1つ選択

問４ 自動車の運転免許をお持ちですか 1つ選択

問５ どのくらい自転車を利用していますか 1つ選択

自転車を利用している方のみお答え下さい． 回答

問６ 自転車をよく利用する時間帯はいつですか 複数回答可

問７ 普段、自転車で車道、歩道どちらを通行することが多いですか 1つ選択

問８ 自転車で車道を通行するとき、どちら側を通行することが多いですか 1つ選択

問９ 夜、自転車を利用するとき、ライトは点灯させますか 1つ選択

問１０ 電動アシスト自転車（モーターでペダルを踏む力を補助する自転車）を利用していますか 1つ選択

問１１ 自転車の交通事故をなくすために、何が大切だと思いますか 複数回答可
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図 2.1 男女別構成率 

 

アンケート別に，回答者の年齢帯別構成率を図 2.2 (a) (b) に示す．回答者の最も多い

年齢帯は，アンケート A では 40 歳代（29.3%），アンケート B では 70 歳代（30.5%）で

あった．2 番目に多いのは，アンケート A では 30 歳代（19.4%），アンケート B では 40

歳代（16.4%）であった． 

 

 

(a) アンケート A（n=304） 

（図 2.2 年齢帯別構成率） 
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(b) アンケート B（n=213） 

図 2.2 年齢帯別構成率 

 

回答者の職業別構成率を図 2.3 に示す．最も多い職業は，アンケート A では会社員・

公務員（53.6%），アンケート B では主婦（32.9%）であった．2 番目に多い職業は，ア

ンケート A では主婦（16.8%），アンケート B では会社員・公務員（22.5%）であった．  

 

 
図 2.3 職業別構成率 

 

回答者の普通運転免許の取得有無別構成率を図 2.4 に示す．アンケート A では，普通

運転免許「取得有り」（72.7%）の方が，「取得無し」（22.0%）より多かった．アンケー

ト B においても，普通運転免許「取得有り」（51.6%）の方が，「取得無し」（46.5%）よ

り僅かに多かった．  
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図 2.4 普通運転免許の取得有無別構成率 

 

回答者の自転車利用頻度の構成率を図 2.5 に示す．最も多かったのは，アンケート A

では「ほぼ毎日」（73.7%），アンケート B でも「ほぼ毎日」（58.7%）であった．2 番目

に多かったのは，アンケート A では「1 週間に 3～4 回」（10.2%），アンケート B でも

「1 週間に 3～4 回」（14.1%）であった． 

 

 
図 2.5 自転車利用頻度の構成率 

 

2.2.3 アンケート結果 

「自転車を利用するのはどの時間帯が多いですか」の質問に対する回答数（複数回答

可）を図 2.6 (a) に示す．最も多かったのは，アンケート A では「5:00‒10:00」（220 人），

アンケート B では「10:00‒15:00」（112 人）であった．2 番目に多かったのは，アンケー

ト A では「18:00‒23:00」（172 人），アンケート B では「15:00‒18:00」（89 人）であった．

アンケート A 及びアンケート B を合算すると，「5:00‒10:00」（303 人）の時間帯が最も
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回答数が多かった．選択肢に指定した時間範囲に差があることから，各時間帯における

1 時間単位の平均回答数についてアンケート種別に構成率を算出し，その結果を図 2.6 

(b) に示す．最も多かったのは，アンケート A が「5:00‒10:00」（1 時間単位 32.8%），ア

ンケート B では「15:00‒18:00」（1 時間単位 38.0%）であった． 

 

 
(a) 時間帯別回答数 

 

 

(b) 時間帯別，1 時間単位での平均回答数構成率 

図 2.6 質問：自転車を利用するのはどの時間帯が多いですか（複数回答可） 
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「あなたが車道を自転車で走行する場合，危険に感じるのはどんなときですか」の質

問に対する回答（2 つまで選択可）の構成率を図 2.7 に示す．「車に追い越される」（29.0%），

「車の交通量が多い」（27.3%），「車の速度が速い」（20.7%）の順で多かった．  

 

 

図 2.7 質問：あなたが車道を自転車で走行する場合，危険に感じるのはどんなときで 

すか（アンケート A，2 つまで選択可; n=556） 

 

「あなたが歩道を自転車で走行する場合，危険に感じるのはどんなときですか」の質

問に対する回答（2 つまで選択可）の構成率を図 2.8 に示す．「歩道が狭いとき」（37.2%），

「歩行者が多いとき」（29.5%），「路肩が狭いとき」（24.4%）の順で多かった． 

 

 

図 2.8 質問：あなたが歩道を自転車で走行する場合，危険に感じるのはどんなときで 

すか（アンケート A，2 つまで選択可; n=546） 

 

「他者が自転車で走行しているのを見て，あなたが危険に感じる自転車の行動は何で

すか」の質問に対する回答（2 つまで選択可）の構成率を図 2.9 に示す．「携帯電話使用」

4.9 

6.5 

11.7 

20.7 

27.3 

29.0 

その他

交差点を横断

車が左折

車の速度が速い

車の交通量が多い

車に追い越される

0.0     5.0     10.0      15.0     20.0    25.0     30.0    35.0 (%)

2.9 

2.0 

4.0 

24.4 

29.5 

37.2 

その他

交差点を横断するとき

車が左折するとき

路肩が狭いとき

歩行者が多いとき

歩道が狭いとき

0.0    5.0    10.0   15.0   20.0    25.0   30.0    35.0   40.0 (%)



- 22 - 

 

（23.3%），「夜間無灯火」（22.6%），「信号無視」（17.0%）の順で多かった． 

 

 

図 2.9 質問：他者が自転車で走行しているのを見て，あなたが危険に感じる自転車の行 

動は何ですか（アンケート A，2 つまで選択可; n=606） 

 

「普段，自転車で車道，歩道どちらを通行することが多いですか」の質問に対する回

答（1 つ選択）の構成率を図 2.10 に示す．「歩道が多い」（40.6%），「車道・歩道同程度」

（33.7%），「車道が多い」（24.6%）の順で多かった． 

 

 

図 2.10 質問：普段，自転車で車道，歩道どちらを通行することが多いですか 

（アンケート B，1 つ選択; n=187） 
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「自転車で車道を通行するとき，どちら側を通行することが多いですか」の質問に対

する回答（1 つ選択）の構成率を図 2.11 に示す．「左側」（86.8%）が最も多かった． 

 

 

図 2.11 質問：自転車で車道を通行するとき，どちら側を通行することが多いですか 

（アンケート B，1 つ選択; n=189） 

 

「夜，自転車を利用するときライトは点灯させますか」の質問に対する回答（1 つ選

択）の構成率を図 2.12 に示す．「必ず点灯させる」（93.6%）が最も多かった． 

 

 

図 2.12 質問：夜，自転車を利用するときライトは点灯させますか 

（アンケート B，1 つ選択; n=189） 

 

「電動アシスト自転車（モーターでペダルを踏む力を補助する自転車）を利用してい

ますか」の質問に対する回答（1 つ選択）の構成率を図 2.13 に示す．「利用していない

（今後も利用は考えていない）」（53.8%），「利用していない（興味あり，利用してみた

い）」（32.6 %），「利用している」（13.6%）の順に多かった． 
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図 2.13 質問： 電動アシスト自転車（モーターでペダルを踏む力を補助する自転車を 

利用していますか（アンケート B，1 つ選択; n=184） 

 

「自転車の交通事故をなくすために，何が大切だと思いますか」の質問に対する回答

（複数回答可）の構成率を図 2.14 に示す．最も多かったのは，アンケート A では「自

転車の専用道路の整備」（40.6%），アンケート B では「自転車のルール・マナーの周知」

（37.4%）であった．次に多かったのは，アンケート A では「自転車のルール・マナー

の周知」（36.0%），アンケート B では「自転車のルール・マナーの周知」（37.4%）であ

った． 

 

 
図 2.14 質問：自転車の交通事故をなくすために，何が大切だと思いますか 

（アンケート A, B, 複数回答可） 

 

2.2.4 考察 

自転車の利用時間帯に関する回答において，最も回答数が多い時間帯はアンケート A

とアンケート B で異なった．各時間帯における 1 時間当たりの平均回答数で比較する
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と，アンケート A では「5:00‒10:00」（1 時間単位 32.8%）が最も多く，アンケート B で

は「15:00‒18:00」（1 時間単位 38.0%）が最も多かった（図 2.6 (b)）．アンケートによる

最多の時間帯の違いは，回答者の職業と関係があると考えられる．アンケート A では，

「会社員・公務員」（53.6%）が最も多く，アンケート B では，「主婦」（32.9%）が最も

多かった（図 2.3）．職業により自転車を利用する時間帯が異なることを示唆する． 

自転車利用者が車道を自転車で走行中に危険に感じるのは，「車に追い越される」，「車

の交通量が多い」，「車の速度が速い」状況において，車の存在に危険を感じていること

が判明した（図 2.7）．東京都の場合，道路幅が狭く交通量の多い道路が多数存在し，車

と並走する自転車に対して十分な環境（道路幅）が確保されていないと考えられる．通

常利用している走行帯に関して，「歩道が多い」（40.6%），「車道・歩道同程度」（33.7%），

「車道が多い」（24.6%）の順に多かった（図 2.10）．アンケート B は 2015 年 5 月に 2 回

実施しており，2015 年 6 月 1 日の改正道路交通法が施行される前月である．既に施行

されてから 2 年程経過しており，現状では走行帯の傾向が異なる可能性がある．道路交

通法では，原則，自転車の車道走行が規定されており，2015 年 6 月 1 日に施行された

改正道路交通法により，危険行為を行い 3 年以内に 2 回以上摘発された自転車運転者に

は講習の受講が義務付けられた．今後，自転車の車道走行頻度も高くなることで，車に

対して危険に感じる場面が増え，衝突事故に繋がる危険性の増加が懸念される． 

他者が「携帯電話使用」しながら自転車で走行しているのを見て，危険に感じる自転

車利用者は 23.3%であった．最近では，携帯電話からスマートフォン利用者が増加傾向

にあるが，スマートフォンの場合，通話だけでなく音楽を聴くことも可能である．携帯

電話やスマートフォンの使用は，2015 年 6 月 1 日に施行された改正道路交通法では危

険行為として禁止されているが，実際，どの程度，交通ルールが遵守されているのか不

明である．今後，自転車乗車中のスマートフォン使用有無の実態など，2015 年改正後の

交通ルール遵守について調査する必要がある． 

電動アシスト自転車の利用は，アンケート結果では 13.6%であったが，「利用してい

ない（興味あり，利用してみたい）」の回答が 32.6 %であった（図 2.13）．日本では，自

転車に搭載されているモーターによりペダル操作の負担が軽減される電動アシスト自

転車は，一般的な（電気のアシストのない）自転車に比べて市場価格は高額であるが，

販売は増加傾向にある[2]．電動アシスト自転車の利用状況と交通事故との関係につい

て，今後，調査する必要がある． 
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2.3 自転車交通事故の詳細な分析 

2.3.1 自転車事故データ 

M 市において，2013 年（1 月～12 月）に発生した自転車が関与する交通事故のデー

タを使用し，交通事故の実態を調査した．解析対象とした自転車事故件数は 250 件で

あった．自転車事故データは，自転車事故に関与した人すべて（自転車乗員及び衝突相

手当事者）の情報で構成されている．自転車事故 250 件のうち，自転車対自転車の事故

が 38件含まれていたことから，自転車事故に関与した自転車乗員数は 288人であった．

本データは，M 市警察署の協力のもと解析を実施した． 

通常，交通事故が発生した場合，警察調査班は事故に関与した当事者について，過失

が最も重い者（第 1 当事者），あるいは過失の程度を判断する[6]．第 1 当事者とは，最

初に交通事故に関与した車両等の運転者または歩行者のうち，当該交通事故における過

失が重い者であり，また，過失が同程度の場合は，人身損傷程度が軽い者を傷害が軽度

の者が該当する[6]．第 2 当事者とは，事故に関与した第 1 当事者以外の者である．デー

タには，年齢，性別，事故が発生した道路形状（交差点，交差点付近，単路），信号機有

無，第 1 当事者，第 2 当事者の情報を有する．交差点付近とは，交差点の側端から 30 

m 以内の道路の部分のことである[18]．さらに，本事故データにおける事故発生場所の

住所に関する情報により，交差点の特性（交差点での死角有無）を調査した．また，自

転車乗員を 2 群（第 1 当事者，第 2 当事者）に分け，年齢帯，性別，事故発生場所（交

差点，交差点付近，単路），交差点信号機有無，交差点死角有無，それらの母比率の違

いについて分析した．年齢帯では，第 1 当事者及び第 2 当事者における自転車乗員の年

齢帯の構成率について，2 群の母比率の差の検定（両側検定）を行い，その 2 群の有意

差有無を調査した．統計モデルについて，統計値 Z は正規分布に従い，次式 2.1 で求め

た．解析対象項目において比較する 2 群のいずれかの人数が 10 人未満の場合には，検

定解析より除外した． 

 

  式 2.1 

ここでは 

 

n, m は比較する 2 群の n 数（人），N, M は比較する 2 群の全体数（人）である． 

 

 

 

Z =

n
N

m
M

1
N

1
M

P* (1    P*)

P* =
n       m

N      M
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2.3.2 環境的要因 

M 市において実際に自転車が関与した交通事故のデータを使用し，自転車交通事故

件数について，事故が発生した時間帯別構成率を図 2.15 に示す．事故発生時刻の「分」

は削除し，「時」で分類した．例えば，自転車事故の発生時間が午前 7 時 30 分の場合，

時間帯は「7 時」に分類した．自転車事故の発生は，午前 8 時台（13.2%）が最も多く，

午前 9 時台（10.0%），午後 5 時台（10.0%）の順に多かった． 

 

 

図 2.15 自転車交通事故発生の時間帯別構成率（n=250） 

 

自転車事故が発生した道路種別構成率では，都道（30.0%）に比べ，区市町村道（61.6%）

で自転車事故が多く発生していた（図 2.16）．区市町村道には住宅街の車線のない道路

も含まれ，日常生活に必要な生活道路に相当する． 

 

 
図 2.16 道路種別構成率（n=250） 
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自転車事故が発生した道路形状別構成率を図 2.17に示す．自転車事故は交差点（57.6%）

が最も多く，続いて単路（28.8%）が多かった． 

 

 

図 2.17 道路形状別構成率（n=250） 

 

自転車事故の衝突形態について，自転車の走行状況に着目し，その構成率を図 2.18 に

示す．衝突形態としては，出会頭（52.0%）の事故が極めて多く，自転車が左折時（8.8%），

右折時（8.8%）が続いた．出会い頭事故とは，異なった方向から進入してきた車両（自

転車も含む）が交差する時に衝突する事故のことである． 

 

 

図 2.18 衝突形態別構成率（n=250） 

 

2.3.3 当事者種別による解析 

自転車事故に関与した第 1 当事者，第 2 当事者の 2 群に着目し，解析を行った．図
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2.19 に示すように，第 1 当事者及び第 2 当事者について，車の運転者，自転車乗員，歩

行者を比較すると，第 1 当事者では車の運転者（60.0%）が最も多く，続いて自転車乗

員（27.6%）であった．第 2 当事者では自転車乗員が 90.9%を占めた．自転車事故の 60.0%

は自転車と車との事故であり，その事故では車の運転者が第 1 当事者であることを示

す．さらに，自転車事故の 27.6%は自転車同士の事故であることを示す．  

 

 
図 2.19 自転車事故（n=250）に関与した第 1 当事者（n=250）及び第 2 当事者

（n=241）の状態別構成率 

 

自転車乗員の当事者種別の 2 群について，年齢帯別に分類した（表 2.2）．第 1 当事者

では 20–29 歳（29.0%）が最も多く，続いて 10–19 歳（20.3%）が多かった．第 2 当事者

では 40–49 歳（17.8%）が最も多く，続いて 10–19 歳（17.4%）が多かった．構成率で

10.0%以上は，第 1 当事者では 10 歳代，20 歳代，30 歳代，60 歳代であり，第 2 当事者

では 10 歳代から 60 歳代の各年齢帯全てであった．同年齢帯の第 1 当事者，第 2 当事者

の 2 群について構成率を比較すると，20–29 歳の第 1 当事者（29.0%）は同年齢帯の第

2 当事者（16.4%）より有意（p = 0.022）に多かった．また，40–49 歳の第 2 当事者（17.8%）

は同年齢帯の第 1 当事者（5.8%）より有意（p = 0.015）に多かった．20–29 歳及び 40–

49 歳以外の年齢帯については，第 1 当事者と第 2 当事者の 2 群に有意差は示されなか

った． 
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表 2.2 自転車乗員の第 1 当事者，第 2 当事者における年齢帯別構成率の比較 

 

 

自転車乗員の当事者種別の 2 群について，男女別に分類した（表 2.3）．男性，女性と

もに第 2 当事者の方が多かった．第 2 当事者の割合は，男性の場合 67.6%であり，女性

では 83.2%であった．第 1当事者の男性と女性の構成率を比較したところ，男性（32.3%）

は女性（16.8%）より有意（p = 0.002）に多かった．  

 

表 2.3 自転車乗員の第 1 当事者，第 2 当事者における男女別構成率の比較 

 
 

自転車乗員の当事者種別の2群について，事故発生の道路形状別に分類した（表2.4）．

いずれの道路形状においても，第 2 当事者の方が多かった．第 2 当事者の割合は，交差

点の場合 83.9%，交差点付近では 78.6%，単路では 62.4%であった．交差点，交差点付

近，単路の構成率を比較すると，第 1 当事者の交差点（16.1%）と交差点付近（21.4%）

の構成率に有意差はなかった．第 1 当事者の単路（37.6%）は，交差点（16.1%）より有

Difference

n N
(A)

n/N %
m M

(B)
m/M %

A-B %

0–9 years 1 69 1.4 4 219 1.8 -0.4 0.834

10–19 years 14 69 20.3 38 219 17.4 2.9 0.580

20–29 years 20 69 29.0 36 219 16.4 12.5 0.022*

30–39 years 11 69 15.9 32 219 14.6 1.3 0.787

40–49 years 4 69 5.8 39 219 17.8 -12.0 0.015*

50–59 years 5 69 7.2 32 219 14.6 -7.4 0.111

60–69 years 7 69 10.1 24 219 11.0 -0.8 0.849

70–79 years 6 69 8.7 13 219 5.9 2.8 0.421

80–89 years 1 69 1.4 1 219 0.5 1.0 0.387

*Significant at the 5% level

n, m: number of cyclists at fault/not at fault or less at fault

N, M: total number of cyclists at fault/not at fault or less at fault

Age group

Cyclists at fault
Cyclists not at fault or less
at fault

p-value

Difference

n N
(A)

n/N %
m M

(B)
m/M %

A-B %

Cyclists at fault 43 133 32.3 26 155 16.8 15.6 0.002**

Cyclists not at fault or less at fault 90 133 67.7 129 155 83.2 -15.6 -

**Significant at the 1% level

n, m: male cyclists or female cyclists who had faults 

N, M: total number of male or female cyclists

Type of fault

Male Female

p-value
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意（p < 0.001）に多かった． 

 

表 2.4 自転車乗員の第 1 当事者，第 2 当事者における交差点，交差点付近，単路の構

成率の比較 

 

 

 

交差点での事故を対象に，自転車乗員の当事者種別の 2 群について，信号機有り，信

号機無しで分類した（表 2.5）．信号機有り，信号機無しともに，第 2 当事者の方が多か

った．第 2 当事者の割合は，信号機有りの場合 83.9%で，信号機無しでは 80.4%であっ

た．信号機有り，信号機無しの構成率を比較すると，第 1 当事者の信号機有り（10.2%）

と信号機無し（19.6%）に有意差は示されなかった． 

 

表 2.5 自転車乗員の第 1 当事者，第 2 当事者における信号機あり，信号機なしの比較 

 

 

交差点での事故を対象に，自転車乗員の当事者種別の 2 群について，交差点での死角

有り，死角無しで分類し，さらに男女別に分類した（表 2.6）．死角有り，死角無しでの

男性，女性において，全て第 2 当事者の方が多かった．第 2 当事者の割合は，死角有り

の場合，男性が 76.2%，女性が 98.0%であり，死角無しでは男性が 86.2%，女性が 73.2%

Difference

n N
(A)

n/N %
m M

(B)
m/M %

A-B %

Cyclists at fault 26 161 16.1 6 28 21.4 -5.3 0.492

Cyclists not at fault or less at fault 135 161 83.9 22 28 78.6 5.3 -

n, m: number of cyclists at intersection/near intersection

N, M: total number of cyclists at intersection/near intersection

Intersection Near intersection

p-value
Type of fault

Accident location

Difference

n N
(A)

n/N %
m M

(B)
m/M %

A-B %

Cyclists at fault 26 161 16.1 35 93 37.6 -21.5 0.001**

Cyclists not at fault or less at fault 135 161 83.9 58 93 62.4 21.5 -

**Significant at the 1% level

n, m: number of cyclists at intersection/straight road

N, M: total number of cyclists at intersection/straight road

Accident location

Intersection Straight road

p-value
Type of fault

Difference

n N
(A)

n/N %
m M

(B)
m/M %

A-B %

Cyclists at fault 6 59 10.2 20 102 19.6 -9.4 0.117

Cyclists not at fault or less at fault 53 59 89.8 82 102 80.4 9.4

n, m: number of cyclists at intersections with a traffic light/without a traffic light

N, M: total number of cyclists at intersections with a traffic light/without a traffic light

Type of fault

Intersection type

with a traffic light without a traffic light

p-value
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であった．交差点での死角有り，死角無しの構成率の比較を男女別で比較すると，男性

第 1 当事者の場合，死角有り（23.8%）と死角無し（13.8%）の構成率に有意差はなかっ

た．女性第 1 当事者の場合，死角無し（26.8%）の方が死角有り（2.0%）より有意に多

かった（p < 0.001）．  

 

表 2.6 自転車乗員の第 1 当事者，第 2 当事者における交差点での死角あり，死角なし

男女別構成率 

 
 

2.3.4 考察 

実際の自転車の交通事故データを解析した結果，男性の第 1 当事者は女性の第 1 当事

者より有意（p = 0.002）に多かった（表 2.3）．この結果は，男性と女性の自転車走行平

均速度の違いに関係があると考えられる．次項 2.4 の調査結果では，男性の自転車走行

平均速度が 3.2 m/s で，女性は 2.9 m/s であり，その 2 群に有意差（p = 0.058）はなかっ

たが，男性の方が女性よりも速かった．次項 2.4 の調査において，走行速度が最も速か

った事例は男性が 6.1m/s で，女性は 4.6 m/s であった．一般的に，自転車と自転車との

衝突，あるいは自転車と歩行者との衝突事故において，移動速度の速い自転車乗員の方

が第 1 当事者になりえる．従って，自転車の走行速度が速い要因の多い男性の方が，女

性より第 1 当事者になるケースが多いと考えられる． 

自転車事故発生場所の道路形状別の解析結果では，第 1 当事者の単路（37.6%）は，

交差点（16.1%）より有意（p < 0.001）に多かった（表 2.4）．交差点での自転車事故に関

わった全ての第 1 当事者（n = 144）を状態別構成率で比較すると，車の運転者（69%）

が最も多く，続いて自転車乗員（17%），自動二輪乗員（13%）であった．従って，交差

点での自転車事故の場合，車の運転者が第 1 当事者で，自転車乗員が第 2 当事者になる

事例が最も多いことが判明した．しかし，自転車事故では，自転車が歩行者または自転

車と衝突する事故も存在し（図 2.19），そのような事故では自転車乗員が第 1 当事者に

なることも考えられる．例えば，自転車乗員が第 1 当事者と判断される理由の 1 つに，

禁止されている反対側のレーン（自転車乗員から見て右側）の走行がある．単路の場合，

交差点に比べて，自転車が第 1 当事者になるような事故が多いと考えられる．  

Difference

n N
(A)

n/N %
m M

(B)
m/M %

A-B %

Male

Cyclists at fault 10 42 23.8 4 29 13.8 10.0 0.297
Cyclists not at fault or less at fault 32 42 76.2 25 29 86.2 -10.0 -

Female

Cyclists at fault 1 49 2.0 11 41 26.8 -24.8 0.001**
Cyclists not at fault or less at fault 48 49 98.0 30 41 73.2 24.8 -

n, m: number of cyclists at blind corner/good view corner of intersections

N, M: total number of cyclists at blind corner/good view corner of intersections

View at intersection feature

Gender

at blind corner at clear view corner

p-value
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本解析で使用した自転車事故データの場合，単路では，自転車乗員 35 人が第 1 当事

者であった（表 2.4）．それらの事故について，第 2 当事者を状態別に見ると，自転車乗

員が最も多く（17 人, 48.6%），続いて歩行者（10 人, 28.6%）であった（表 2.7）．本デー

タのうち 1 件は自転車と車の衝突事故で，自転車乗員の小学生が公園から道路へ飛び出

し，走行中の車と衝突した事例であった．自転車乗員の行動特性について，このような

単路での事故の原因を理解するために，今後さらに調査する必要がある． 

 

表 2.7 自転車事故の第 2 当事者における状態別人数及び構成率 

 
 

 

2.4 交差点での自転車走行状況調査 

2.4.1 調査方法 

前項 2.3 での実際の自転車交通事故の分析から，M 市において自転車事故が多発する

交差点を明確にした．その結果，事故多発の交差点では，朝及び夕方の通勤・通学時間

帯に，区市町村道の交差点において，出会い頭の形態で衝突する事例の多いことが判明

した．本調査では，M 市において自転車事故が多発する交差点の中から 1 箇所，信号機

のない交差点を選定し，朝の通勤時間帯に交差点を通行する自転車乗員の行動特性を調

査した．その交差点周辺は商業店舗と住宅地が混在し，自転車，歩行者，車両が相互に

走行，通行する交差点である． 

調査対象の交差点の概略を図 2.20 に示す．この交差点を交差する南北道路は，道路

幅が 4.1m で，車は北から南方向への一方通行である．従って，この交差点を通過して

南から北方向へ走行する車は存在しない．東西道路は道路幅 4.2m で，車が双方向に走

行できる．交差点角の道路標識ポールの 2.7m の高さに，撮影用のビデオカメラを設置

した（図 2.21）．撮影に使用したビデオカメラは，ソニーHDR-PJ790V デジタル HD ビ

デオカメラ（Sony 2013）で，ビデオカメラのフレームレートは毎秒 60 フレームである．

ビデオカメラ撮影は，平日朝 7 時 10 分から 8 時 10 分までの 60 分間連続撮影し，実際

の自転車の走行状況を調査した．実際の道路環境におけるビデオカメラ撮影については，

東京都の三鷹警察署の許可を取得し，警察官立ち会いのもとビデオカメラを設置した． 

 

Road user types not at fault
or less at fault (n=35)

Car driver Moped rider Cyclist Pedestrian
No-partner

(Single accident
by cyclists)

Number 1 1 17 10 6

Component rate (%) 2.9 2.9 48.6 28.6 17.1
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図 2.20 交差点の概略 

 

 

図 2. 21 道路標識ポールに設置した撮影用ビデオカメラ 
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交差点から北方向へ徒歩約 10 分の距離に JR の駅があり，朝の通勤・通学の時間帯

は，北方向の駅周辺にある自転車駐輪場を目指す自転車が多いと仮定した．その場合，

自転車は南から北方向へ走行し，交差点通過後，直進，左折，あるいは右折走行すると

考えられる．そこで，南から交差点を通過して北方向，東方向，西方向へ移動する自転

車の走行状況を録画撮影した． 

録画した動画データを使用し分析した調査項目を表 2.8 に示す．自転車は，交差点に

おいて東西道路を走行する車との衝突を避けるため，交差点進入手前で一時停止し，安

全確認をしなければならない．項目(1) 自転車乗員の左右安全確認については，交差点

進入時に自転車乗員が左右どちらか一方，または左右に首を回転させる動作を行う場合，

安全確認を行ったものと仮定した．項目(2) 自転車の交差点進入時の走行速度について

は，東西道路の端部を示す交差点の白破線を使用し，自転車の前輪が交差点の白破線に

接した時点の自転車の走行速度を調査した（図 2.22 (a)）．項目(3) 自転車の交差点進入

までの走行位置については，図 2.22 (b)に示すように，道路の両側に緑色に路面ペイン

トされた路側帯により，南北道路の路面を 4 つのエリア（A, B, C, D）に分け，自転車の

交差点進入までの走行位置を調査した．項目(4) 交差点通過後の進行方向については，

自転車が交差点通過後の走行先として，直進，右折，左折に分類した．尚，自転車乗員

の性別，安全確認及び交差点通過後の進行方向については，撮影したビデオ動画から識

別した． 

 

表 2.8 調査項目 

 
 

調査項目

(1)
交差点進入時の自転車乗員による左右安全確認（交差点進入時，
自転車乗員が左右一方，または左右確認の有無）

(2) 交差点進入時の自転車の走行速度

(3) 自転車の交差点進入までの走行位置

(4) 交差点通過後の走行方向（直進，右・左折）
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(a) 交差点の白破線 

 

 
(b) 4 つのエリア（A, B, C, D） 

図 2. 22 調査対象とした信号機のない交差点 

 

本調査では，交差点角の道路標識ポールにビデオカメラを設置し，南から北方向へ移

動する自転車の走行状況を録画撮影した．ビデオカメラで収録した自転車の走行状況の

斜位像について，ソフトウェア Dipp-Motion V (DITECT 2014)を用いて，道路を真上から

観察したかのように，二次元座標値へ変換し，自転車の走行速度及び交差点進入までの

走行位置を分析した．さらに，南北道路上の自転車の各走行位置について，図 2.22 に示

す通り，4 つのエリア（A, B, C, D）に分けて解析を行った． 

自転車乗員の男性及び女性の自転車平均速度の比較については，t 検定を使用した．

まず，F 検定で 2 群の等分散性を検定した．比較する 2 群の分散が等しい場合，スチュ

ーデントの t 検定を使用し，2 群の分散が等しくない場合，ウェルチの t 検定を使用し

た． 
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2.4.2 交差点での走行状況 

表 2.9 に示す通り，動画における分析が可能な自転車は合計 250 台（人）であった．

男性が 155 人（62.0%），女性が 95 人（38.0%）であった．交差点進入時の平均走行速度

は，男性が 3.2 m/s で，女性は 2.9 m/s であり，男性の方が女性より平均走行速度が速か

った（p=0.058）．調査対象すべての自転車の平均走行速度は 3.1 m/s であった． 

 

表 2.9 男女別，自転車乗員の人数及び平均走行速度 

 
 

走行位置別（エリア A, B, C, D）及び交差点通過後の進行方向別に，交差点侵入時の

自転車数を表 2.10 に示す．さらに，交差点侵入時における安全確認有無の自転車乗員

数についても表 2.10 に示す．4 つのエリア別に自転車の走行台数を比較すると，エリア

D（自転車乗員から見て，道路の左路側帯）が 110 台（44.0%）で最も多く，続いてエリ

ア C（道路中央より左側）が 105 台（42.0%）であった．交差点通過後の進行方向では，

250 台のうち直進が 187 台（74.8%）で最も多く，左折 57 台（22.8%），右折 6 台（2.4%）

の順に多かった．進行方向別に安全確認の有無を比較すると，直進では安全確認有り

（116 人，62.0%）の方が安全確認なし（71 人，38.0%）より多く，左折では安全確認な

し（44 人，77.2%）の方が安全確認あり（13 人，22.8%）より多かった．右折では，左

折と同様，安全確認なし（4 人，66.7%）の方が安全確認あり（2 人，33.3%）より多か

った． 

 

表 2.10 走行位置別及び交差点通過後の走行方向別，自転車数 

 

 

Average SD p-value

Male 155 62.0 3.2 1.0 0.058

Female 95 38.0 2.9 1.0 -

Total 250 100.0 3.1 1.0

Number
Component

ratio (%)

Velocity (m/s)
Cyclist

Number

Directions

Confirming safety

Entry area Done Not Total Done Not Total Done Not Total

Area A 4 3 7 0 0 0 1 4 5 12

Area B 18 5 23 0 0 0 0 0 0 23

Area C 60 44 104 0 1 1 0 0 0 105

Area D 34 19 53 13 43 56 1 0 1 110

Total 116 71 187 13 44 57 2 4 6 250

Go straight Turn left Turn right Total
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交差点通過後の進行方向別に自転車台数を比較すると，表 2.11 に示すように，250 台

のうち直進が 187 台（74.8%）で最も多く，続いて左折 57 台（22.8%），右折 6 台（2.4%）

であった．このように，解析対象とした交差点では，南から北（駅方向）に直進する自

転車が最も多かった．進行方向別に自転車の平均走行速度を比較すると，直進（3.1 m/s）

と左折（3.1 m/s）が同じ平均走行速度で，右折（2.2 m/s）より速かった． 

 

表 2.11 交差点通過後の進行方向別，自転車数及び平均走行速度 

 

 

交差点における進行方向別の自転車の走行速度について，安全確認の有・無での平均

走行速度を図 2.23 に示す．自転車が直進した場合，安全確認を行うことなく交差点を

通過した自転車の平均走行速度（3.3 m/s，標準偏差 1.0 m/s）は，安全確認を行った自転

車の平均走行速度（3.0 m/s，標準偏差 0.9 m/s）に比べ，有意に速かった（p < 0.05）．自

転車が左折した場合，直進と同様，乗員が安全確認を行わなかった自転車の平均走行速

度（3.2 m/s，標準偏差 0.8 m/s）は，安全確認を行った乗員の自転車平均走行速度（3.1 

m/s，標準偏差 0.7 m/s）に比べ僅かに速かったが，有意差はなかった． 

 

 

図 2. 23 安全確認の有・無別，自転車の平均走行速度 

 

Average SD p-value

Go straight 187 74.8 3.1 1.0 0.849

Turn left 57 22.8 3.1 0.8 -

Turn right 6 2.4 2.2 1.5 NA

Total 250 100.0 3.1 1.0

Direction Number
Component

ratio (%)

Velocity (m/s)

A
ve

ra
ge

 v
el

oc
it

y 
(m

/s
)

Go straight                 Turn left                     Turn right

3.0 3.3 3.1 3.2
3.6

1.5

Check Not check

* NS

* significant at the 5% level
NS: not significant

0

1

2

3

4

5

(n=116) (n=71)              (n=13) (n=44)                 (n=2) (n=4)
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自転車の走行位置 4 つのエリア別に，自転車数と平均走行速度を表 2.12 に示す．自

転車乗員から見て道路の左路側帯であるエリア D（110 台，44.0%）が最も多く，続い

て，道路中央より左側のエリア C（105 台，42.0%），道路中央より右側のエリア B（23

台，9.2%），そして道路の右路側帯のエリア B（12 台，4.8%）の順であった．自転車の

平均走行速度はエリア B（3.2 m/s）及びエリア C（3.2 m/s）が，エリア D（3.1 m/s）及

びエリア A（2.4 m/s）より速かった． 

 

表 2.12 走行位置 4 つのエリア別，自転車走行数及び平均走行速度 

 
 

エリア B（3.2 m/s）とエリア C（3.2 m/s），エリア B（3.2 m/s）とエリア C（3.2 m/s），

エリア C（3.2 m/s）とエリア D（3.1 m/s）間には有意差は示されなかった（図 2.24）．エ

リア A は自転車数が少数であったため統計検定対象外とした． 

 

 

図 2. 24 エリア別，自転車平均走行速度の比較 

 

Average SD

Area A 12 4.8 2.4 1.5

Area B 23 9.2 3.2 0.8

Area C 105 42.0 3.2 0.9

Area D 110 44.0 3.1 0.9

Total 250 100.0 3.1 1.0

Entry
area

Number
Component

ratio (%)

Velocity (m/s)

A
ve

ra
ge

 v
el

oc
it

y 
(m

/s
)

2.4

3.2 3.2 3.1

(n=12)               (n=23)              (n=105)             (n=110)
Area A Area B              Area C              Area D

NS

NS

NS: not significant

0

1

2

3

4

5

6

NS
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自転車の進行方向と走行エリアとの関係を分析したところ，走行台数が最も多かった

エリア D では，56 台の自転車が左折し，53 台の自転車が直進した（図 2.25）．エリア C

を走行する自転車のほとんどは直進（104 台）し，左折した自転車は 1 台であった．エ

リア B では全自転車（23 台）が直進（23 台）であった．エリア A では 7 台が直進し，

5 台が右折した．この結果から，交差点で左折する自転車の多くはエリア D を走行し，

交差点を直進する場合はエリア C を走行する自転車が最も多いことが判明した． 

 

 
図 2. 25 走行エリアと進行方向別，自転車走行数及び平均走行速度 

 

2.4.3 考察 

本調査では，M 市において自転車事故が多発する交差点を選定したが，自転車事故発

生の要因の 1 つに，交差点での視界が関係していると考えられる．本調査で対象とした

交差点角には，箱型の建物（図 2.26 (a)）が存在した．図 2.26 (b)は交差点の鳥瞰図を示

す．図 2.26 (c)は，南から交差点方向に接近走行する自転車乗員の視界を示す．このよ

うな状況の場合，自転車乗員は交差点角の視界が建物で遮られているため，交差点で交

差している東西道路で左方向から接近する車両は全く見えない．その一方で，車の運転

者は，西から東方向に見た交差点の視界（車両）を図 2. 26 (d)に示す通り，同建物によ

り視界が遮られているため，南北道路で南から交差点に接近する自転車は一切見えない．

自転車事故に至る理由の 1 つとして，本調査で判明した，区市町村道といった生活道路

に存在する建物の影などのように，車の運転者の視界が障害物により遮られていること

が考えられる．また，この結果は，松井らの研究[19]で示された，乗用車と自転車との

最も危険な状況と同じ傾向を示す．松井らの研究では，東京都のタクシーに設置された

ドライブレコーダーから取得されたデータを使用し，乗用車と自転車とのニアミス（実

際に事故には至らなかったが，極めて危険な状況）の事例を調査した結果，乗用車と自

転車との最も危険な状況は，自転車が建物の影から飛び出すケースであった． 
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(a) 交差点角の箱型建物 

 

(b) 交差点鳥瞰図 

 

 

(c) 南（自転車乗員）から見た交差点（View A） 

（図 2.26 交差点の様子） 
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(d) 西（車運転者）から見た交差点（View B） 

図 2.26 交差点の様子 

 

本調査で対象にした交差点では，南から北方向に交差点に進入する（自転車を含む）

車両に対して，一時停止の「止まれ」の標識（図 2.21）が設置されている．一時停止の

道路標識により一時停止が指定されている場合，道路標識等による停止線の直前（停止

線がない場合は，交差点の直前）で一時停止の義務があり，交差道路を通行する車両な

どの進行妨害の禁止が道路交通法（第 43 条）により定められている．従って，調査対

象とした交差点に自転車が進入する場合，自転車乗員は交差点手前で一時停止し，安全

確認をする必要がある．しかし，交差点手前で車の接近音の有無で横断可能と予測し，

自転車乗員の多くが，一時停止及び安全確認の必要性を感じていないと考えられる．近

年日本では，ガソリン車に比べてエンジン音が静かな，電気自動車やハイブリッド車の

保有台数が増加傾向にある[20]．生活道路のような比較的狭い道路を電気自動車やハイ

ブリッド車が低速度で走行する場合，車の走行音は静音になる．その場合，自転車乗員

は車の接近を音で判断することは困難な状況になり，自転車乗員と車が衝突する危険性

が高くなることが危惧される． 

本調査を実施した平日朝 7 時 10 分から 8 時 10 分までの 60 分間において，分析が可

能な自転車は合計 250 台（人）であった．その一方で，同時間帯に交差点を通過した自

動車は 15 台であった．このような状況から，多くの自転車乗員は，交差点進入時に遭

遇する自動車は存在しないと予測し，一時停止及び安全確認の必要性を感じていないと

も考えられる．本調査では，自転車乗員の行動のみを調査対象としたが，今後，同じ環

境下における自転車と車の走行関係について調査する必要がある． 

本調査では，交差点における自転車乗員の行動特性について，南北道路の自転車の走

行状況を調査した．図 2.27 (a) は，北から南方向に交差点を見た景色を示す．南北道路

は一方通行のため，車は JR の駅のある北から交差点を通過して南方向へ走行可能であ

る．従って，車の運転者が交差点進入時に安全確認できるように，交差点角にはカーブ

ミラーが設置されている．図 2.27 (b) は南から北方向に交差点を見た景色を示す．交差
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点先の南北道路は一方通行のため，車の進入禁止の標識が設置されていた．本調査では，

南から北方向へ交差点に進入する自転車に着目し調査を実施した．調査対象となった自

転車乗員から交差点を見た景色が図 2.27 (b) である．自転車及び歩行者のみが南から北

方向へ交差点に進入可能であるが，その自転車乗員や歩行者が交差点進入時に安全確認

できるカーブミラーは設置されていない．本調査を実施した平日朝の通勤・通学時間帯

では，多数の自転車が南から北方向へ交差点を通過した（1 時間で 250 台）．視界の悪

い交差点では，自転車乗員が交差点進入時に安全確認ができるように，カーブミラーを

設置するなどして，交差点に接近する車の存在を自転車乗員に気付かせることが重要と

考える．例えば，米国では車車間通信や歩車間通信が開発途上にある[21]．自転車対車

の通信技術が開発され，そうした最新の技術が日本の住宅街でも利用可能になることが

望まれる． 

 

 
(a) 北から南方向に見る交差点に設置のカーブミラー 

 

(b) 南から北方向に見る交差点に設置の標識 

図 2.27 交差点角のカーブミラー及び標識 
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前項 2.3 の解析結果より，自転車事故の発生頻度が高い場所として，道路種別では区

市町村道（61.6%）が多く（図 2.16），道路形状別では交差点（57.6%）であることが示

された（図 2.17）．それらの結果を考慮し，本項の自転車走行状況調査では，信号機の

設置が無く，道路幅がそれ程広くない生活道路の交差点を調査対象とした．自転車事故

を減少させるためには，今回調査対象とは異なる道路環境，例えば，信号機が設置され

た交差点，単路などを対象にした自転車乗員の行動特性についても，さらに調査する必

要がある． 

本研究では，(1) 自転車利用者アンケート調査，（2）自転車交通事故の詳細な分析，

（3）交差点での自転車走行状況調査，以上の 3 つのアプローチから，自転車事故発生

の要因を明確にした．本調査結果は，自転車乗員の安全保護のための新しい技術開発（自

転車乗員及び車の運転者への警報装置，両者間のワイヤレス通信システム，自転車検知

システム，衝突被害軽減システムを搭載した最新の車両など[22]）への寄与が大いに期

待される．自転車乗員を対象とした新しい警報装置が開発されることで，本調査の結果

で示された障害物で視界が遮られている交差点において，接近車両の存在に対して自転

車乗員は事前の認知が可能になる．また，車の運転者への警報装置が自転車検知可能な

システムとして開発されることで，車と自転車の衝突事故を避けることができる．実際，

自転車乗員と車の運転者間のワイヤレス通信システムについては，現在，開発途上であ

る[23]．また，歩行者検知用のセンサーを使用した衝突被害軽減システムを搭載した最

新の車の場合，歩行者との衝突速度を減少させるようにブレーキが作動する．歩行者検

知システムを搭載した車は，既に世界的に生産・販売がされている[24]．将来，自転車

乗員保護のための自転車検知システムや自転車衝突被害軽減システムが開発され，その

ような新システムを搭載した車により，自転車乗員と車との衝突の減少が大いに期待さ

れる． 

交差点を通過した自転車 250 台について，交差点進入時の走行速度を解析した結果，

平均走行速度は 3.1 m/s であり，最速走行速度は 6.1 m/s であった．前項 2.3 の結果にお

いて，M 市で発生した自転車事故の場合，自転車乗員の第 1 当事者では，年齢帯 10 歳

代（20.3%）と 20 歳代（29.0%）が他の年齢帯より構成率が高かった（表 2.2）．第 2 当

事者では，10 歳代が 17.4%, 20 歳代が 16.4%, 30 歳代が 14.6%, 40 歳代が 17.8%, 50 歳代

が 14.6%，60 歳代が 11.0%という構成率であった（表 2.2）．東京都では，小学校及び中

学校において自転車安全講習が実施されているが，高校，大学などではそれほど積極的

には実施されていない．日本において車の運転免許は 18 歳以上が取得可能であり，免

許取得の際に車の安全運転講習を受講する，しかし，自転車は免許が不要であるため，

自転車の利用者は各自治体が中心となり実施されているような安全講習会への参加は

義務付けられていない．自転車事故を減少させるためには，さまざまな年齢を対象に，

自転車安全講習会などによる正しい自転車交通ルールを習得するための教育や自転車

事故の危険性を習得するための啓蒙活動が重要と考える． 
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自転車に搭載されているモーターによりペダル操作の負担が軽減される電動アシス

ト自転車は，一般的な（電気のアシストのない）自転車に比べて市場価格は高額である

が，販売は増加傾向にある[2]．電動アシスト自転車は，道路交通法施行規則（第三十九

条の三）において，「人の力を補うため原動機を用いる自転車」あるいは「駆動補助付

自転車」と呼称されている．電動アシスト自転車は，急な坂道や重い荷物を載せて走行

するような場合，ペダル操作が軽いため，自転車走行が容易になる．例えば，低年齢の

子供を持つ母親の場合，子供を自転車に同乗させるため，電動アシスト自転車を利用す

る人が多い．しかし，電気がペダル操作をアシストするため，同じ力でペダルを操作し

た場合，電気のアシストのない自転車に比べて，電動アシスト自転車の方が走行速度は

速い．子供を同乗させた自転車乗員が高速度で走行し，衝突事故を起こした場合，自転

車運転者だけでなく同乗の子供も重傷を負う危険性がある．また，衝突相手が高齢歩行

者の場合，自転車運転者が第 1 当事者と判断される可能性は高い．日本では，高齢者向

け電動アシスト自転車も販売されている．自転車乗員の死亡事故では，2016 年では 65

歳以上が 67%を占めていた[4]．半田らは，高齢自転車乗員と若年自転車乗員を対象に，

年齢の違いによる行動特性の比較について，シミュレーション実験を実施している．そ

の結果では，高齢自転車乗員は，若年自転車乗員よりも事故に至る頻度が高いことを示

している[25]．その要因として，自転車走行中における，高齢自転車乗員の認知・判断

は，若年自転車乗員と異なることが挙げられた．松井らの研究においても，同様に，高

齢歩行者の認知・判断が若年歩行者と異なる結果が示された[26]．今後，高齢者による

電動アシスト自転車の走行数が増加した場合，その運転者である高齢者が関与する事故

が増加し，傷害の程度も重傷度が高くなることが懸念される．電動アシスト自転車の乗

員は，年齢や性別に関係なく，衝突時の外傷を軽減させるための保護対策が必要と考え

る． 

 

 

2.5 結言 

本調査では，都市部における特定のエリアに焦点をあて，自転車乗員の行動・意識等

を把握し，自転車事故の特徴を分析した上で，自転車走行状況の実態を調査することで，

自転車事故発生要因を明確にし，事故発生に至る環境的・人為的要因を解明することを

目的とした． 

自転車利用者を対象としたアンケート調査の結果により，自転車の利用者数が多い時

間帯は「5:00‒10:00」及び「15:00‒18:00」であった．車道を自転車で走行中，「車に追い

越される」ときに危険を感じると回答した人が多く，歩道を自転車で走行中，「歩道が

狭いとき」危険を感じるという回答が多かった．他者が自転車で走行しているのを見て

危険に感じる自転車の行動として，「携帯電話使用」，「夜間無灯火」，「信号無視」を選
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択した回答者が多かった．普段の走行帯としては，「歩道」が最も多かった．しかし，

自転車で車道を通行するときは「左側」の回答が 86.8%であり，夜間点灯については「必

ず点灯させる」が 93.6%であった．電動アシスト自転車の利用については，「利用して

いない（今後も利用は考えていない）」が 53.8%で最も多かったが，「利用していない（興

味あり，利用してみたい）」（32.6 %），「利用している」（13.6%）を合算すると 46.2%に

なり，今後，増加する可能性が示唆された． 

自転車交通事故を詳細に分析した結果から，自転車事故の発生した時間帯は，午前 8

時台（13.2%）が最も多く，続いて午前 9 時台（10.0%），午後 5 時台（10.0%）の順であ

った．これらの時間帯は，アンケート調査結果で，自転車の利用者数が多い時間帯と重

複している．区市町村道の交差点での事故発生が多く，衝突形態としては出会い頭

（52.0%）の事故が最も多かった．自転車事故の当事者種別による解析では，自転車事

故の 60.0%が自転車と車との事故であり，その事故では車の運転者が第 1 当事者であっ

た．さらに，自転車事故の 27.6%は自転車と自転車との事故であった．自転車乗員の当

事者種別の 2 群について，年齢帯別に構成率の比較したところ，20–29 歳の第 1 当事者

（29.0%）は同年齢帯の第 2 当事者（16.4%）より有意（p = 0.022）に多かった．また，

40–49 歳の第 2 当事者（17.8%）は同年齢帯の第 1 当事者（5.8%）より有意（p = 0.015）

に多かった．第 1 当事者の男性と女性の構成率を比較したところ，男性（32.3%）は女

性（16.8%）より有意（p = 0.002）に多かった．事故が発生した道路形状では，第 1 当

事者の単路（37.6%）は，交差点（16.1%）より有意（p < 0.001）に多かった．交差点で

の事故を対象に，交差点での死角有りと死角無しで分類し，さらに男女別に比較したと

ころ，女性第 1 当事者の場合，死角なし（26.8%）の方が死角あり（2.0%）より有意に

多かった（p < 0.001）． 

交差点での自転車走行状況調査では，自転車事故が多発する交差点の中から 1 箇所，

信号機のない交差点を選定し，ビデオカメラ撮影により，朝の通勤時間帯に交差点を通

行する自転車乗員の行動特性を調査した．交差点進入時の平均走行速度は，男性が 3.2 

m/s で，女性は 2.9 m/s であり，男性の方が女性より平均走行速度が速かった（p=0.058）．

調査対象すべての自転車の平均走行速度は 3.1 m/s であった．道路環境要因として，「障

害物（交差点の角の建物等）による死角の存在」，「交差点での車との出会い頭事故」，

生活道路など車の走行が少ない「区市町村道での交差道路を行き交う自転車や車の存

在」，人為的要因として，自転車乗員による「安全確認せずに交差点へ進入」，「交差点

進入時の自転車の走行速度」，「自転車乗員の法令違反」など，これら複数の要因が重複

したタイミングに自転車事故が発生すると予測された． 
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第３章 

自転車事故の頭部外傷の実態調査 
 

 

3.1 諸言 

本研究では，日本で発生した自転車の交通事故データ（警察庁）及び救命救急センタ

ーに搬送された患者データ（医療機関）を基に，警察庁及び医療機関の両者から自転車

事故の実態について調査した． 

自転車の交通事故データは，公益財団法人交通事故総合分析センター（以下，ITARDA）

が所有する ITARDA データベースから抽出されたものである．ITARDA は，1992 年に

警察庁，運輸省（当時），建設省（当時）から認可を得て，日本の公益法人として設立

された機関であり，警察庁交通局からの資料に基づき，日本の全交通事故に関係するデ

ータベースを保持している[6]．本研究で解析した項目はすべて，ITARDA データベース

に基づく．自転車事故において，自転車の衝突相手当事者の多くは車である[27][28]．そ

の中でも，乗用車が多いという報告がある[27]．自転車事故における相手当事者は 8 割

以上が車であり，自転車対車の衝突事故の場合，死傷者は 99.8%が自転車乗員であった

という報告もある[29]．第 2 章の自転車交通事故を詳細に分析した結果では，自転車事

故の 60.0%が自転車と車との事故であり，その事故では車の運転者が第 1 当事者であっ

た．さらに，第 2 章の結果では，交差点での出会い頭（52.0%）の自転車事故が最も多

いことが示された．そこで，本調査では，自転車対車の出会い頭事故に着目し，最初に，

ITARDA の交通事故データを使用し，車との衝突による自転車乗員の外傷の特性を身体

部位別に整理し，頭部外傷の特性を明確にした．衝突相手の車種と衝突部位を限定し，

自転車乗員の年齢帯を分類することで，衝突相手である車と自転車乗員の年齢や外傷の

関係を明確にすることを目的とした． 

日本の自転車乗員の死亡者では，65 歳以上の占める割合が多い状況にある[4]．そこ

で，ITARDA の交通事故データを使用し，自転車乗員の傷害程度，法令違反，道路環境

的要因，さらには，重傷・死亡に至った頭部外傷の起因となった加害種別（路面，車）

という視点から，自転車乗員の年齢帯別に解析を行った．自転車乗員の年齢帯において，

60 歳以上を 3 つの年齢帯に分類し，青壮年の年齢帯と比較することで，高齢自転車乗

員の交通事故様態を明確にすることを目的とした． 

さらに，獨協医大越谷病院 救命救急センターに搬送された患者データを使用し，自

転車乗員の頭部外傷について詳細な解析を行った．獨協医大救急医療センターは埼玉県

越谷市にある 6 つの救急医療センターの 1 つで，埼玉東地区の人口約 170 万人を管轄し
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ている．救命救急センターに搬送された交通事故による自転車乗員患者を対象とし，頭

部外傷について種類別に調査した．さらに，自転車乗員患者の重軽傷者において，解析

可能な頭部外傷を有した患者を対象に，意識障害の状況を評価し，意識障害と頭部骨折，

脳傷害との関係を調査した．本調査の解析により，自転車乗員の頭部外傷の特性を明確

にすることを目的とした． 

 

 

3.2 車との衝突による自転車乗員の外傷 

本解析では，異なるタイプの車との衝突による自転車乗員の傷害について，自転車乗

員の年齢，傷害程度，損傷程度が最も重い身体の部位（損傷主部位と呼称）などに焦点

をあて，自転車乗員の外傷の特性を調査した．特に，死亡に至る危険要因である頭部外

傷に着目し，自転車用ヘルメットの着用有無による，自転車乗員の年齢帯と頭部外傷の

関係を調査した．本解析では，衝突相手である車と自転車乗員の年齢や外傷の関係を明

確にすることを目的とした． 

 

3.2.1 解析方法 

本解析では，2004 年～2013 年（10 年間）の自転車と車との衝突の事故データを使用

し，解析を行った．自転車の衝突相手の車種は，乗用車タイプのセダン，ミニバン，軽

乗用車，そして貨物車タイプのワンボックス車，軽貨物車，以上の 5 車種とした（図

3.1）．セダン，ミニバン，軽乗用車はボンネットを有する車両である．通常，ミニバン

はセダンに比べて車体のルーフが高く，ボンネットの長さは短い．ワンボックス車はボ

ンネットがなく，エンジンが前席床下に配置されている．日本では，セダン，ミニバン，

ワンボックス車は，排気量が 660 cc（6.6  10−4 m3）超である．軽乗用車及び軽貨物車

は，排気量が 660 cc（6.6  10−4 m3）以下であり，日本特有の車種である．本調査では，

出会い頭事故に着目し，各車種の車体の前面部（正面，前右角，前左角）と衝突した自

転車の事故データを解析対象とした．出会い頭事故とは，異なった方向から進入してき

た車両（自転車も含む）が交差する時に衝突する事故のことである．そのような衝突形

態においては，自転車は車体の前面部に衝突する事例が多いと予測される．さらに，車

両の前端部の形状は，自転車乗員の外傷へ影響するという報告[30]を考慮し，車体の前

面部に限定した．従って，車体の側面部や後面部と衝突した自転車の事故データは解析

対象に含まれていない．2004 年～2013 年において日本の自転車乗員死亡者は 7,123 人

であり[4]，そのうち 5 車種の前面部との衝突による死亡者は 43.6%（3,103 人）に相当

する． 
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（a）セダン                (b）ミニバン             （c）軽乗用車 

 

 
        （e）ワンボックス車              (f）軽貨物車 

図 3.1 対象車種 

 

自転車乗員について，年齢帯を 0–12 歳，13–64 歳，65–74 歳，75 歳以上の 4 つのグ

ループに分類した．65 歳以上については，日本の健康保険制度に従い，65–74 歳，75 歳

以上の 2 つのグループに分類した．自転車乗員の傷害程度は，ITARDA のデータベース

に従い，軽傷，重傷，死亡に分類した[4]．軽傷とは，交通事故によって負傷し，１箇月

（30 日）未満の治療を要する場合である．重傷とは，交通事故によって負傷し，１箇月

（30 日）以上の治療を要する場合である．死亡とは，交通事故によって，発生から 24 

時間以内に亡くなった場合である．これら交通事故による負傷程度及び死亡の判断は，

医師の診断，または検案等に基づく．年齢帯別の重傷率及び死亡率は，式 3.1 及び式 3.2

より，5 車種別に算出した． 

 

 式 3.1 

 式 3.2 

 

自転車乗員の傷害を負った身体の部位について，損傷主部位別に調査した．損傷主部

位とは，損傷程度が最も重い部位であり，死亡の場合は致命傷の部位となる．損傷主部

重傷率 (%) = 
重傷者数 (人)

(軽傷者数 + 重傷者数) (人)
100

死亡率 (%) = 
死亡者数 (人)

（軽傷者数 + 重傷者数 + 死亡者数) (人)
100



- 50 - 

 

位は，医師の診断または検案に基づいて決められる．本調査では，ITARDA データベー

スに従い，損傷主部位を「頭部，頸部，胸部，腹部，腰部，上肢，下肢，その他部位」

に分類した．さらに，頭部外傷は重症化の危険因子になる可能性があることから[31][32]，

頭部外傷の状態について，ITARDA データベースに従い，頭蓋骨骨折，脳傷害その他，

の 2 つに分類した．Bambach らは，自転車乗員の頭部外傷（頭蓋骨骨折）に対して，自

転車用ヘルメット（以下，ヘルメット）の有効性を示している[33]．そこで，主損傷部

位の頭部外傷を対象に，ヘルメットの着用有無や頭部外傷とヘルメットの関係を調査し

た． 

本調査では，年齢帯による外傷の違いを明確にするため，重傷（表 3.2）及び死亡（表

3.3）での各損傷主部位の構成率，ヘルメット着用有無別の頭部外傷（重傷，死亡）の構

成率（表 3.4），「ヘルメット着用なし」の頭部主損傷の構成率（表 3.5）について， 13–

64 歳とそれ以外の各年齢帯での 2 群の母比率の差の検定（両側検定）を行い，その 2 群

の有意差有無を調査した．統計モデルについて，統計値 Z は正規分布に従い，第 2 章で

使用した式 2.3 で求めた．ここで，解析対象項目において各年齢帯の人数が 10 人未満

の場合には，検定解析より除外した．また，表 3.2 及び表 3.3 における損傷主部位「そ

の他（Others）」，表 3.4 における自転車用ヘルメット着用「不明（Unknown）」は検定解

析の対象外とした． 

 

3.2.2 年齢帯別外傷の特性 

2004 年～2013 年（10 年間）において，5 車種との衝突により外傷を負った自転車乗

員について，年齢帯別にまとめた結果を表 3.1 に示す．自転車乗員の死傷者数は 912,728

人で，13–64 歳（74.2%）が最も多く，続いて 65‒74 歳（10.1%），0‒12 歳（9.7%），75

歳以上（6.1%）の順であった．912,728 人のうち，男性は 49.8%，女性は 50.2%であっ

た．男性では，0‒12 歳（73.8%）が，女性では 65‒74 歳（59.3%）が最も多かった．各年

齢帯での 5 車種を比較すると，セダンが他の車種に比べて多かった．セダンの構成率は，

0‒12 歳が 48.2%，13‒64 歳が 54.2%，65‒74 歳が 50.3%，75 歳以上が 46.1%であった.傷

害程度別では，軽傷が 92.8%（846,402 人），重傷が 6.9%（63,223 人），死亡が 0.3%（3103

人）であった．軽傷では 13‒64 歳（94.6%）が最も多く，重傷（18.5%）及び死亡（2.4%）

では 75 歳以上が最も多かった．年齢帯別に重傷率及び死亡率を算出した結果，重傷率・

死亡率ともに，65‒74 歳，75 歳以上が 0‒12 歳，13‒64 歳より高い割合であった．重傷

率は 65‒74 歳が 13.0%，75 歳以上が 19.0%であり，死亡率は 65‒74 歳が 0.9%，75 歳以

上が 2.4%であった．死亡率は，年齢帯が高齢になるほど増加し，0‒12 歳が 0.1%，13‒

64 歳が 0.1%，65‒74 歳が 0.9%，75 歳以上が 2.4%であった．軽傷，重傷，死亡を合算し

た損傷主部位では，いずれの年齢帯においても，最も多い損傷は下肢であった．下肢の

構成率は，0‒12 歳が 48.3%，13‒64 歳が 46.1%，65‒74 歳が 38.5%，75 歳以上が 34.8%

であった．2 番目に多い損傷主部位は，0‒12 歳（18.1%）及び 75 歳以上（19.6%）が頭
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部で，13‒64 歳（16.9%）及び 65‒74 歳（15.4%）は上肢であった．頭部外傷を負った自

転車乗員を対象に，ヘルメット着用率を調査した．その結果，頭部外傷を負った自転車

乗員（104,546 人）のうち，「ヘルメット着用なし」が 92.5%，「ヘルメット着用あり」が

6.7%，ヘルメット着用不明が 0.8%であった．「ヘルメット着用なし」の頭部外傷の構成

率について，年齢帯別に比較すると，年齢が高くなるほど構成率の増加を示した．0‒12

歳が 83.4%，13‒64 歳が 93.3%，65‒74 歳が 96.5%，75 歳以上が 96.7%であった．頭部外

傷における頭部主損傷の解析では，頭部外傷を負った自転車乗員（104,546 人）のうち，

7.2%が頭蓋骨骨折で，92.8%が脳損傷その他であった．頭蓋骨骨折の構成率は， 0‒12 歳

が 6.6%，13‒64 歳が 6.4%に対して，65‒74 歳は 8.8%，75 歳以上は 11.1%であった． 

 

表 3.1 5 車種との衝突による自転車乗員の年齢帯別外傷の特性（2004 年～2013 年） 

 

 

 

 

n (%) n (%) n (%) n (%) n (%)

N (%) 88,420 (9.7) 677,196 (74.2) 91,822 (10.1) 55,290 (6.1) 912,728 (100.0)

Gender

Male 65,273 73.8 321,962 47.5 37,336 40.7 30,006 54.3 454,577 49.8

Femal 23,147 26.2 355,234 52.5 54,486 59.3 25,284 45.7 458,151 50.2

Vehicle type
Sedan 42,627 48.2 367349 54.2 46,219 50.3 25,490 46.1 481,685 52.8

Mini van 10,660 12.1 77,640 11.5 10,241 11.2 5,934 10.7 104,475 11.4

  Box van 2,207 2.5 17,515 2.6 2,451 2.7 1,313 2.4 23,486 2.6

LPC 
a 22,301 25.2 149,157 22.0 22,252 24.2 15,174 27.4 208,884 22.9

LCV
 b 10,625 12.0 65,535 9.7 10,659 11.6 7,379 13.3 94,198 10.3

Injury level

Minor injury 82,924 93.8 640,593 94.6 79,158 86.2 43,727 79.1 846,402 92.8

Serious injury 5,439 6.2 35,691 5.3 11,858 12.9 10,235 18.5 63,223 6.9

Fatality 57 0.1 912 0.1 806 0.9 1,328 2.4 3,103 0.3

Risk of serious injury and fatality

Serious injury risk 6.2 5.3 13.0 19.0 7.0

Fatality risk 0.1 0.1 0.9 2.4 0.3

Main body region injured 
Head 16,015 18.1 65,358 9.7 12,358 13.5 10,815 19.6 104,546 11.5

Neck 4,176 4.7 73,343 10.8 7,639 8.3 3,352 6.1 88,510 9.7

Chest 3,596 4.1 31,441 4.6 8,321 9.1 5,469 9.9 48,827 5.3

Abdomen 1,827 2.1 5,794 0.9 820 0.9 494 0.9 8,935 1.0

Hip 3,695 4.2 68,479 10.1 12,176 13.3 7,022 12.7 91,372 10.0

Upper extremity 15,663 17.7 114,527 16.9 14,133 15.4 8,227 14.9 152,550 16.7

Lower extremity 42,747 48.3 312,400 46.1 35,397 38.5 19,238 34.8 409,782 44.9

Others 701 0.8 5,854 0.9 978 1.1 673 1.2 8,206 0.9

Bicycle helmet in head injury
No helmet 13,352 83.4 60,973 93.3 11,928 96.5 10,459 96.7 96,712 92.5

With a helmet 2,506 15.6 3,887 5.9 360 2.9 273 2.5 7,026 6.7

Unknown 157 1.0 498 0.8 70 0.6 83 0.8 808 0.8

Type of head injury of main body regions
Skull fracture 1,053 6.6 4,166 6.4 1,092 8.8 1,201 11.1 7,512 7.2

Brain and other injuries 14,962 93.4 61,192 93.6 11,266 91.2 9,614 88.9 97,034 92.8
a
 LPC is a light passenger car.

b
 LCV is a light cargo van.

Age group of cyclists

0–12 13–64 65–74 75+ Total
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3.2.3 重傷の場合の損傷主部位 

重傷の自転車乗員の損傷主部位について，衝突相手の 5 車種別，年齢帯別にまとめた

結果を表 3.2 に示す．13‒64 歳と他の年齢帯との構成率の差について，統計検定により

比較した．13‒64 歳はいずれの車種についても構成率が最も高い年齢帯であった．セダ

ンが 58.9%，ミニバンが 59.2%，ワンボックス車が 59.1%，軽乗用車が 53.2%，軽貨物

車が 50.4%であった．重傷の場合，セダンとミニバンとの衝突において，いずれの年齢

帯においても下肢が最も多かった．軽乗用車と軽貨物車では，13‒64 歳，65‒74 歳，75

歳以上は下肢が最も多く，0‒12 歳は上肢が最も多かった．ワンボックス車では，いずれ

の年齢帯においても，頭部が最も多かった． 

セダンとの衝突において，13‒64 歳と他の年齢帯の構成率を統計的検定で比較した結

果，頭部の 0‒12 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001），胸部の 65‒74 歳（p = 0.036），

腰部の 65‒74 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001），上肢の 0‒12 歳（p < 0.001），

下肢の 65‒74 歳（p = 0.019）及び 75 歳以上（p = 0.014）の方が，13‒64 歳より有意に高

かった．また，頸部の 0‒12 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p = 0.006），胸部の 0‒12 歳

（p < 0.001），腰部の 0‒12 歳（p < 0.001），上肢の 65‒74 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上

（p < 0.001）の構成率の方が，13‒64 歳より有意に低かった． 

ミニバンとの衝突では，頭部の 0‒12 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001），腹部

の 0‒12 歳（p = 0.002），腰部の 65‒74 歳（p = 0.030）及び 75 歳以上（p = 0.003），上肢

の 0‒12 歳（p = 0.010），下肢の 75 歳以上（p = 0.031）の構成率の方が，13‒64 歳より有

意に高かった．また，頸部の 65‒74 歳（p < 0.001），腰部の 0‒12 歳（p < 0.001），上肢の

65‒74 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001）の構成率の方が，13‒64 歳より有意に

低かった． 

ワンボックス車との衝突では，頭部の 0‒12 歳（p < 0.001）の構成率の方が，13‒64 歳

より有意に高かった．また，上肢の 75 歳以上（p < 0.001）の構成率の方が，13‒64 歳よ

り有意に低かった． 

軽乗用車との衝突では，頭部の 0‒12 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001），腰部

の 65‒74 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001），上肢の 0‒12 歳（p < 0.001），下肢

の 65‒74 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001）の構成率の方が，13‒64 歳より有意

に高かった．また，頸部の 0‒12 歳（p = 0.008）及び 75 歳以上（p = 0.029），腰部の 0‒

12 歳（p < 0.001），上肢の 65‒74 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001）の構成率の

方が，13‒64 歳より有意に低かった． 

軽貨物車との衝突では，頭部の 0‒12 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001），腹部

の 0‒12 歳（p < 0.001），腰部の 65‒74 歳（p = 0.014）及び 75 歳以上（p = 0.002），上肢

の 0‒12 歳（p < 0.001）の構成率の方が，13‒64 歳より有意に高かった．また，頸部の 0‒

12 歳（p = 0.020）及び 65‒74 歳（p = 0.005），胸部の 0‒12 歳（p = 0.006），腰部の 0‒12

歳（p < 0.001），上肢の 65‒74 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001），下肢の 0‒12 歳
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（p = 0.023）の構成率の方が，13‒64 歳より有意に低かった． 

 

表 3.2 重傷自転車乗員の損傷主部位について 13–65 歳とその他の年齢帯との比較（5

車種別） 

 
 

3.2.4 死亡の場合の損傷主部位 

死亡した自転車乗員の損傷主部位について，衝突相手の 5 車種別，年齢帯別にまとめ

た結果を表 3.3 に示す．13‒64 歳と他の年齢帯との構成率の差について，統計的検定を

用いて比較した．75 歳以上は，セダン（39.1%），ワンボックス車（42.6%），軽乗用車

（47.3%），軽貨物車（51.4%）において，他の年齢帯に比べて構成率が最も高かった．

A% – B% p -Value C% – B% p -Value D% – B% p -Value

Sedan

N (%) 2,256 (7.5) 17,718 (58.9) 5,621 (18.7) 4,480 (14.9) 30,075 (100.0)

Head 18.6 13.9 13.3 17.8 14.7 4.7 <0.001** -0.6 0.259 3.9 <0.001**

Neck 0.9 3.1 2.7 2.3 2.8 -2.2 <0.001** -0.4 0.107 -0.8 0.006**

Chest 10.4 12.9 14.0 13.8 13.1 -2.5 <0.001** 1.1 0.036* 0.9 0.095

Abdomen 1.2 0.9 1.0 0.9 1.0 0.3 0.174 0.1 0.475 0.0 0.975

Hip 2.0 8.6 12.0 11.6 9.2 -6.6 <0.001** 3.3 <0.001** 3.0 <0.001**

Upper extremity 26.2 20.3 15.2 11.2 18.4 5.9 <0.001** -5.1 <0.001** -9.1 <0.001**

Lower extremity 40.1 39.0 40.8 41.0 39.7 1.0 0.347 1.7 0.019* 2.0 0.014*

Others 0.5 1.2 1.0 1.2 1.1 – – –

Mini van

N (%) 723 (9.5) 4,506 (59.2) 1,268 (16.7) 1,111 (14.6) 7,608 (100.0)

Head 22.4 16.6 17.1 20.8 17.9 5.8 <0.001** 0.5 0.693 4.1 <0.001**

Neck 1.9 3.2 1.5 2.5 2.7 -1.2 0.070 -1.7 <0.001** -0.7 0.256

Chest 11.1 13.4 14.7 14.5 13.6 -2.3 0.086 1.4 0.211 1.1 0.334

Abdomen 2.4 1.0 1.7 0.7 1.2 1.3 0.002** 0.6 0.062 -0.3 n/a

Hip 2.2 9.8 11.9 12.9 9.9 -7.6 <0.001** 2.1 0.030* 3.1 0.003**

Upper extremity 25.6 21.3 15.6 11.0 19.3 4.3 0.010** -5.7 <0.001** -10.3 <0.001**

Lower extremity 34.0 33.6 36.4 37.0 34.6 0.5 0.804 2.8 0.063 3.4 0.031*

Others 0.4 1.1 1.1 0.6 1.0 – – –

Box van

N (%) 167 (9.7) 1,017 (59.1) 286 (16.6) 252 (14.6) 1,722 (100.0)

Head 44.3 28.5 30.4 32.1 30.9 15.8 <0.001** 1.9 0.530 3.6 0.257
  Neck 1.2 2.7 0.7 2.0 2.1 -1.5 n/a -2.0 n/a -0.7 n/a

Chest 3.6 13.6 15.4 17.1 13.4 -10.0 n/a 1.8 0.434 3.5 0.156

Abdomen 0.6 1.0 1.0 1.6 1.0 -0.4 n/a 0.1 n/a 0.6 n/a

Hip 2.4 8.2 9.1 11.9 8.3 -5.8 n/a 0.9 0.616 3.7 0.062

Upper extremity 21.0 16.6 13.6 8.3 15.3 4.3 0.169 -3.0 0.224 -8.3 <0.001**

Lower extremity 26.9 28.0 29.0 27.0 27.9 -1.1 0.773 1.0 0.741 -1.0 0.742

Others 0.0 1.5 0.7 0.0 1.0 – – –

LPC 
a

N (%) 1,462 (9.2) 8,480 (53.2) 3,082 (19.3) 2,921 (18.3) 15,945 (100.0)

Head 23.2 18.2 17.2 23.0 19.3 5.0 <0.001** -0.9 0.248 4.8 <0.001**

Neck 1.8 3.1 2.5 2.3 2.7 -1.3 0.008** -0.6 0.069 -0.8 0.029*

Chest 14.6 15.9 15.2 14.5 15.4 -1.4 0.190 -0.8 0.316 -1.4 0.078

Abdomen 1.4 1.2 1.1 1.1 1.2 0.2 0.532 -0.1 0.556 -0.1 0.542

Hip 1.6 9.3 13.9 12.3 10.1 -7.7 <0.001** 4.6 <0.001** 3.0 <0.001**

Upper extremity 30.2 22.6 14.8 12.3 19.9 7.7 <0.001** -7.7 <0.001** -10.3 <0.001**

Lower extremity 26.6 28.1 33.5 33.3 30.0 -1.5 0.243 5.4 <0.001** 5.2 <0.001**

Others 0.5 1.6 1.8 1.1 1.5 – – –

LCV
 b

N (%) 831 (10.6) 3,970 (50.4) 1,601 (20.3) 1,471 (18.7) 7,873 (100.0)

Head 25.8 18.0 19.2 26.0 20.6 7.8 <0.001** 1.3 0.274 8.0 <0.001**

Neck 1.3 2.7 1.4 1.8 2.1 -1.4 0.020* -1.3 0.005** -0.9 0.069

Chest 10.1 13.6 14.6 13.5 13.4 -3.5 0.006** 1.0 0.335 -0.1 0.925

Abdomen 2.4 0.8 1.2 1.2 1.1 1.6 <0.001** 0.4 0.212 0.3 0.265

Hip 2.4 9.5 11.7 12.4 9.8 -7.1 <0.001** 2.2 0.014* 2.8 0.002**

Upper extremity 29.5 22.4 16.6 13.3 20.3 7.0 <0.001** -5.9 <0.001** -9.1 <0.001**

Lower extremity 27.4 31.4 33.7 30.8 31.4 -4.0 0.023* 2.3 0.097 -0.6 0.651

Others 1.1 1.4 1.5 1.0 1.3 – – –
a 
LPC is a light passenger car.

b 
LCV is a light cargo van.

*Significant at the 5% level, **Significant at the 1% level.

0–12 13–64 65–74 75+ Total 0–12 

n/N: A (%) n/N: B (%) n/N: C (%)

Vehicle
type

Main body
region injured

Age group of cyclists injured seriously (n=63,223) Significant difference between 13–64 and other age groups

65–74 75+

n/N: D (%) (%)
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ミニバンでは，13‒64 歳（35.1%）が最も多く，次いで 75 歳以上（34.4%）であった．

自転車乗員が死亡に至った損傷主部位では，いずれの年齢帯でも，5 車種すべてにおい

て，頭部の割合が高く，13‒64 歳とそれ以外の年齢帯との構成率の差には有意差がなか

った．13‒64 歳と他の年齢帯の構成率を統計検定で比較した結果，75 歳以上の腰部の構

成率の方が，セダン（p < 0.001），ミニバン（p < 0.001），軽乗用車（p < 0.001），軽貨物

車（p < 0.001）において，13‒64 歳より有意に高かった．同様に，65‒74 歳の腰部の構成

率の方が，軽乗用車（p = 0.006）及び軽貨物車（p = 0.040）において，13‒64 歳より有意

に高かった．75 歳以上の頸部の構成率は，セダン（p = 0.038），軽乗用車（p = 0.009）

との衝突において，13‒64 歳より有意に低かった．軽貨物車との衝突では，75 歳以上（p 

= 0.024）の胸部の構成率の方が，13‒64 歳より有意に低かった． 

 

3.2.5 頭部外傷とヘルメット着用の関係 

本調査では，表 3.1 に示す通り，いずれの年齢帯においてもセダンが最も人数が多か

ったことから，セダンとの衝突による重傷，死亡の頭部外傷を対象に，ヘルメット着用

との関係を解析した（表 3.4）．重傷の頭部外傷（4,423 人）において，「ヘルメット着用

なし」が 93.5%で，着用ありが 5.5%，着用不明が 1.0%であった．「ヘルメット着用なし」

の頭部外傷（重傷）について，年齢帯別の構成率を比較すると，年齢帯が高くなるほど

構成率が高かった．0‒12 歳が 83.6%，13‒64 歳が 94.2%，65‒74 歳が 96.7%，75 歳以上

が 96.6%であった．65‒74 歳（p = 0.008）及び 75 歳以上（p = 0.008）の構成率は，13–

64 歳と比較して，有意に高かった．その一方で，「ヘルメット着用なし」の頭部外傷（重

傷）では，0–12 歳の構成率は，13–64 歳と比較して有意に低かった（p < 0.001）． 

死亡の頭部外傷（692 人）において，「ヘルメット着用なし」は 97.2%で，着用ありが

2.3%，着用不明が 0.5%であった．「ヘルメット着用なし」の頭部外傷の構成率について，

重傷と死亡における年齢帯別構成率を比較すると，いずれの年齢帯においても，死亡の

構成率の方が重傷よりも高かった．0‒12 歳が 85.7%（死亡）対 83.6%（重傷）, 13–64 歳

が 97.1%（死亡） 対 94.2%（重傷），65‒74 歳は 97.8%（死亡）対 96.7%（重傷），75 歳

以上が 97.7%（死亡）対 96.6%（重傷）であった．つまり，いずれの年齢帯においても，

ヘルメットを着用して頭部外傷で死亡した自転車乗員の構成率は，ヘルメット着用して

頭部外傷で重傷に至った自転車乗員の構成率よりも低かった． 
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表 3.3 死亡自転車乗員の損傷主部位について 13–65 歳とその他の年齢帯との比較（5

車種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

A% – B% p -Value
 c C% – B% p -Value

 c D% – B% p -Value
 c

Sedan

N (%) 20 (1.6) 412 (34.6) 307 (25.3) 474 (39.1) 1,213 (100.0)

Head 35.0 58.5 58.6 55.7 57.0 -23.5 n/a 0.1 0.971 -2.8 0.401

Neck 20.0 8.0 7.2 4.6 6.7 12.0 n/a -0.8 0.674 -3.4 0.038*

Chest 20.0 13.6 15.6 12.0 13.6 6.4 n/a 2.0 0.441 -1.6 0.486

Abdomen 15.0 3.9 2.3 3.4 3.5 11.1 n/a -1.6 n/a -0.5 0.686

Hip 0.0 3.4 4.9 13.3 7.6 -3.4 n/a 1.5 0.316 9.9 <0.001**

Upper extremity 0.0 0.7 0.3 0.2 0.4 -0.7 n/a -0.4 n/a -0.5 n/a

Lower extremity 0.0 2.2 2.6 4.0 3.0 -2.2 n/a 0.4 n/a 1.8 0.122

Others 10.0 9.7 8.5 6.8 8.2 – – –

Mini van

N (%) 14 (3.3) 148 (35.1) 115 (27.3) 145 (34.4) 422 (100.0)

Head 50.0 58.8 61.7 55.9 58.3 -8.8 n/a 3.0 0.531 -2.9 0.581

Neck 14.3 5.4 3.5 3.4 4.5 8.9 n/a -1.9 n/a -2.0 n/a

Chest 7.1 18.2 14.8 13.1 15.2 -11.1 n/a -3.5 0.744 -5.1 0.882

Abdomen 14.3 4.7 4.3 4.1 4.7 9.6 n/a -0.4 n/a -0.6 n/a

Hip 0.0 3.4 4.3 11.0 6.2 -3.4 n/a 1.0 n/a 7.7 <0.001**

Upper extremity 0.0 0.0 0.0 0.7 0.2 0.0 n/a 0.0 n/a 0.7 0.962

Lower extremity 0.0 0.7 0.9 2.1 1.2 -0.7 n/a 0.2 n/a 1.4 0.934

Others 14.3 8.8 10.4 9.7 9.7 – – –

Box van

N (%) 6 (3.7) 46 (28.4) 41 (25.3) 69 (42.6) 162 (100.0)

Head 33.3 47.8 68.3 62.3 58.6 -14.5 n/a 20.5 0.223 14.5 0.550
  Neck 33.3 0.0 4.9 5.8 4.9 33.3 n/a 4.9 n/a 5.8 0.523

Chest 0.0 26.1 12.2 11.6 15.4 -26.1 n/a -13.9 n/a -14.5 0.651

Abdomen 16.7 8.7 0.0 2.9 4.3 8.0 n/a -8.7 n/a -5.8 0.690

Hip 0.0 10.9 4.9 2.9 5.6 -10.9 n/a -6.0 n/a -8.0 0.830

Upper extremity 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 n/a 0.0 n/a 0.0 0.477

Lower extremity 0.0 0.0 0.0 2.9 1.2 0.0 n/a 0.0 n/a 2.9 0.713

Others 16.7 6.5 9.8 11.6 9.9 – – –

LPC 
e

N (%) 8 (1.0) 187 (24.2) 212 (27.4) 366 (47.3) 773 (100.0)

Head 87.5 66.8 60.8 54.1 59.4 20.7 n/a -6.0 0.571 -12.7 0.217

Neck 0.0 5.9 5.7 3.6 4.7 -5.9 n/a -0.2 0.283 -2.3 0.009**

Chest 12.5 15.5 13.2 13.4 13.8 -3.0 n/a -2.3 0.894 -2.1 0.934

Abdomen 0.0 2.7 3.8 2.7 3.0 -2.7 n/a 1.1 n/a 0.1 0.373

Hip 0.0 3.2 8.5 15.3 10.3 -3.2 n/a 5.3 0.006** 12.1 <0.001**

Upper extremity 0.0 0.0 0.0 0.3 0.1 0.0 n/a 0.0 n/a 0.3 0.376

Lower extremity 0.0 0.5 1.4 3.0 1.9 -0.5 n/a 0.9 n/a 2.5 0.470

Others 0.0 5.3 6.6 7.7 6.7 – – –

LCV
 f

N (%) 9 (1.7) 119 (22.3) 131 (24.6) 274 (51.4) 533 (100.0)

Head 55.6 61.3 63.4 54.4 58.2 -5.8 n/a 2.0 0.323 -7.0 0.286

Neck 11.1 1.7 1.5 1.8 1.9 9.4 n/a -0.2 n/a 0.1 n/a

Chest 22.2 24.4 16.0 20.1 20.1 -2.1 n/a -8.3 0.486 -4.3 0.024*

Abdomen 11.1 3.4 4.6 4.7 4.5 7.7 n/a 1.2 n/a 1.4 0.583

Hip 0.0 3.4 7.6 12.8 9.2 -3.4 n/a 4.3 0.040* 9.4 <0.001**

Upper extremity 0.0 0.0 0.8 0.4 0.4 0.0 n/a 0.8 n/a 0.4 n/a

Lower extremity 0.0 0.0 0.0 0.7 0.4 0.0 n/a 0.0 n/a 0.7 n/a

Others 0.0 5.9 6.1 5.1 5.4 – – –
a 
LPC is a light passenger car.

b 
LCV is a light cargo van.

c 
P -Value was not available (n/a) when either n or N was 9 or less.

*Significant at the 5% level, **Significant at the 1% level.

n/N: A (%) n/N: B (%) n/N: C (%) n/N: D (%) (%)

Total 0–12 
Vehicle

type
Main body

region injured

Age group of cyclists injured fatally (n=3,103) Significant difference between 13–64 and other age groups

65–74 75+0–12 13–64 65–74 75+
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表 3. 4 ヘルメット着用有無別の頭部外傷（重傷，死亡）について 13–65 歳とその他の

年齢帯との比較（セダンとの衝突） 

 

 

3.2.6 「ヘルメット着用なし」の頭部主損傷 

ヘルメットは，自転車乗員の頭部外傷（頭蓋骨骨折）に対する保護効果が文献で報告

されていることから[33]，頭部主損傷を「頭蓋骨骨折」と「脳傷害その他」の 2 つに分

類し，解析を行った．前項と同様，セダンとの衝突による重傷，死亡の頭部外傷を対象

とした．その結果，頭蓋骨骨折については重傷（4,159 人）が 40.9%，死亡（674）が 41.8%

であった（表 3.5）．その年齢帯別の頭蓋骨骨折の構成率について，年齢帯ごとに重傷と

死亡で比較した結果を図 3.2（a）に示す．75 歳以上の場合，死亡の構成率（41.5%）は

重傷（30.6%）より有意に高かった（p < 0.001）．13–64 歳及び 65–74 歳については，死

亡と重傷の構成率にそれぞれ有意差はなかった．さらに，その年齢帯別の頭蓋骨骨折の

構成率について， 13–64 歳とその他の年齢帯を比較した結果を図 3.2 (b)に示す．重傷で

は，0–12 歳の構成率は 13–64 歳より有意に高かった（p = 0.041）．対照的に，重傷での

65–74 歳（p < 0.001）及び 75 歳以上（p < 0.001）の構成率は，13–64 歳より有意に低か

った．死亡において，65–74 歳の構成率は，13–64 歳より有意に低かった（p = 0.031）． 

 

表 3. 5 「ヘルメット着用なし」の頭部主損傷について 13–65 歳とその他の年齢帯との

比較（セダンとの衝突） 

 

 

% A% – B% p -Value
 a C% – B% p -Value

 a D% – B% p -Value
 a

Serious injury

N (%) 420 (9.5) 2,460 (55.6) 747 (16.9) 796 (18.0) 4,423 (100.0)

No helmet 83.6 94.2 96.7 96.6 93.5 -10.6 <0.001** 2.5 0.008** 2.4 0.008**

With a helmet 14.5 4.7 3.1 2.8 5.5 9.8 <0.001** -1.6 0.054 -2.0 0.018*

Unknown 1.9 1.1 0.3 0.6 1.0 – – –

Fatality

N (%) 7 (1.0) 241 (34.8) 180 (26.0) 264 (38.2) 692 (100.0)

No helmet 85.7 97.1 97.8 97.7 97.2 -11.4 n/a 0.7 0.664 0.6 0.654

With a helmet 14.3 2.5 1.7 1.5 2.3 11.8 n/a -0.8 n/a -1.0 n/a

Unknown 0.0 0.4 0.6 0.8 0.5 – – –
a 
P -Value was not available (n/a) when either n or N was 9 or less.

*Significant at the 5% level, **Significant at the 1% level.

Significant difference between 13–64 and other age groups

0–12 65–74 75+

Age group of cyclists injured to heads by sedans
Injury

severity
Bicycle helmet 75+

n/N: A (%) n/N: C (%) n/N: D (%)n/N: B (%)

0–12 13–64 65–74 Total

%

Serious injury

N (%) 351 (8.4) 2,317 (55.7) 722 (17.4) 769 (18.5) 4,159 (100.0)

Skull fracture 50.1 44.3 36.1 30.6 40.9
Brain and other injuries 49.9 55.7 63.9 69.4 59.1

Fatality

N (%) 6 (0.9) 234 (34.7) 176 (26.1) 258 (38.3) 674 (100.0)

Skull fracture 16.7 47.0 36.4 41.5 41.8

Brain and other injuries 83.3 53.0 63.6 58.5 58.2

Injury
severity

Head injury type
without a helmet

Age group of no helmeted cyclists injured to heads by sedans

0–12 13–64 65–74 Total75+

n/N: A (%) n/N: C (%)n/N: B (%) n/N: D (%)
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（a）年齢帯別，重傷と死亡の比較   （b）重傷・死亡別，13–65 歳とその他の 

年齢帯との比較 

図 3.2 年齢帯別「ヘルメット着用なし」の頭蓋骨骨折構成率の比較（セダンとの衝

突） 

 

3.2.7 考察 

本解析から，65‒74 歳及び 75 歳以上は，0‒12 歳，13‒64 歳に比べて，重傷率，死亡率

が高いことが判明した．特に，死亡率は年齢帯が高齢になるほど増加した．Pent らの文

献では，自転車と乗用車の衝突では，車と共に，路面が自転車乗員の頭部外傷の起因に

もなる，と報告されている[34]．この路面との衝突による頭部外傷が，本解析結果が示

した 65‒74 歳及び 75 歳以上の高い重傷率・死亡率に影響している可能性がある．また，

本調査結果において，65‒74 歳及び 75 歳以上の自転車乗員では，腰部傷害が 13‒64 歳

より有意に高い構成率であることが判明しており（表 3.2，表 3.3），このことが 65‒74 

歳及び 75 歳以上の高い重傷率，死亡率の要因の 1 つとも考えられる．本解析で得られ

た結果は，Scholten らが示した，55 歳以上の自転車乗員は重傷になる可能性が高く，救

急病院への搬送や入院するケースも多いとする結果と同様の傾向を示している [35]． 

重傷の場合，0‒12 歳及び 75 歳以上の自転車乗員の頭部外傷の構成率は，セダン，ミ

ニバン，軽乗用車，軽貨物車との衝突において，13‒64 歳より有意に高かった（表 3.2）．

この結果について，0‒12 歳と 75 歳以上の自転車乗員では，衝突相手の部位が異なるこ

とが考えられる．セダン，ミニバン，軽乗用車はボンネット型である．一般的に，自転

車対ボンネット型の車との衝突の場合，自転車乗員は車と衝突し，その後，路面に投げ

出されて路面に衝突すると考えられる[36][37]．0‒12 歳の自転車乗員の頭部は，13 歳以

上より身長が低いことから車のボンネットに衝突する傾向が予測され[36]，その結果，
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頭部傷害（Head Injury Criterion, 以下，HIC）値が高い可能性がある[38]．尚，HIC 値は

交通事故における頭部傷害の指標として，世界的に広く採用されている傷害値である．

その一方で，13 歳以上の自転車乗員の頭部は，車のウィンドスクリーンと衝突する場

合が多く，ウィンドスクリーンは広範囲において HIC 値が 1000 未満と考えられる[39]．

75 歳以上の自転車乗員については，車との衝突により，路面との衝突が頭部外傷の主

原因である場合が多いことが，頭部外傷の割合が高い原因とも考えられる[40]． 

重傷の場合，いずれの年齢帯においても，ワンボックス車との衝突では，頭部が損傷

主部位であることが判明した（表 3.2）．この結果は，ボンネットのない箱型という，ワ

ンボックス車の前面の形状が影響していると考えられる．剛体モデルを使用した自転車

乗員とワンボックス車との衝突再現では，自転車乗員の頭部はウィンドスクリーンと衝

突する頻度が高い（93.3%）ことが文献で報告されている[38]．ウィンドスクリーンの周

辺部は，HIC 2000 以上で，その中央部の HIC 値 1000 以下よりも HIC 値が高い[39]．自

転車乗員の頭部が，ワンボックス車のウィンドスクリーンの剛性が高い箇所と衝突した

場合，頭部外傷により重傷度が高くなる可能性がある．ワンボックス車と自転車乗員と

の衝突において，年齢の違いによる頭部外傷の主要因について，さらに明確にする必要

がある． 

自転車乗員の死亡では，5 車種すべて，いずれの年齢帯においても，重傷の構成率と

比較して頭部外傷の構成率が高くなった一方で，上肢や下肢の構成率は減少した（表

3.3）．この結果は，ITARDA の事故データの損傷主部位を解析対象としたことが要因と

考えられる．ITARDA の事故データでは，自転車乗員が，胸部や下肢の傷害を伴いなが

ら，頭部外傷が主原因で重傷に至った場合，損傷主部位は「頭部」として記録される．

従って，損傷主部位のいずれかが増加すると，他の身体部位の構成率は減少することを

意味する． 

重傷における 65–74 歳及び 75 歳以上の腰部傷害の構成率は，セダン（p < 0.001，p < 

0.001），ミニバン（p = 0.030，p = 0.003），軽乗用車（p < 0.001，p < 0.001），軽貨物車（p 

= 0.014，p = 0.002）との衝突において，13–64 歳より有意に高かった（表 3.2）．また，

死亡の場合，75 歳以上の腰部外傷の構成率は，セダン（p < 0.001），ミニバン（p < 0.001），

軽乗用車（p < 0.001），軽貨物車（p < 0.001）との衝突において，13–64 歳より有意に高

いことが示された（表 3.3）．65–74 歳の腰部傷害の構成率は，軽乗用車（p = 0.006）及

び軽貨物車（p = 0.040）において， 13–64 歳より有意に高かった．従って，65 歳以上の

自転車乗員が車と衝突した場合，腰部傷害により重傷度が高くなる可能性が予測される．

こうした結果から，車の設計においては，自転車乗員の頭部保護だけでなく，腰部保護

も視点に入れる必要があると考える． 

頭部外傷におけるヘルメットの着用有無では，いずれの年齢帯においても，ヘルメッ

ト着用の無い自転車乗員の方が，ヘルメットを着用した自転車乗員より多いことが判明

した（表 3.1）．その一方で，自転車乗員が死亡に至った損傷主部位は，いずれの車種，
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年齢帯においても，頭部外傷が多かった（表 3.3）．セダンとの衝突による頭部主損傷と

して，頭蓋骨骨折は重傷（5159 人）が 40.9%，死亡（674 人）が 41.8%であった（表 3.5）．

過去の複数の文献において，自転車用ヘルメットは自転車乗員の頭部保護としての効果

があることが報告されている[33][41][42][43][44]．Bambach らは，自転車と車との衝突

において，ヘルメット使用により，頭部外傷の発症リスクが 74%まで減少し，頭蓋骨骨

折，頭蓋内傷害，頭部開放創に対する頭部保護の効果があると報告している[33]．本解

析結果では，頭部外傷におけるヘルメットの着用率が低かったが，その理由として，日

本では一部の年齢帯を対象に自転車用ヘルメット着用が推奨されているが，法律で義務

化されていないことが挙げられる．自転車乗員の重傷や死亡を減少させるためには，頭

部保護として，年齢を問わず自転車の利用者全員に，自転車用ヘルメットの着用を広く

推奨する必要があると考えられる． 

 

 

3.3 高齢自転車乗員の交通事故様態 

前節の解析により，65‒74 歳及び 75 歳以上は，0‒12 歳，13‒64 歳に比べて，重傷率，

死亡率が高いことが判明した（表 3.1）．そこで，高齢者の自転車乗員に着目し，車と衝

突した自転車乗員を対象に，自転車乗員の傷害程度，交通事故発生時の自転車乗員の法

令違反，道路環境的要因，それらと自転車乗員の年齢帯との関係を調査した．さらに，

重傷及び死亡において，損傷主部位が頭部外傷の自転車乗員を対象に，頭部外傷の起因

となった加害種別（路面，車），車の走行速度，自転車乗員の年齢帯との関係について

解析を行った．自転車乗員の年齢帯において，60 歳以上を 3 つの年齢帯に分類し，青

壮年の年齢帯と比較することで，高齢自転車乗員の交通事故様態を明確にすることを目

的とした． 

 

3.3.1 解析方法 

本解析では，高齢自転車乗員の事故の実態を解析するため，2009 年～2013 年（5 年

間）に日本で発生した自転車とセダンとの衝突事故のデータを使用して解析を行った．

セダンは，前節 2.2.1 で示した通り，自転車の衝突相手当事者として頻度が高いと考え

られることから，本調査の解析対象の車種として選定した．自転車と衝突したセダンの

衝突位置として，車の前面部（正面，前右角，前左角）と衝突した自転車の事故データ

を解析対象とした．自転車乗員の年齢帯について，解析対象を 13 歳以上とし，13–59 歳，

60–64 歳，65–74 歳，75 歳以上の 4 つのグループに分類した．国際連合では 60 歳以上

[45]，世界保健機関（WHO, World Health Organization）では 65–74 歳を前期高齢者，75

歳以上を後期高齢者と定義している[46]．これらを考慮し，高齢者の年齢を分類した．  
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自転車乗員の傷害の程度は，前項 2.2 と同様，ITARDA のデータベースに従い，軽傷，

重傷，死亡に分類した[4]． 

自転車乗員の法令違反については，「安全不確認」，「交差点安全進行義務違反」，「信

号無視」，「一時不停止」，「動静不注視」の 5 つの違反を解析対象とした．それら各法令

違反は，道路交通法では次のように規定されている． 

 安全不確認： 一時停止や徐行を行ったが，十分な安全確認を行わなかったこと

で，相手の動きを認識できなかった，あるいは，認識が遅れ，結果として事故や

交通違反に至った場合を指す． 

 交差点安全進行義務違反： 付近に自転車横断帯がある際に自転車横断帯を通行

しなかった場合，あるいは，信号機の無い交差点等で交差道路が優先道路を通行

する他車や，狭い道路から広い道路等に出る時に交差道路等を通行する他車の進

行を妨害し，徐行もせず走行した場合を指す．さらに，交差点内を通行する際，

状況に応じて他の車や歩行者に注意せず，危険な速度と方法で進行した場合も，

交差点安全進行義務違反に該当する． 

 信号無視： 自転車が道路を通行する際，信号機等に従わなかった場合を指す． 

 指定場所一時不停止等： 道路標識等により一時停止すべきとされている箇所で，

一時停止しなかった場合を指す． 

 動静不注視： 相手を認知していながら，その相手の動きに注視しなかった場合

などを指す． 

 

交通事故時の道路環境的要因では，「交差点信号機あり」，「交差点信号機なし」，「単

路信号機あり」，「単路信号機なし」の 4 つのカテゴリーについて，その環境的要因と自

転車乗員の年齢帯との関係を解析した． 

自転車乗員の頭部が損傷主部位の起因となった加害種別（路面，車）の解析では，セ

ダンの走行速度を「30 km/h 以下」と「31–60 km/h」の 2 つの速度帯に分類し，加害種

別と自転車乗員の年齢帯との関係について解析を行った．自転車が車と衝突する交通事

故では，一般的に，自転車乗員は最初に車に衝突（一次衝突）し，その後，路面に衝突

（二次衝突）する[37]．そこで，自転車乗員の年齢帯と路面と路面との衝突による頭部

外傷の関係について解析した． 

各解析結果では，式 2.3 を用いて，13–59 歳と 60 歳以上の各年齢帯での 2 群の母比率

の差の検定（両側検定）を行い，その 2 群の有意差有無を調査した．ここで，解析対象

項目において各年齢帯の人数が 10 人未満の場合には，検定解析より除外した． 
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3.3.2 傷害程度別，年齢帯の構成率 

2009 年～2013 年（5 年間）に日本で発生した自転車とセダンとの衝突事故において，

13 歳以上の自転車乗員の死傷者数は 194,551 人であった．軽傷，重傷，死亡における年

齢帯の構成率を図 3.3 に示す．軽傷では，13–59 歳（79.0%）が最も多く，60 歳以上の

年齢帯の構成率はいずれも 10%未満であった．重傷においても 13–59 歳（53.9%）が最

も多く，次いで 65–74 歳（19.2%），75 歳以上（17.7%）の順であった．死亡では，75 歳

以上（40.5%）が最も多かった．この結果から，軽傷より重傷，重傷より死亡のように，

傷害程度が高くなるに従い，65 歳以上の構成率の増加が示された．  

 

 

図 3. 3 傷害程度別，自転車乗員の年齢帯の構成率 

 

3.3.3 法令違反 

自転車乗員の法令違反について，「安全不確認」，「交差点安全進行義務違反」，「信号

無視」，「一時不停止」，「動静不注視」の 5 つの違反を解析項目とし，年齢帯ごとに法令

違反の割合を調査した．その構成率について，項目ごとに年齢帯で比較した結果を図 3.4

に示す．いずれの年齢帯においても，法令違反が最も多かったのは，「安全不確認」で

あった．「安全不確認」が原因でセダンと衝突した 65–74 歳（p<0.01），75 歳以上（p<0.01）

の自転車乗員の構成率は，13–59 歳に比べ有意に高かった．「信号無視」においても，

60–64 歳（p<0.05），65–74 歳（p<0.05）の構成率は，13–59 歳に比べ有意に低かった．

「一時不停止」では，60–64 歳（p<0.01），65–74 歳（p<0.01）の構成率が，13–59 歳に比

べ有意に低かった．「動静不注視」では，60–64 歳（p<0.01）の構成率は 13–59 歳に比べ

有意に高く，75 歳以上（p<0.01）の構成率は 13–59 歳に比べ有意に低かった．「交差点

安全進行義務違反」では，13–59 歳と 60 歳以上の各年齢帯の構成率において有意差は

なかった． 
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図 3.4 自転車乗員による主な法令違反行為の年齢帯別構成率比較 

 

 

3.3.4 道路環境的要因 

交通事故時の道路環境的要因では，「交差点信号機あり」，「交差点信号機なし」，「単

路信号機あり」，「単路信号機なし」の 4 つのカテゴリーについて，年齢帯ごとにそのカ

テゴリーの割合を調査した．その構成率をカテゴリーごとに年齢帯で比較した．前項

3.3.2 で解析した結果（図 3.3）において，軽傷に比べて重傷及び死亡の場合，65 歳以上

の自転車乗員の構成率の増加が示されたことから，本解析では重傷及び死亡を対象とし

た．解析した結果について，重傷は図 3.5 (a)に，死亡は図 3.5 (b)に示す．重傷の場合，

いずれの年齢帯においても「交差点信号機なし」の構成率が最も高く，各年齢帯とも 45%

以上であった．「交差点信号機なし」では，13–59 歳と 60 歳以上の各年齢帯における構

成率の間に有意差は示されなかった．「交差点信号機あり」では，13–59 歳（29.6%）の

構成率が最も高く，60 歳以上では，年齢帯が高齢になるほど，その構成率は減少傾向で

あった．75 歳以上（22.9%）の「交差点信号機あり」の構成率は，13–59 歳（29.6%）に

比べて有意に低かった（p < 0.01）．「単路信号機なし」では，75 歳以上（27.9%）の構成

率が最も高く，年齢帯が高齢になるほど構成率が増加する傾向を示した．65–74 歳

（24.1%, p < 0.05），75 歳以上（27.9%, p < 0.01）の「単路信号機なし」の構成率は，13

－59 歳（20.6%）に比べ有意に高かった．死亡の場合，65 歳以上に着目すると，「交差

点信号機なし」の構成率が高く，75 歳以上（43.9%）が最も高い構成率を示した．その

75 歳以上の構成率は，13–59 歳に比べ有意に高かった（p < 0.01）．「交差点信号機あり」

では，13–59 歳（40.6%）の構成率が最も高い一方で，75 歳以上（20.9%）の構成率は最

も低く，その 75 歳以上の構成率は 13–59 歳に比べ有意に低かった（p < 0.01）．「単路信

号機なし」では， 75 歳以上（34.5%）の構成率が最も高かったが，13–59 歳と 60 歳以

上の各年齢帯の構成率に有意差は示されなかった．「単路信号機あり」では，いずれの

年齢帯においても，重傷，死亡ともに，その構成率は 2%未満であった． 
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               （a）重傷                               （b）死亡 

図 3.5 道路環境的要因別，年齢帯別構成率比較 

 

3.3.5 頭部外傷の起因となった加害部位（車，路面） 

セダンとの衝突により頭部外傷が損傷主部位で重傷・死亡に至った自転車乗員につい

て年齢帯別に分類し，さらに，セダンの走行速度を「30 km/h 以下」（低速度）と「31–

60 km/h」（高速度）の 2 群に分け，頭部への加害部位（路面，車）別に解析を行った（表

3.6）．表 3.6 の頭部への加害部位が路面の構成率について，13–59 歳と 60 歳以上の各年

齢帯を比較した結果を図 3.6 に示す．低速度の場合，死亡の 60–64 歳を除き，重傷，死

亡ともに，頭部外傷の加害部位として，車に比べ路面の構成率の方が高かった．低速度

における死亡の 60–64 歳は，車と路面が同構成率（50.0%，各 5 人）であった．路面衝

突による頭部外傷の構成率に着目すると，重傷で低速度の場合，75 歳以上（80.6%）の

構成率が最も高く，年齢帯が高齢になるほど，その構成率は増加傾向であった（図 3.6 

(a)）．重傷で低速度の場合，65–74 歳（75.9%, p<0.01），75 歳以上（80.6%, p<0.01）の頭

部外傷の構成率は，13–59 歳（60.9%）に比べ有意に高かった．重傷で高速度の場合，低

速度と同様，75 歳以上（57.5%）の構成率が最も高く，低速度の構成率に比べて，どの

年齢帯においても路面の構成率が減少した．さらに，重傷で高速度の場合，75 歳以上

（57.5%）の路面の構成率は，13–59 歳（49.1%）に比べ有意に高かった（p<0.05）．死亡

で低速度の場合，65–74 歳（72.0%）の構成率が最も高く，高速度では 60–64 歳（40.7%）

の構成率が最も高かった（図 3.6 (b)）．死亡で高速度の場合，路面の構成率は，いずれ

の年齢帯においても，低速度の構成率に比べて減少した．さらに，死亡の構成率につい

て，低速度・高速度ともに，13–59 歳と 60 歳以上の各年齢帯の構成率には有意差がな

かった． 
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表 3. 6 加害種別（路面，車）自転車乗員の年齢帯別人数及び構成率（セダンとの衝突） 

（a）重傷 

 

 

（b）死亡 

 

 

重傷自転車乗員数（人）

走行速度 加害種別 13－59歳 60－64歳 65－74歳 75歳以上

30 km/h 以下 車 312 41 70 53

路面 486 85 220 220

合計 798 126 290 273

31－60 km/h 車 295 35 88 107

路面 284 42 94 145

合計 579 77 182 252

構成率（%）

走行速度 加害種別 13－59歳 60－64歳 65－74歳 75歳以上

30 km/h 以下 車 39.1 32.5 24.1 19.4
路面 60.9 67.5 75.9 80.6
合計 100.0 100.0 100.0 100.0

31－60 km/h 車 50.9 45.5 48.4 42.5
路面 49.1 54.5 51.6 57.5
合計 100.0 100.0 100.0 100.0

死亡自転車乗員数（人）

走行速度 加害種別 13－59歳 60－64歳 65－74歳 75歳以上

30 km/h 以下 車 10 5 7 20

路面 12 5 18 33

合計 22 10 25 53

31－60 km/h 車 53 16 44 66

路面 21 11 23 42

合計 74 27 67 108

構成率（%）

走行速度 加害種別 13－59歳 60－64歳 65－74歳 75歳以上

30 km/h 以下 車 45.5 50.0 28.0 37.7
路面 54.5 50.0 72.0 62.3
合計 100.0 100.0 100.0 100.0

31－60 km/h 車 71.6 59.3 65.7 61.1
路面 28.4 40.7 34.3 38.9
合計 100.0 100.0 100.0 100.0
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         （a）重傷                                 （b）死亡 

図 3. 6 路面が加害となった自転車乗員の年齢帯別構成率比較 

 

3.3.6 考察 

自転車乗員の法令違反において，自転車乗員の年齢帯が高くなるほど，安全不確認の

構成率が高かった（図 3.4）．また，交通事故発生時の道路環境的要因では，60 歳以上の

自転車乗員に着目すると，信号機のない交差点での重傷，死亡の構成率が他の道路環境

に比べて最も高かった（図 3.5）．また，信号機のない単路の場合，年齢帯が高齢になる

ほど構成率が増加傾向を示した．これらの結果から，高齢自転車乗員に対しては，信号

機の無い交差点や単路において，安全確認を促す対策が必要と考えられる．例えば，欧

州では，高齢者向けに衝突回避のためのシステムを搭載した自転車が開発されている

[47]．そのシステムは，レーダーやカメラにより，自転車が走行中に危険な状況に近づ

くと，自転車のハンドルやサドルに振動を発生させることで，自転車乗員にその危険を

知らせる機能を有する．今後，自転車用の新しい衝突回避システムにおいて，本研究の

結果で明確になった高齢自転車乗員の特性が反映され，実用化されることで，高齢自転

車乗員の事故減少の効果が期待される． 

自転車乗員の頭部外傷（損傷主部位）の起因となった加害種別（路面，車）について

解析した結果，重傷，死亡ともに，車の走行速度が低速度（30 km/h 以下）では，車と

比べて路面が加害となる自転車乗員の構成率が高かった（表 3.6）．特に重傷の場合，低

速度では，年齢帯が高齢になるほど，路面の構成率は増加傾向であった（図 3.6 (a)）．

従って，高齢自転車乗員は，車の走行速度が低速度でも，頭部の路面との衝突により重

傷もしくは死亡に至る可能性が高いことから，可能な限り車の速度をゼロにする必要が

ある．近年，車に搭載されたレーダーやカメラで前方の歩行者を検知し，車の運転者へ

警報で衝突の危険性を知らせ，自動ブレーキにより衝突回避させる技術の開発が途上に

ある．検知対象として，歩行者だけではなく自転車の検知可能なシステムも一部の車に
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は搭載され始めている[22]．最近では，完全に自動運転走行可能な車が開発途上にあり，

日本において公道での完全自動運転車の実験が開始されている[48]．今後，このような

新しい技術により，自転車と車との衝突速度を可能な限りゼロにする，あるいは，衝突

を回避することで，自転車乗員の被害が大いに軽減されることが期待される． 

 

 

3.4 救急搬送された自転車乗員の頭部外傷及び意識障害 

日本における救急医療は，患者の重症度に応じて第一次（初期），第二次，第三次救

急医療の 3 段階の体制を採用している．初期救急医療機関は，軽症患者を対象とした医

療機関である．第二次救急医療機関は，入院治療や手術を必要とする重症患者を対象と

した医療機関である．第三次救急医療機関は，重篤な救急患者に対し 24 時間体制で高

度な救命救急医療を実施し，複数の専門診療科にわたる処置が可能であり，人口 100 万

人に 1 施設の割合で設置されている[49]．第三次救急医療機関として設置されている獨

協医科大学越谷病院 救命救急センターは，埼玉県にある 6 つの救急医療センターの 1

つで，埼玉東地区の人口約 170 万人を管轄している．本調査では，その救命救急センタ

ーに搬送された，交通事故による自転車乗員患者を対象とし，頭部外傷について種別に

調査した．さらに，重軽傷の自転車乗員患者において，解析可能な頭部外傷を有した患

者を対象に，意識障害の状況を評価し，意識障害と頭部骨折，脳傷害との関係を調査し

た．本調査の解析により，自転車乗員の頭部外傷の特性を明確にすることを目的とした．

尚，本調査は，獨協医科大学越谷病院の倫理委員会の許諾を得て実施した． 

 

3.4.1 解析方法 

獨協医科大学越谷病院 救命救急センターに搬送された 2011 年～2013 年（3 年間）

の患者データを解析対象とした．患者データには，患者の性別，年齢，外傷の原因，外

傷名，診断，傷害の程度などが含まれている．本調査では，まず，交通事故が原因で搬

送された患者について，状態別割合，男女の割合，傷害程度別年齢帯，衝突形態を解析

した．次に，自転車乗員の患者を対象に，頭部外傷及び意識障害について調査した． 

 

3.4.2 交通事故による救急患者 

3 年間に救命救急センターに搬送された外因性疾患の患者は 1,083 人で，その原因と

して交通事故（358 人，33.1%）が最も多かった（図 3.7）．交通事故による患者（358 人）

の状態別構成率を見ると，自動二輪車乗員（101 人，28.2%）が最も多く，続いて多かっ

たのは自転車乗員（92 人，25.7%）であった（図 3.8）．交通事故による患者について男

女の割合は，男性が 72.1%（258 人）で，女性は 27.7%（99 人）であり，男性の方が多
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かった（図 3.9 (a)）．自転車乗員の患者についても，同様に，男性（57.6%，53 人）の方

が女性（41.3%，38 人）より多かった（図 3.9 (b)）． 

 

 
図 3.7 外因性疾患の救急患者の割合     図 3.8 交通事故による救急患者の交通 

（2011 年～2013 年）             形態 

 

 

（a）交通事故による患者全体                 （b）自転車乗員 

図 3.9 交通事故による救急患者の男女の割合 

 

交通事故で救急搬送された患者 358 人のうち，重軽傷が 332 人（92.7%）で，死亡が

26 人（7.3%）であった．自転車乗員の 92 人においては，重軽傷が 83 人（90.2%）で，

死亡が 9 人（9.8%）であった．交通事故による患者全体及び自転車乗員について，図

3.10（a）に重軽傷を，図 3.10（b）に死亡の年齢帯別人数を示す．尚，図 3.10 の交通事

故による患者全体は自転車乗員も含む．重軽傷の場合，交通事故全体では 10 歳代（47

人，14.2%），30 歳代（48 人，14.5%），40 歳代（47 人，14.2%），70 歳代（43 人，13.0%）

が多く，自転車乗員では 10 歳代 （21 人，25.3%）が最も多かった．死亡について，交

通事故全体及び自転車乗員ともに70歳代が最も多く，交通事故全体では43人（30.8%），

自転車乗員では 16 人（44.4%）であった． 
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（a）重軽傷 

 

 

（b）死亡 

図 3.10 交通事故による患者全体及び自転車乗員の年齢帯別，傷害程度別人数 

 

交通事故における車両（車，二輪車，自転車）乗車の患者について，事故の衝突形態

の割合を図 3.11 に示す．車乗員では，相互衝突（45 人，58.4%）が単独事故（32 人，

41.6%）より多かった．二輪車では，相互衝突（86 人，85.1%）が単独（15 人，14.9%）

に比べて極めて多かった．自転車では，車乗員や二輪車に比べて，相互衝突（84 人，

91.3%）の方が単独（8 人，8.7%）より多い結果が示された． 
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図 3.11 交通事故による車両乗車患者の状態別，衝突形態（相互，単独）の割合 

 

3.4.3 自転車乗員患者の頭部外傷 

自転車乗員（92 人）について，頭部外傷有無の割合を重軽傷，死亡別に図 3.12 に示

す．重軽傷は 83 人であり，死亡は 9 人であった．重軽傷では，「頭部外傷あり」（47.0%）

に比べて「頭部外傷なし」（53.0%）の方が多かった．死亡では，「頭部外傷あり」は 88.9%

で，重軽傷の頭部外傷の割合（47.0%）と比べて高かった．次に，頭部外傷について種

類別に集計し，重軽傷，死亡別に頭部外傷の種別受傷数及び割合を表 3.7 に示す．重軽

傷では，頭部外傷を負った患者 39 人において，頭部外傷の種別受傷数は合計 67 件であ

った．死亡では，頭部外傷を負った患者 8 人において，種別受傷数は合計 9 件であっ

た．この結果から，1 人の自転車乗員患者に対する平均種別受傷数は，重軽傷の場合平

均 1.7 種，死亡の場合 1.1 種となり，重軽傷と死亡を合算した全体については 1.6 種の

頭部外傷を受傷している結果が示された．従って，頭部外傷を負った患者の場合，事例

によっては 1 人の患者に対して複数種の頭部外傷を負っていること示唆する． 

次に，自転車乗員の頭部外傷について種類別に分類した．本解析では，死亡者数が少

数のため，重軽傷と死亡を合算して分類した．自転車乗員の頭部外傷の種別構成割合を

図 3.13 に示す．頭蓋骨骨折（19 件, 25.0%）が最も多く，続いて，くも膜下出血（12 人, 

15.8%），硬膜下血腫（9 件, 11.8%）であり，この 3 種で 52.6%の割合を占めた．4 番目

以降は，脳挫傷（7 件，9.2%），気脳症（5 件，6.6%），硬膜外血腫（4 件，5.3%）の順

であった． 
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図 3.12 自転車乗員患者（重軽傷，死亡）の頭部外傷有無の割合 

 

表 3. 7 自転車乗員患者の頭部外傷の種別受傷数及び割合 

 
 

 

図 3.13 自転車乗員の頭部外傷種別の割合 

 

3.4.4 頭部外傷による意識障害 

本調査では，自転車乗員患者の重軽傷者において，解析可能な頭部外傷を有した患者

を対象に意識障害の状況を評価し，意識障害と頭部骨折，脳傷害との関係を調査した．

搬送時に飲酒があると診断された患者については，意識障害の判別が困難なことから，

本分析の対象から除外した．調査対象の頭部外傷を有した重軽傷の自転車乗員は 32 人

Injured Deceased Total

Number of cyclists in emergency patients (a) 83 9 92

Number of head-injured cyclists (b) 39 8 47

Ratio of head-injured cyclits (b) / (a) 47.0% 88.9% 51.1%

Number of different types of head injuries (c) 67 9 76

Average number of head injuries by types per person (c) / (b) 1.7 1.1 1.6
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のうち，意識障害を発症した患者は 15 人（46.9%）であった（表 3.8）．平均年齢は 38

歳であった．意識障害の有無については，カルテ記載情報より判断した．カルテにおけ

る主な記載例は，次の通りである．  

 

・「認知機能の低下が見られる」 

・「思ったことを言葉に出す，行動を起こすということがスムーズにできない状況」 

・「退院時（転院時），意識清明にならなかった」 

・「びまん性軸索損傷の状態」 

 

表 3.8 解析対象とした自転車乗員の平均年齢 

 

 

急性期の意識障害の評価として代表的な指標に，グラスゴー・コーマ・スケール

（Glasgow Coma Scale，GCS）[11]がある．そこで，調査対象の頭部外傷を有した重軽傷

の自転車乗員（32 人）を対象に，意識障害の有無と GCS との関係を調査し，その結果

を図 3.14 に示す．GCS 9 点以下（6 人）及び GCS 10-12 点（7 人）では，意識障害の「発

生あり」が 100.0%であった．GCS 13-15 点では，意識障害の「発生なし」が 89.5%（17

人）で，「発生あり」は 10.5%（2 人）であった． 

 

図 3.14 意識障害の有無と GCS との関係（n=32） 

 

意識障害の有無と頭部外傷との関係を表 3.10 に示す．表 3.10 は「傷害延べ数」及び，

意識障害有無別の受傷割合（%）を示す．頭部外傷については，頭部骨折と脳傷害で分

類した．頭部骨折について，意識障害の「発生あり」（15 人）の頭部外傷患者の場合，

頭蓋骨骨折（33.3%），頭蓋底骨折（20.0%）の順に多く，全体では頭部骨折の発症は 86.7%

調査対象

頭部外傷 (人) あり (人) 割合 (%) 平均年齢 (歳)

32 15 46.9 38

意識障害

9点以下 (n=6)

10-12点 (n=7)

13-15点 (n=19)

発生あり 発生なし

100.0

100.0

10.5                              89.5

0             20            40           60            80         100 (%)

[GCS合計点]
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であった．意識障害の「発生なし」（17 人）の場合，頭蓋底骨折（23.5%）が最も多く，

続いて側頭骨骨折（17.6%），顔面骨折（17.6%）は同率を示し，全体では頭部骨折の発

症は 70.6%であった．意識障害の「発生あり」と「発生なし」の場合で，発症の多い頭

部骨折の種類は異なり，全体では意識障害の「発生あり」の方が「発生なし」に比べて

頭部骨折の発生の割合が高かった．脳傷害について，意識障害の「発生なし」（15 人）

の頭部外傷患者の場合，脳挫傷（66.7%），硬膜下血腫（急性含む）（40.0%），くも膜下

出血（26.7%）の順に多かった．全体では 193.3%となり， 脳傷害の種別では 1 人当た

り平均 1.9 種であることを示す．意識障害の「発生なし」（17 人）の場合，意識障害の

「発生あり」と同様，脳挫傷（17.6%）が最も多く，続いて，くも膜下出血（11.8%），

脳震盪（11.8%）が同率を示し，全体では 52.9%であった．意識障害の「発生あり」と

「発生なし」において，発症率の高い脳傷害の種類は両者で異なり，全体の受傷割合に

ついても，意識障害の「発生あり」（126.7%）と「発生なし」（35.3%）では，極めて異

なる結果が示された． 

 

表 3.10 意識障害有無と頭部外傷との関係 

 

 

次に，意識障害の「発生あり」（15 人）の頭部外傷患者について，カルテの記載情報

あり なし 計 あり なし 計

(Y) (N) (Y) + (N) (Y) / 15 (N) / 17 {(Y) + (N)}/32

自転車乗員・頭部外傷患者数 (人) 15 17 32

頭部骨折 頭蓋骨骨折 5 1 6 33.3 5.9 18.8

頭蓋底骨折 3 4 7 20.0 23.5 21.9

側頭骨骨折 1 3 4 6.7 17.6 12.5

顔面骨折 2 3 5 13.3 17.6 15.6

眼窩（底）骨折 2 1 3 13.3 5.9 9.4

計 (件) 13 12 25 86.7 70.6 78.1

脳傷害 脳挫傷 10 3 13 66.7 17.6 40.6

硬膜下血腫（急性含む） 6 1 7 40.0 5.9 21.9

くも膜下出血 4 2 6 26.7 11.8 18.8

硬膜外血腫 3 1 4 20.0 5.9 12.5

脳浮腫 3 0 3 20.0 0.0 9.4

脳震盪 3 2 5 20.0 11.8 15.6

計 (件) 29 9 38 193.3 52.9 118.8

傷害延べ数（件）

意識障害意識障害

意識障害有無別受傷割合（%）
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より，衝突相手が車であり，且つ，車の走行速度が判明する事例を対象とし，車の走行

速度と頭部外傷，さらには意識障害の関係を調査した．対象とした頭部外傷は，表 3.10

における頭部骨折のうち，頭蓋骨骨折，頭蓋底骨折，側頭骨骨折とし，脳傷害について

は脳挫傷とした．頭部（頭蓋骨・頭蓋底・側頭骨）骨折の場合，表 3.11 に示す通り，車

の走行速度が 30 km/h 以下では意識障害の発生率が 25.0%であり，走行速度帯が高くな

るほど意識障害の発生率が高くなることが判明した．車の走行速度が 40 km/h 超では，

意識障害の発生率が 100.0%であった．脳挫傷の場合，表 3.12 に示す通り，車の走行速

度が 30 km/h 以下でも意識障害の発生率は 75.0%であり，同速度帯の頭部（頭蓋骨・頭

蓋底・側頭骨）骨折の意識障害発生率（25.0%）に比べて，発生率が高かった．脳挫傷

についても，車の走行速度が 40 km/h 超では，意識障害の発生率が 100.0%であった． 

 

表 3.11 車の走行速度，頭部（頭蓋骨・頭蓋底・側頭骨）骨折及び意識障害の関係 

 

 

表 3.12 車の走行速度，脳挫傷及び意識障害の関係 

 

 

 

構成率 速度帯別発生率

車の走行速度 n (件) % n (件) %

(a) (b) (b) / (a) *100

30 km/h以下 4 36.4 1 25.0

31-40 km/h 4 36.4 2 50.0

41-50 km/h 1 9.1 1 100.0

50 km/h超 2 18.2 2 100.0

合計 11 100.0 6 54.5

頭蓋骨・頭蓋底・側頭骨
骨折

意識障害あり

構成率 速度帯別発生率

車の走行速度 n (件) % n (件) %

(a) (b) (b) / (a) *100

30 km/h以下 4 30.8 3 75.0

31-40 km/h 4 30.8 3 75.0

41-50 km/h 1 7.7 1 100.0

50 km/h以上 1 7.7 1 100.0

合計 10 76.9 8 80.0

脳挫傷 意識障害あり
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3.4.5 考察 

救急医療センターにおける救急患者データを解析し，交通事故による自転車乗員の頭

部外傷の頭部外傷について種類別に調査した．その結果，頭部外傷を負った自転車乗員

患者 1 人に対して，重軽傷が平均 1.7 種，死亡が平均 1.1 種であった．重軽傷の平均数

の方が死亡より高い結果が示されたが，これは，本解析がカルテ情報に基づき実施され

たことが要因と考えられる．死亡の場合，カルテには死亡の主原因の外傷名が記載され，

その他に発症した頭部外傷の詳細な情報の記載はされていないことが多かった．死亡に

比べて，重軽傷の場合は，いかなる頭部傷害も患者の様態に影響するリスクがあること

から，詳細な情報が記載されている．従って，重傷の患者における頭部外傷の詳細な情

報を基に，死亡に至る頭部外傷の主原因を予測する必要があると考える． 

本研究では，救急医療センターにおける患者データを解析し，交通事故による自転車

乗員の頭部外傷の特性について調査した．その結果，頭蓋骨骨折（19 件, 25.0%）が最も

多いことが判明した．救急医療センターにおける救急患者データにおいて，搬送された

自転車乗員患者のヘルメット着用に関する情報は有していなかった．従って，ヘルメッ

ト着用の有無と頭部外傷の関係は解析できかった．ヘルメットは，自転車乗員の頭部外

傷（頭蓋骨骨折）に対する保護効果があると考えられることから[18]，今後，ヘルメッ

ト着用有無による頭部外傷の種類の相違について，さらなる調査が必要と考える． 

自転車乗員患者の重軽傷者において，頭部外傷が要因で意識障害を生じた患者は

46.9%であった．意識障害の有無と GCS との関係を調査した結果，GCS 12 点以下では

意識障害が 100.0%であることが判明した．従って，GCS の合計点で意識障害の発生有

無の予測が可能なことが推察される．ただし，該当した人数はまだ十分とは言い難く，

今後は解析データの対象期間を長くするなど，十分なデータ数に基づき解析する必要が

ある．また，東京都が実施した実態調査において，退院患者の回答として，GCS が軽度

であっても高次脳機能障害になった人が 48.9%であったと報告がされている[13]．今後，

自転車乗員の後遺障害という視点から，意識障害と高次脳機能障害との関係について調

査する必要がある． 

意識障害の有無と頭部外傷との関係を頭部外傷の種類別に調査した結果，頭部骨折，

脳傷害ともに，意識障害の「発生あり」と「発生なし」場合で異なる傾向を示した．意

識障害あり（15 人）の頭部外傷患者の場合，頭蓋骨骨折（33.3%）が最も多く，頭部骨

折全体では，意識障害の「発生あり」（86.7%）の方が意識障害の「発生なし」（70.6%）

に比べて頭部骨折の発生率が高かった．また，脳傷害については，意識障害の有無とも

に脳挫傷が最も多かったが，意識障害の「発生あり」が 66.7%であったのに対し，意識

障害の「発生なし」は 17.6%であった．脳傷害全体では，意識障害の「発生あり」（193.3%）

の方が意識障害の「発生なし」（52.9%）に比べて脳傷害の発生率が極めて高かった．こ

れらの結果から，頭部骨折や脳傷害を受傷した場合，意識障害を生じる可能性が高くな

ることが予測され，これらの頭部外傷への対策が急務である． 
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車の走行速度と頭部外傷，さらには意識障害の関係を調査した結果，頭部（頭蓋骨・

頭蓋底・側頭骨）骨折，あるいは脳挫傷を受傷した場合，いずれの場合も，車の走行速

度が高くなるほど，意識障害の発生率が高くなり，車の走行速度が 40 km/h 超では意識

障害の発生率が 100.0%になることが示された．この結果から，頭部（頭蓋骨・頭蓋底・

側頭骨）骨折，脳挫傷による意識障害の発生を抑制するためには，自転車と衝突時の車

の走行速度を可能な限り減速させることが重要である．自転車の検知可能なシステムに

より自動ブレーキで衝突回避させる技術[22]など，近年，車における新しい技術開発が

途上にあり，今後，自転車乗員の頭部外傷が大いに軽減されることが期待される．その

一方で，脳挫傷を受傷した場合，車の走行速度が 30 km/h 以下でも意識障害の発生率は

75.0%と高い割合であったことから，脳挫傷の発生させないための対策，例えば自転車

乗員側においても頭部保護のための対策が必要である． 

第三次救急医療機関である獨協医科大学越谷病院では，意識障害等などにより，長期

リハビリを必要な患者の場合，他の医療機関へ転院することになる．従って，本調査に

より得られた意識障害に関する結果は，急性期での発症状況であり，転院先の長期間で

の意識障害の回復の有無や状況などは不明である．交通事故による頭部外傷と後遺症と

の関係を明確にするためには，急性期とともに，リハビリにおける回復状況なども今後

解明する必要がある．  

 

 

3.5 結言 

2003～2014 年（10 年間）の自転車事故データを使用し，5 車種の車（前面）との衝突

で傷害を負った自転車乗員を対象に，年齢帯別に外傷の特性について解析を行った．そ

の結果，重傷では，0‒12 歳及び 75 歳以上の自転車乗員の頭部傷害の割合は，セダン，

ミニバン，軽乗用車，軽貨物車との衝突において，13‒64 歳より有意に高かった．自転

車乗員が死亡に至った損傷主部位では，いずれの年齢帯でも，5 車種すべてにおいて，

頭部の割合が高く，13‒64歳とそれ以外の年齢帯との構成率の差には有意差がなかった．

セダンとの衝突による重傷，死亡の頭部外傷を対象に，ヘルメット着用との関係を解析

した．その結果，重傷の頭部外傷（4,423 人）において「ヘルメット着用なし」が 93.5%

であり，死亡の頭部外傷（692 人）において「ヘルメット着用なし」が 97.2%であり，

ほとんどの自転車乗員がヘルメット着用せずに頭部外傷で重傷，死亡に至っていること

が判明した．また，65 歳以上の自転車乗員は，腰部損傷により重傷，死亡に至る危険性

が高いことが判明した． 

高齢自転車乗員の交通事故様態を明確にするため，2009 年～2013 年（5 年間）の自

転車とセダン（前面）との衝突事故のデータを使用し，13–59 歳と 60 歳以上の各年齢

帯を比較した．いずれの年齢帯においても自転車乗員の法令違反の構成率が最も高かっ
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たのは，安全不確認であった．安全不確認が原因でセダンと衝突した 65‒74歳（p<0.01），

75 歳以上（p<0.01）の自転車乗員の構成率は，13‒59 歳に比べ有意に高かった．セダン

との衝突により頭部外傷が損傷主部位で重傷・死亡に至った自転車乗員では，車の走行

速度が低速度（30 km/h 以下）の場合，死亡の 60‒64 歳を除き，頭部外傷の加害部位と

して，車に比べ路面の構成率の方が高かった．重傷で低速度の場合，65–74 歳（75.9%, 

p<0.01），75 歳以上（80.6%, p<0.01）の頭部外傷の構成率は，13–59 歳（60.9%）に比べ

有意に高かった．  

獨協医科大学越谷病院 救命救急センターに搬送された 2011 年～2013 年（3 年間）

の患者データ解析の結果，自転車乗員（92 人）において，頭部外傷を負った患者は 47

人（51.1%）で，1 人の自転車乗員患者に対して平均 1.6 種の頭部外傷を受傷しているこ

とが判明した．自転車乗員の頭部外傷の重軽傷患者（32 人）を対象に意識障害の有無を

調査した結果，意識障害を発生した患者は 15 人（46.9%）であった．意識障害の「発生

あり」（15 人）の場合，頭部骨折種別では頭蓋骨骨折（33.3%）が最も多く，頭部骨折全

体では意識障害の「発生あり」（86.7%）の方が意識障害の「発生なし」（70.6%）に比べ

て頭部骨折の発生率が高かった．脳傷害種別では，意識障害の発生有無ともに脳挫傷が

最も多かったが，脳挫傷の発生率については意識障害の「発生あり」の 66.7%に対し，

「発生なし」は 17.6%であった．脳傷害全体では，意識障害の「発生あり」（193.3%）の

方が「発生なし」（52.9%）に比べて脳傷害の発生率が極めて高かった．さらに，意識障

害の「発生あり」（15 人）について，頭部（頭蓋骨・頭蓋底・側頭骨）骨折，あるいは

脳挫傷を受傷した患者において，いずれの場合も，車の走行速度が高くなるほど意識障

害の発生率が高くなり，車の走行速度が 40 km/h 超では意識障害の発生率が 100.0%に

なることが示された． 
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第４章 

頭部外傷発症予測のための衝撃実験 
 

 

4.1 諸言 

本論第 2 章において，自転車の衝突形態としては交差点での出会い頭事故が最も多

く，自転車事故の 60.0%が自転車と車との事故であることが判明した．第 3 章では，自

転車乗員が死亡に至った損傷主部位では，いずれの年齢帯でも，衝突相手の 5 車種すべ

てにおいて，他の損傷部位に比べて頭部の割合が高く，13‒64 歳とそれ以外の年齢帯と

の頭部外傷の構成率の差には有意差がなかった．また，セダンとの衝突による重傷，死

亡の頭部外傷を対象に，ヘルメット着用との関係を解析した結果，重傷の頭部外傷

（4,423 人）では「ヘルメット着用なし」が 93.5%であり，死亡の頭部外傷（692 人）で

は「ヘルメット着用なし」が 97.2%であった．さらに，セダンとの衝突により頭部外傷

が損傷主部位で重傷・死亡に至った自転車乗員では，車の走行速度が低速度（30 km/h

以下）の場合，頭部外傷の加害部位として，車に比べ路面の構成率の方が高かった．自

転車がセダンや軽乗用車のようなボンネット型の車と衝突した場合，自転車乗員は車と

衝突し，その後，投げ出されて路面に衝突すると考えられる[36][37]．そこで，自転車乗

員の頭部に傷害を生じさせる衝突相手として，車あるいは路面のどちらが主原因になり

得るのか，詳細に調査する必要がある．本章では，第 2 章及び第 3 章で導出された結果

を基に条件を選定し，自転車乗員の頭部が実際の車の前面，並びに路面に衝突した時の

頭部傷害値を把握することを目的に衝撃実験を実施した．さらに，実際の頭部外傷にお

いてほぼ着用されていない自転車用ヘルメットに着目し，ヘルメットを着用した場合の

車及び路面への衝撃実験をそれぞれ実施することで，自転車乗員がヘルメットを着用し

た場合の傷害値の低減割合を把握し，ヘルメット着用の効果を明らかにすることを第二

の目的とする． 

 

 

4.2 車への衝撃実験 

4.2.1 頭部インパクタ 

本実験では，質量 4.5 kg の大人歩行者頭部インパクタ（以下，頭部インパクタ）[50]

を使用し，車への衝撃実験を実施した．頭部インパクタは，通常，歩行者頭部保護の技

術基準，及び日本自動車アセスメント（J-NCAP）試験において，歩行者頭部に対する車
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両ボンネットの安全性を確認するために用いられる．頭部インパクタは，人間の頭部を

模した半球体とベースプレートから構成されており，ともにアルミニウム製である．図

4.1 (a) (b) に示す通り，半球体はポリ塩化ビニル製（PVC）で覆われている．従来，外

部のデータ収録装置と頭部インパクタを接続するため，計測用ケーブルが付していたが，

この計測用ケーブルは重量を有するためフリーフライト中の頭部インパクタの軌跡に

影響を与え，ボンネット衝撃時の加速度波形がその影響を受ける可能性のあると考えら

れてきた．しかし，頭部インパクタにヘルメットを装着させる場合，計測用ケーブルを

排除した計測が望まれる．そこで，本実験では，データ収録装置[51]（図 4.1 (c)）を大

人頭部インパクタに内蔵させたケーブルレス頭部インパクタを使用することで，ケーブ

ルの加速度波形への影響を排除した[52]．頭部インパクタに単軸加速度計を 3 個装着し，

3 軸方向の加速度を計測した．加速度計については，現在，技術基準において使用され

ている小型のオイル式減衰型加速度計[53]（図 4.1 (c)）を装着した． 

 

 
(a) 組み立て状態  (b) 分解状態                 (c) データ収録装置 

図 4.1 頭部インパクタの外観及び内観 

 

衝撃実験の結果は，x 方向，y 方向，z 方向の 3 軸方向の合成加速度より算出した頭部

傷害 HIC（Head Injury Criterion）値で評価した．HIC 値は頭部の傷害程度を示す指標と

されており，3 軸合成加速度を次式 4.1 へ適用させて算出した[54][55]． 

 

 

 

 

式 4.1 

ここで頭部合成加速度 t1，t2 は HIC が最大値をとる時間間隔における初期時刻と最

終時刻 (s) である． 

 

 

HIC= max
t2 t1

ʃ a(t)dt

t2

t1

1
(t2 t1)

2.5
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4.2.2 自転車用ヘルメット 

自転車用ヘルメット（以下，ヘルメット）は，日本国内で開発されている Kabuto 社

製 FIGO G-1 成人用を使用した（図 4.2）．ヘルメットには 16 箇所の通気孔があり，薄い

プラスチック製の外殻の内側の衝撃吸収材（発泡スチレン）により，衝撃エネルギーの

吸収が可能な構造となっている．ヘルメットのサイズは，最大幅として，縦 220 mm，

幅 180mm であった．ヘルメットの後部は，外殻を有していない．ヘルメットの重量は

0.250 kg であった．実際の自転車事故におけるヘルメットの衝突位置として，ヘルメッ

トの前面部や側面部の頻度が多く，頭頂部や後頭部は頻度が少ないことが報告されてい

る[56]．そこで，本研究における車及び路面との衝撃実験では，ヘルメットの衝撃部位

は側面部（図 4.2）とした．実験では，頭部インパクタにヘルメットを装着させて車に

衝撃させた． 

 

 

図 4.2 自転車ヘルメットの外観及び内観 

 

4.2.3 供試車両 

供試車両として，2003 年製の軽乗用車（排気量 650 cc，車両重量 820kg，長さ 3390 

mm × 幅 1470 mm × 高さ 1640 mm）を使用した（図 4.3）．実際の自転車と車との衝

突事故において，自転車が車の前面と衝突する事例では，自転車乗員の頭部は車の前面

ウィンドスクリーン，窓枠，ルーフ等に衝突することが報告されている[57]．さらに，

自転車と車との衝突において，自転車乗員の傷害程度が高い事例では，前面ウィンドス

クリーンの中央部よりも離れた部分（A ピラー，窓枠下端など）に自転車乗員の頭部が

衝突する頻度が高いことが報告されている[58]．そこで，本実験では，車の衝突対象は

A ピラーとした．A ピラーの上端部及び下端部は，ともに中央部よりも剛性が高いこと

が報告されていることから[39]，本実験では A ピラーの運転席側下端部を衝撃対象とし

た（図 4.4）．目標衝突位置は A ピラーの下端部から 70mm 上方の位置とした．打撃位

置における WAD（Wrap Around Distance）は 1400mm であった．尚，WAD とは，地面か

ら頭部接触位置まで車両表面上にテープを添えたときの距離である．車は複数台準備し，
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同一カ所に対する衝撃は 1 台に付き１回のみ実施した． 

 

 

図 4.3 実験で使用した軽乗用車 

 

図 4.4 打撃位置 

 

4.2.4 打撃方法 

衝撃実験は，交通安全環境研究所，自動車試験場第二地区施設（埼玉県熊谷市）にお

ける歩行者頭部衝撃試験装置を使用して実施した．実験では，頭部インパクタをフリー

フライトにより車の A ピラー下端部へ打撃させた（図 4.5）．頭部インパクタの車への

目標衝突速度は 35 km/h，衝突角度は水平面から 65 度，室温は 20±4℃とした（図 4.5 

(b)）．セダンが 40 km/h で自転車乗員の側方へ衝突する有限要素解析では，自転車乗員

頭部の車に対する衝突速度は約 35 km/h，衝突角度は水平面から約 65 度となることが

推定されている[59]．供試車両のタイヤの空気圧は推奨圧力とし，成人男性 2 名が乗車

した状態を模擬し，運転席と助手席にはそれぞれ 75 kg（座席 50 kg, 足元 25 kg）のダ

ミーウェイトを搭載した．供試車両は駐車ブレーキを作動させて静止状態に置いた．頭
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部インパクタ単体（図 4.5 (a)），及びヘルメットを装着させた頭部インパクタ（図 4.5 (b)）

を供試車両へ上記の条件にて打撃させた．ヘルメットを装着した実験結果の繰り返し性

を調査するため，2 回繰り返し実験を行った．尚，実験では，頭部インパクタと歩行者

頭部衝撃試験装置の間にワイヤーを繋げることで，A ピラー衝突後の頭部インパクタの

動きを制限させた．さらに，頭部インパクタには，電気蓄積を避けるため，地面に繋げ

たアース用ワイヤーを接続した． 

 

    
       (a) 頭部インパクタ単体                   (b) ヘルメット側面部 

図 4.5 A ピラーへの頭部インパクタ衝撃実験 

 

4.2.5 実験結果 

実験装置の再現性を検証するため，ヘルメットを装着した頭部インパクタを，車両 A

ピラー下端部に対し 2 回繰り返し衝撃させた．ヘルメットを装着させた頭部インパクタ

より計測される 3 軸合成加速度の時間履歴曲線を図 4.6 に示す．2 回実施した結果にお

ける合成加速度の時間履歴はほぼ一致していた．計測 HIC 値をまとめて表 4.1 に示す．

1 回目の HIC 値は 2644，2 回目の HIC 値は 2789 であった．打撃位置における実験回数

は 2 回であったため，2 回の平均 HIC 値に対する HIC 値差の割合に着目した． 2 回の

平均 HIC 値に対する HIC 値差の割合は，5.3%であった． 

 

図 4.6 ヘルメット装着頭部インパクタを車両 A ピラー下端部へ衝撃させた時の 

繰り返し衝撃時の合成加速度時間履歴曲線 
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表 4.1 繰り返し衝撃時の HIC 値 

 

 

頭部インパクタ単体，及び頭部インパクタにヘルメットを装着させ供試車両 A ピラ

ー下端部へ衝突させた場合の動的挙動を図 4.7に，時間履歴での合成加速度を図 4.8に，

最大合成加速度，HIC 値，及び HIC 値減少率を表 4.2 にそれぞれ示す．最大加速度は，

頭部インパクタ単体が 4189 m/s2で，ヘルメット装着頭部インパクタが 2275 m/s2 であっ

た． HIC 値は，頭部インパクタ単体が 6529 で，ヘルメット装着頭部インパクタが 2644

であった．頭部インパクタ単体とヘルメット装着時の両 HIC 値の差に対する頭部イン

パクタ単体の HIC 値の割合を HIC 値減少率とすると，HIC 値減少率は 59.5%であった．

HIC 値 6529 及び 2644 は，重篤以上の頭部傷害となる確率 100%とされる値である[38]．

現在の日本における歩行者頭部保護の技術基準では，ボンネットの 2/3 の面積について

は HIC 値 1000，高剛性部位（ボンネットの 1/2 の面積）については HIC 値 1700 をそれ

ぞれ上限と規定しているが[60]，ヘルメット装着時の HIC 値 2644 は，技術基準上限値

を超えていた．  

 

 

図 4.7 頭部インパクタ単体，ヘルメット装着頭部インパクタを車両 A ピラー下端部

へ衝撃させた時の動的挙動 

 

車両衝撃
位置

ヘルメット
衝撃位置

(1)
1回目計測

HIC値

(2)
2回目計測

HIC値

HIC値差

|(1)−(2)|
平均HIC値

平均HIC値に対する

HIC値差の割合

|(1)−(2)|/平均

Aピラー

運転席側
下端部

側頭部 2644 2789 145 2717 5.3%
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図 4.8 頭部インパクタ単体，ヘルメット装着頭部インパクタについて 

時間履歴での合成加速度及び HIC 値 

 

 

表 4.2 最大合成加速度，HIC 値，及び HIC 値減少率 

 
 

 

4.3 路面への衝撃実験 

4.3.1 実験条件 

自転車乗員頭部の路面との衝突を想定し，頭部が路面に衝突した時の頭部傷害値を計

測した．路面への衝撃実験では，頭部インパクタ単体（図 4.1）及び自転車用ヘルメッ

ト（図 4.2）を使用し，ヘルメットを装着した頭部インパクタをアスファルト路面に自

由落下させた．路面への衝撃実験の状況を図 4.9 に示す．本実験で使用したヘルメット

は，前項 4.2「車への衝撃実験」のヘルメットと同様，Kabuto 社製 FIGO G-1 成人用で

ある（図 4.2）．路面に対するヘルメットの衝撃部位は，前項 4.2「車への衝撃実験」を

考慮し．本実験においてもヘルメット側面とした（図 4.2）．図 4.9 (b) に示す通り，頭
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部インパクタの底面と水平面との角度は 63 度とした． 

本実験では，ヘルメットを装着した頭部インパクタと路面との距離を 1.5 m（成人男

性の顎高に相当）になるように落下高さを調整した（図 4.9 (b)）[61]．本研究では実験

に先立ち，交通安全環境研究所の倫理委員会の許可を得た上で，日本人の成人 5 人を対

象に，立位（図 4.10 (a)）と自転車乗車時（図 4.10 (b)）の眼高の違いを計測した．眼高

の最大差は，表 4.3 に示す通り，5 人の実験参加者において 0.03m であった．この結果

から，本研究では歩行者と自転車乗員の眼高はほぼ同じと仮定した．一般社団法人 人

間生活工学研究センター（1997 年）による日本人の人体計測データ[62]では，20 歳代の

日本人男性の立位での平均顎高が 1.47m であった．そこで，落下高さを記述の 1.5 m に

設定した．また，ヘルメットの衝突相手の路面について，日本の一般的な道路がアスフ

ァルトであることから，実験における路面はアスファルトを選択した． 

   

(a) 頭部インパクタ単体[61]                 (b) ヘルメット装着 

図 4.9 路面への衝撃実験 
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(a) 立位             (b) 自転車乗車時 

図 4.10 立位及び自転車乗車時の眼高 

 

表 4.3 立位と自転車乗車時の眼高の違い 

 

 

4.3.2 実験結果 

実験の繰り返し性を調査するため，ヘルメットを装着した頭部インパクタの路面に対

する衝撃実験を 2 回実施した．ヘルメットを装着させた頭部インパクタより計測される

3 軸合成加速度の時間履歴曲線を図 4.11 に示す．それぞれの実験において，2 回実施し

た結果における合成加速度の時間履歴はほぼ一致していた．計測 HIC 値をまとめて表

4.4 に示す．1 回目の HIC 値は 860，2 回目の HIC 値は 885 であった．実験回数は 2 回

であったため，2 回の平均 HIC 値に対する HIC 値差の割合に着目すると，HIC 値差の

割合は 2.9%であった． 

(a) 立位 (b) 自転車乗車時
立位と自転車乗車時の差

(b)−(a)

#1 1.625 1.625 0.000

#2 1.640 1.640 0.000

#3 1.590 1.570 -0.020

#4 1.470 1.490 0.020

#5 1.590 1.620 0.030

実験参加者

眼高 (m)
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図 4.11 ヘルメット装着頭部インパクタを路面へ衝撃させた時の 

繰り返し衝撃時の合成加速度時間履歴曲線 

 

表 4.4 繰り返し衝撃時の HIC 値 

 

 

頭部インパクタにヘルメットを装着した頭部インパクタを路面へ自由落下させた時

の時間履歴における合成加速度及び HIC 値を図 4.12 に示す．ヘルメット着用の効果を

明確にするため，比較対照として，松井らの実験による頭部インパクタを路面へ自由落

下させた時の合成加速度及び HIC 値[61]も図 4.12 に示す．最大合成加速度は，頭部イン

パクタ単体が 6434 m/s2 に対して[61]，ヘルメットを装着した頭部インパクタでは 1571 

m/s2であった．HIC 値は，頭部インパクタ単体が 6525 に対して[61]，ヘルメットを装着

した頭部インパクタでは 885 であった（表 4.5）．HIC 値の減少率はヘルメット装着にお

いて 86.4%を示した．HIC 値 6525 は，重篤以上の頭部傷害となる確率 100%とされる値

であるが，HIC 値 885 は重篤以上の頭部傷害となる可能性は極めて低い値である[38]．

ヘルメット装着した場合の HIC 値 885 は，日本の技術基準で規定されている，自動車

のボンネントにおける HIC 値上限（1000, 1700）[60]を満足していた． 

 

車両衝撃
位置

ヘルメット
衝撃位置

(1)
1回目計測

HIC値

(2)
2回目計測

HIC値

HIC値差

|(1)−(2)|
平均HIC値

平均HIC値に対する

HIC値差の割合

|(1)−(2)|/平均

路面 側頭部 860 885 25 873 2.9%
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図 4. 12 路面に対し頭部インパクタ単体[61]，ヘルメット装着頭部インパクタを衝撃

させたときの時間履歴における合成加速度及び HIC 値 

 

表 4.5 路面に対し頭部インパクタ単体[61]，ヘルメット装着頭部インパクタを衝突させ

た場合の合成加速度，HIC 値，HIC 値減少率 

 

 

 

4.4 考察 

本衝撃実験の結果は，頭部の傷害程度を示す指標とされる HIC 値を用いて評価した．

HIC 値は交通事故における頭部傷害の指標として，世界的に広く採用されている傷害値

であり，日本における車のボンネットを対象とした歩行者頭部保護性能試験の評価指標

としても採用されている[63]．HIC 値は，頭蓋骨骨折の頭部耐性曲線（Wayne State 

Tolerance Curve）（図 4.13）を基に傷害指標として開発されたことから[54]，頭部への強

い衝撃力は頭蓋骨骨折の発症リスクに大いに関係があると予測される[55]．本研究にお

ける車への衝撃実験では，自転車乗員にとって傷害程度が最も厳しい状況を想定し，車

のボンネットや前面ウィンドスクリーンよりも剛性が高い A ピラーを衝撃位置とした

[39][58]．さらに，自転車が車に衝突した場合，車と共に，路面が自転車乗員の頭部外傷
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の起因にもなる可能性があることから[34]，路面に対する衝撃実験を実施した．車及び

路面に対する両実験において，ヘルメットを装着した頭部インパクタの HIC 値は，頭

部インパクタ単体の HIC 値に比べて極めて低く，HIC 値減少率は，車の場合が 59.5%，

路面の場合が 86.4%であった．これらの結果から，ヘルメット装着は，自転車乗員の頭

部外傷，特に頭蓋骨骨折の発生リスクを減少させる効果を有することが示された． 

 

 
図 4. 13 頭部耐性曲線（Wayne State Tolerance Curve）[55] 

 

A ピラー下端部への衝撃実験での HIC 値は，頭部インパクタ単体が 6529 で，ヘルメ

ットを装着した頭部インパクタが 2644 であった．HIC 値の減少率は 59.5%であった．

路面への衝撃実験での HIC 値は，頭部インパクタ単体が 6525 に対して[61]，ヘルメッ

トを装着した頭部インパクタでは 885 であった．HIC 値の減少率はヘルメット装着にお

いて 86.4%を示した．A ピラー下端部及び路面への衝撃の頭部インパクタ単体の HIC 値

は近似しているが，ヘルメットを装着した頭部インパクタの HIC 値は異なり，路面へ

の衝撃（86.4%）の方が A ピラー下端部への衝撃（59.5%）に比べて減少率が高かった．

これは，両者の衝突速度と衝突相手の材料の違いが原因と考えられる．A ピラー下端部

への衝突速度は 35 km/h であるが，路面への衝突速度は，高さ 1.5m からの自由落下の

ため，約 20 km/h と算出される．さらに，A ピラー下端部への頭部インパクタ単体の衝

撃後，A ピラーの衝撃箇所の変形（凹み）が目視で確認された．しかし，路面への頭部

インパクタ単体の衝撃では，アスファルト路面に変形が生じたことは文献で報告されて

いない[61]．本実験におけるヘルメットを装着した頭部インパクタの路面への衝撃実験

では，路面の変形は全く観察されなかった．以上のことから，A ピラー下端部及び路面

への衝撃実験の結果において，HIC 値の減少率に差が生じたと予測される． 

Aピラー下端部への衝撃実験において，ヘルメットを装着した場合のHIC値2644は，

日本の技術基準で規定されている，自動車のボンネントの高剛性部位に対する HIC 値

上限の 1700 [60]を超えていた．HIC 値をさらに減少させるためには，A ピラーにおい

て，車両運転者の視界を遮ることなく，衝突エネルギーを減少させるような構造を組み
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込む等，車側の新たな対策が必要と考える． 

車両 A ピラー下端部及び路面に衝撃させた後のヘルメット側面の状況を図 4.13 に示

す．両実験の実施後，ヘルメットに生じた割れが目視で確認された．本結果から，ヘル

メット装着による HIC 値減少は，ヘルメットの内側の衝撃吸収材（発泡スチレン）によ

る衝撃エネルギー吸収が寄与したと考えられる．  

 

 

(a) 車両衝撃実験                   (b) 路面衝撃実験 

図 4. 13 衝突実験後のヘルメットに生じた割れ 

 

本実験では，実際の自転車事故において頻度の高いヘルメットの衝撃部位を考慮し

[56]，ヘルメットの衝突部位を側面部とした．ヘルメットの側面部と同様，ヘルメット

前面部の衝突頻度も高いことが報告されていることから[56]，今後，ヘルメットの異な

る部位でのヘルメット頭部保護効果も調査する必要がある． 

車への衝撃実験では，自転車乗員の傷害程度が高い事例を考慮し，車両ボンネットや

前面窓よりも高剛性である，A ピラー下端部を衝撃位置とした．しかし，実際の自転車

と車との事故では，自転車乗員頭部は車両前面のウィンドスクリーンと衝突する頻度が

高いと報告されている[58]．ウィンドスクリーンのように剛性が低い部位との衝突につ

いても，今後同様の調査を実施する必要がある． 

車への衝撃実験では，有限要素モデルを用いた山田らの文献[59]に基づき，頭部イン

パクタの車への目標衝突速度（35 km/h），及び衝突角度（水平面から 65 度）を衝撃実験

条件として設定した．山田らによる有限要素モデル解析では，自転車モデルに人体ダミ

ー（AM50）モデルを乗車させ，セダンの中央に 40 km/h で衝突させた結果，頭部の車

への相対衝突速度は 36.8 km/h で，水平面に対する角度は 66 度という結果であった[59]．

一般的に，衝突速度や角度などの衝突条件は，自転車の走行速度，自転車乗員の乗車姿

勢，車のブレーキ作動による減速条件など，様々な要因に影響を受ける可能性がある．

車への衝撃実験の条件は，自転車乗員が車両走行速度 40 km/h で車に衝突する 1 つの状

況を再現した．従って，車両走行速度が 40 km/h 未満あるいは 40 km/h 以上，自転車の

走行速度有りなど，本実験とは異なる条件における自転車乗員の頭部外傷について，さ

らなる調査を実施する必要がある． 
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路面に対する衝撃実験では，自転車乗員の頭部のポテンシャル・エネルギーのみを考

慮し，頭部インパクタの落下高さを設定した．しかし，車と自転車との衝突事故におい

て，車の水平速度からの運動エネルギーが自転車乗員へ伝わる．これにより，回転速度

が自転車乗員の頭部に傷害を発生させ，重傷度が高くなる可能性がある．今後の研究に

て，回転速度による頭部傷害の重傷度の違いを調査することで，将来，自転車乗員頭部

の回転加速度による脳傷害の評価手法の開発が期待される． 

 

 

4.5 結言 

本研究では，実際の軽自動車の A ピラー下端部に対し頭部インパクタ単体，及びヘ

ルメットを装着させた頭部インパクタを打撃させる衝撃実験を実施した．その結果，頭

部インパクタ単体の HIC 値は 6529 であったが，ヘルメットを装着した場合 2644 とな

った．頭部インパクタ単体の HIC 値に対するヘルメット装着時の HIC 値の差を HIC 値

減少率とすると，HIC 値減少率は 59.5%であった．しかし，ヘルメット装着時の HIC 値

2644 は，重篤以上の頭部傷害となる確率は 100%となる値である[38]． 

路面に対する衝撃実験では，ヘルメットを装着した頭部インパクタをアスファルト路

面に自由落下させた．その結果，HIC 値は，頭部インパクタ単体が 6525 に対して[61]，

ヘルメットを装着した頭部インパクタでは 885 となった．HIC 値の減少率はヘルメット

装着において 86.4%を示した．HIC 値 885 は重篤以上の頭部傷害となる可能性は極めて

低い値である[38]． 

これらの結果から，自転車用ヘルメットを着用せずに，自転車乗員の頭部が車の高剛

性部位に衝突した場合，死亡に至る危険性が極めて高いことが示された．自転車用ヘル

メットの着用により，車の前面，路面ともに頭部保護効果が示され，特に，路面への衝

撃において頭部保護効果が有効であることが判明した．車の前面の中でも特に高剛性部

位（A ピラーなど）への衝突においては，ヘルメット着用により HIC 値は減少するが，

依然として自転車乗員が死亡に至る危険性は高いことが示された．そうした場面では，

ヘルメット着用だけでは頭部保護として十分とは言い難く，高剛性部位において，車の

衝突安全技術として，頭部衝突時のエネルギー吸収の向上が求められる． 
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第５章 

有限要素モデル解析 
 

 

5.1 諸言 

自転車交通事故において，交差点での出会い頭事故の危険性（第 2 章），路面との衝突

による頭部外傷（第 3 章），及び自転車用ヘルメットの着用効果（第 4 章）に着目し，本章

では，頭部及び自転車用ヘルメットの有限要素モデルを用いて，頭蓋骨骨折や脳傷害発

症及びヘルメット着用効果を定量的に求めた．使用した頭部有限要素モデル[64]は，頭

部が衝撃を受けた時の頭蓋内の変化の再現予測が可能である．本解析では，自転車単独

事故として，自転車乗員の前頭部及び側頭部が路面に衝突する状況，並びに，出会い頭事

故（第 2 章）に着目し，車と出会い頭衝突後の自転車乗員頭部が路面に衝突する状況，それ

ぞれの状況を想定し，頭部外傷の発症時のヘルメット効果を推定した．さらに，第 3 章にお

いて，獨協医科大学越谷病院 救命救急センターの自転車乗員患者の症例について，頭

部有限要素モデルにより実際の頭部外傷（頭蓋骨骨折，脳挫傷）を再現し，その頭部外

傷に対するヘルメットの頭部保護効果を推定した．ヘルメットモデルの検証に際し，第

4 章の路面への衝撃実験結果と比較する．本解析では，頭部外傷として，頭蓋骨骨折，

脳内血腫，脳挫傷，DAI（diffuse axonal injury，びまん性軸索損傷）について発症リスク

の可能性を評価した． 

 

5.2 人間の頭部 

5.2.1 脳の構造[65][66] 

人間の脳は，周囲の事象を把握し，思考行動する中枢である．脳の構造を図 5.1 に示

す．頭部表面の軟部組織は 5 層構造から成り，外側から順に皮膚（頭皮），皮下組織，

帽状腱膜，帽状腱膜下組織，骨膜である．頭蓋骨は，脳を保護する脳頭蓋（頭蓋冠，頭

蓋底）と顔面頭蓋から成る．頭蓋骨の下には脳を包む髄膜があり，髄膜は外側から順に，

硬膜，クモ膜，軟膜，の 3 層構造から成る．硬膜は，脳脊髄を包む固い膜で，左右の大

脳の間の大脳鎌と呼ばれ，大脳と小脳の間には小脳テント等を形成している．クモ膜は，

硬膜と軟膜の間の膜で，軟膜とクモ膜の間にはクモ膜下腔という空間がある．クモ膜下

腔は脳脊髄液で満たされており，この空間に出血が生じるとクモ膜下出血になる．軟膜

は，外側の上軟膜層と内側の内軟膜の 2 層から成る．脳全体の後下方の小脳は，運動の

バランスやスムーズさを調節する．脳幹は中脳，橋，延髄から成り，意識，体温調節，
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呼吸，血圧，脈拍など生命維持に関する機能の中枢で，極めて重要な役割を果たしてい

る．頭蓋内の脳室内とクモ膜下腔に，脊柱管内では脊髄クモ膜下腔に，それぞれ脳脊髄

液が存在し，相互に交通している．脳脊髄液は水様透明な液体で絶えず循環している．

脳脊髄液圧の上昇や脳脊髄液の組成の変化は，脳外科及び神経内科疾患の貴重な検査所

見として重要とされる． 

 

 
図 5.1 脳の構造[66] 

 

大脳は前頭葉，側頭葉，頭頂葉，後頭葉に分かれ，機能が分化している．大脳の部位

とその役割を図 5.2 に示す[67]．前頭葉は物を考える・運動の指令を行う．頭頂葉は物

を感じ解析する．側頭葉は記憶や言語，音の解析を行う．後頭葉は目から届く視覚情報

を取り入れ解析する．これらは脳の機能局在と呼ばれる．左脳が言語の優位半球となり，

計算や数値的なことを主に担当し，右脳は画像等の情報を処理すると言われる．しかし，

10～20％の人では言語の中枢が右側や両側にあると言われる．左右の脳は脳梁という太

い神経の束で結ばれている．  

 

 

図 5.2 大脳の部位とその役割 [67] 
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5.2.2 頭部外傷の発生機序[8][9] 

人間の脳は，固い頭蓋骨と脳脊髄液を含む髄膜に覆われており緩衝材のような役目に

なり，保護されている．しかし，交通事故により脳全体が衝撃を受けた場合，頭部外傷

を発症する．本章では，交通事故による主な頭部外傷の中から，頭蓋骨骨折，脳挫傷，

脳内血腫，びまん性軸索損傷に着目する． 

 

頭蓋骨骨折 

頭蓋の骨折の存在は，受傷時に有意な力が加わったことを示唆する．頭蓋骨骨折によ

り，頭蓋骨骨折の無い頭部外傷よりも脳に与えるダメージは大きくなる．しかし，頭蓋

骨に骨折が生じても，脳まで損傷しない場合も多い．頭蓋の後部や底部の骨折では，脳

を覆っている髄膜が破れ，まれに骨折部位から細菌が頭蓋内へ侵入して感染症を起こし，

脳に重大な損傷を与える場合がある．折れた頭蓋骨の断片が脳を圧迫し傷つける場合も

ある．このような骨折を陥没骨折と言う．後頭骨および頭蓋底（後頭骨底部）の骨は厚

く強靱であるため，これらの部位の骨折は強い衝撃を受けたことを意味し，脳損傷のリ

スクを有意に高める．側頭骨の錐体部に及んだ頭蓋底の骨折では，しばしば中耳および

内耳の構造が損傷し，顔面神経，聴神経，および前庭神経の機能が障害される可能性が

ある． 

 

脳挫傷 

主な原因は頭部への強打とされ，衝撃により脳全体が加速度衝撃を受けた場合や，頭

部が固定物に衝突することで急に減速されることによる，脳の組織の損傷である．開放

性と閉鎖性の両方があり，挫傷の大きさや位置により，様々な脳機能が障害される．挫

傷が小規模であれば脳へのダメージも僅かで，症状はほとんど現れない，あるいは軽症

の頭部外傷の症状を生じる．脳挫傷が重傷の場合，脳浮腫や頭蓋内圧亢進を来たす場合

がある．脳挫傷は最初の受傷から数時間～数日かけて拡大し，神経機能の悪化を招くこ

とがある．平衡感覚や協調運動が損なわれる場合もある．思考能力，感情の調節，運動，

感覚，言語，視力，聴力，記憶などに障害が現れる場合もある．重症の場合は，脳の内

部で腫れが起こり，脳組織の損傷が進行する．脳ヘルニアが生じ，昏睡状態に陥る場合

もある． 

 

脳内血腫 

脳内血腫は，脳内部に血液が貯留したものである．外傷の場合，脳内血腫は挫傷が融

合することによって生じる．1 つまたは複数の挫傷が厳密にどの時点をもって血腫とな

るかについては，明確な定義がない．続いて頭蓋内圧亢進，脳ヘルニア，および脳幹機

能不全が発生する可能性があり，特に側頭葉の病変でよく見られる． 
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びまん性軸索損傷（Diffuse Axonal Injury, DAI） 

びまん性軸索損傷（DAI）は，回転方向の減速により剪断力が発生した結果として，

軸索線維とミエリン鞘が広範囲に渡りびまん性に破壊されることにより生じる．数個の

DAI 病変であれば，軽微な頭部損傷でも生じる場合がある．DAI には肉眼的な器質的病

変は含まれないが，CT および病理組織学的検査では，白質に小さな点状出血が観察さ

れる場合が多い．DAI は時に，特異的な局所病変がない状況で 6 時間以上持続する意識

消失と臨床的に定義されることもある．この損傷による浮腫は，しばしば頭蓋内圧を亢

進させて，様々な症候をもたらす．DAI は，揺さぶられっ子症候群における典型的な基

礎病態とされる． 

 

 

5.3 有限要素モデル 

5.3.1 頭部モデル[64] 

本研究で使用した頭部有限要素モデル（THM，Tokyo Metropolitan University Finite 

Element Head Model, ver.1.0，以下，頭部モデル）は，図 5.3 に示す通り，被撮影者を成

人の男性として，MRI 装置の撮影法である T1 強調の MRI（Magnetic Resonance Imaging，

核磁気共鳴画像法）の矢状断（縦切り）データを用いて構築された．T1 強調は脂肪分を

強調し，脳実質の形状を鮮明にすることができる．脳実質モデルは，解剖学的に重要と

される，大脳，脳幹，小脳，脳梁，脳室，硬膜（髄膜，大脳鎌，小脳テント）の部位が

再現されている（図 5.4 (a)）．頭部モデルの内観を図 5.4 (b)に示す．頭部モデルは，頭

皮，外板・板間層・内板の三層構造から成る頭蓋骨，脳脊髄液，脳実質の各モデルで構

成されている．頭部モデル各部位の材料物性値を表 5.1 に示す．一般に，有限要素モデ

ルは，ノード（点）に有限要素が結合し，モデルの材料物性や構造上のプロパティを有

した有限要素メッシュを形成することで，モデルが構築される．頭部モデルの総ノード

数は 89,226，総要素数は 74,462 であり，総質量は 4.2 kg である．頭部モデルに用いた

材料については，頭皮は弾性体，頭蓋骨は等方弾塑性体，そして，脳脊髄液・脳実質は

粘弾性体が使用されている．  
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図 5. 3 有限要素頭部モデルの構築方法 

 

 

(a) 頭部モデルの部位別概要 

（図 5. 4 頭部モデル[64]） 
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(b) 頭部モデルの内観 

図 5. 4 頭部モデル[64] 

 

表 5.1 頭部モデル材料物性値[68][69][70] 

 

 

頭部モデルの妥当性については，Nahum らの屍体実験結果[71]との比較により検証さ

れた．その実験の概要を図 5.5 に示す．Nahum らの実験では，5 kg の鉄製インパクタを

6 m/s で頭部の前頭部に衝突させ，前頭部（図 5.5 (a)「A」）と後頭部（図 5.5 (a)「B」）

における頭蓋内圧力，及び重心位置における加速度を計測している．Nahum らの実験に

おける入力荷重の時間履歴を図 5.5 (b)に示す． 

 

体積弾性 短期せん断 長期せん断

係数 係数 係数

 (kg•m-3) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)  (-) (/s)

頭皮 1000 16.7 - - - 0.42
顔面骨 1213 5000 - - - 0.23
外板/内板 1456 5000 - - - 0.25
板間層 850 2320 - - - -
脳脊髄液/脳室 1040 - 2190 - 0.0005 - 500000
大脳 1040 - 2190 0.0125 0.0025 - 80
脳幹 1040 - 2190 0.0225 0.0045 - 80
脳幹 1040 - 2190 0.041 0.0078 - 400

 大脳鎌/小脳テント 1130 31.5 - - - - 0.45
小脳 1040 - 2190 0.01 0.002 - 80

密度 ヤング率 ポワソン比 減衰係数
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(a) 実験概略図           (b)入力荷重波形 

図 5. 5 Nahum らによる屍体実験概略図及び実験で得られた入力荷重[71] 

 

頭部モデルの検証では，その入力荷重を頭部モデルの前頭部に相当するノードに入力

し，頭蓋内圧力及び加速度について実験結果と比較した．Nahum らの実験では，インパ

クタと頭部との接触面積が 846 mm2 であったことから，その面積に相当する前頭部の

54 ノードに荷重を与えた．Nahum らの実験で得られた結果と構築した頭部モデルの解

析結果との比較を図 5.6 (a)，(b)，(c) に示す．頭蓋内圧力や加速度の予測において，屍

体実験の結果と頭部モデルの解析結果に僅かのずれはあるが最大値はほぼ一致したこ

とから，構築した頭部モデルは妥当性の範囲内にあるものと判断された． 

 

       
(a) 前頭葉における圧力波形 (b) 後頭葉における圧力波形  (c) 頭部重心位置における 

加速度波形 

図 5.6 Nahum らの実験結果[71]と頭部モデルによる解析結果との比較 

 

5.3.2 頭部インパクタモデル 

頭部インパクタ有限要素モデル（以下，頭部インパクタモデル）は，自転車用ヘルメ

ット有限要素モデルの妥当性を検証する際に使用した．頭部インパクタの寸法及び外観

を図 5.7 (a) (b) に示す．頭部インパクタの寸法（図 5.7 (a)）を基に，頭部インパクタモ

デルの構築を行った．成人男性頭部を模した頭部インパクタは，質量が 4.5 kg で[50]，

技術基準及び J-NCAP で採用されている．頭部インパクタは，人間の頭部を模した半球

体とベースプレートから構成されており，ともにアルミニウム製である．半球体はポリ

塩化ビニル（Polyvinyl chloride , PVC）で覆われている．球体部については A2024BE T4
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の材料特性を使用し，ベースプレートについては SS400 の材料特性を使用した．表皮に

使用されているポリ塩化ビニル（PVC）は合成樹脂の為，正確な材料特性は不明である．

頭部インパクタモデルに用いた材料物性を表 5.2 に示す．構築した頭部インパクタモデ

ルは全て六面体要素で構成されている．頭部インパクタモデルの外観を図 5.8 (a)に，断

面図を図 5.8 (b)に示す．頭部インパクタ有限要素モデルの総ノード数は 17,502 で，総

要素数は 14,696 である．頭部インパクタモデルの妥当性は，頭部インパクタ落下校正

試験の再現解析を行い，実験結果と解析結果を比較することで，材料特性の調整を実施

した（図 5.9 (a)(b)）．落下校正試験では頭部インパクタを 376 mm の高さより鉄板に自

由落下させ，重心位置近傍における 3 軸合成加速度の最大値が 225 G～275 G に入るこ

とが規定されている．実際の頭部インパクタを用いた落下校正試験による合成加速度の

結果と，構築した頭部インパクタモデルの解析結果の最大値はほぼ一致し，妥当性の範

囲内にあるものと判断された． 

 

 

       (a) 寸法          (b) 頭部インパクタ外観 

図 5.7 頭部インパクタの寸法及び外観 

 

表 5.2 頭部インパクタモデル材料物性値 

 

 

(a) 外観            (b) 断面図 

図 5.8 頭部インパクタモデルの外観及び断面図 

Density  ρ

(kg/m3)
Young's modulus E

(MPa)
Poisson's ratio

Sphere 2700 70000 0.33

Baseplate 7870 192080 0.30
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(a) 実験         (b) 再現解析 

図 5.9 頭部インパクタ落下構成試験 

 

 

図 5.10 頭部インパクタ落下校正試験結果と頭部インパクタモデルによる合成加速度

の比較 

 

5.3.3 自転車用ヘルメットモデル 

自転車用ヘルメット有限要素モデル（以下，ヘルメットモデル）は，第 4 章の衝撃実

験で使用された Kabuto 社製 FIGO G-1 成人男性用ヘルメット（OGK Kabuto, 2012）を対

象に構築した．図 5.11 にヘルメットモデルの構築手順を示す．東京都⽴産業技術センタ
ーにてヘルメットの CT（Computed Tomography，コンピューター断層撮影）撮影を⾏っ
た．撮影した CT 断層画像データを基に，ヘルメット外側の形状（シェル要素）を，続

いて外側のシェルから内側シェルを作成し，外側と内側を六面体要素で厚みを生成した．

モデル作成には，Siemens 社（旧 SDRC 社）製の Femap を使用した．ヘルメットモデル

は，FIGO G-1 ヘルメットと同様，外殻（ポリエチレン）と衝撃吸収材（発泡スチレン）

の各モデルで構成されている[73]．外殻は厚さ 1.0 mm のシェル要素で，衝撃吸収材は，

六面体要素で構成されている．外殻と衝撃吸収材の材料物性値を表 5.3 に示す．ヘルメ

ットモデルの総ノード数は 5,252，総要素数は 4,302 であり，総質量は 0.250 kg である．

Kabuto 社製 FIGO G-1 の自転車用ヘルメット及びヘルメットモデルを図 5.12 に示す．

ヘルメットモデルの妥当性については，前章 4.3「路面への衝撃実験」の結果（図 4.12）

0             1            2            3            4            5

解析 実験

合
成

加
速

度
(m

/s
2 )

0 

500 

1000 

1500 

2000 

2500 

時間 (ms)



- 100 - 

 

との比較により検証された．路面への衝撃実験では，頭部インパクタの底面と水平面と

の角度は 63 度とし，ヘルメット装着した頭部インパクタを，高さ 1.5m からアスファル

ト路面に自由落下させた（図 4.9）．高さ 1.5m からの自由落下なので，衝突速度は 5.42 

m/s と算出される．ヘルメットの衝撃部位は，ヘルメット側面であった．この実験条件

に従い，本解析では，頭部インパクタモデルにヘルメットモデルを装着させた．頭部イ

ンパクタモデルの底面と路面モデルとの角度は 63 度とし，路面モデルに対するヘルメ

ットの衝撃対象はヘルメット側面とした．路面モデルについては，その衝撃実験に従い，

アスファルトとした．アスファルトの材料物性値を表 5.4 に示す[72]．前章 4.3「路面へ

の衝撃実験」で得られた結果とヘルメットモデルの解析結果との比較を図 5.13 に示す．

路面へ衝撃させたときの合成加速度について，実験結果とヘルメットモデルの解析結果

の最大値はほぼ一致し，妥当性の範囲内にあるものと判断された． 

 

 
図 5.11 ヘルメットモデル構築手順 

 

表 5. 3 ヘルメットモデル材料物性値[73] 

 
 

Density  ρ

(kg/m3)
Young's modulus E

(MPa)
Poisson's ratio

Inner liner 187 60

Outer shell 909 1500 0.42
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              (a) 真上から見た図         (b) 横から見た図 

図 5.12  実際の自転車ヘルメットとヘルメットモデル 

 

表 5.4 路面モデル材料物性値[72] 

 

 

 
図 5.13 ヘルメットの路面への衝撃実験結果（図 4.12）とヘルメット 

モデルによる解析結果との合成加速度における比較 

 

 

5.4 自転車単独事故での頭部の路面衝突に対するヘルメット着用効果 

5.4.1 解析条件 

頭部モデル単体及びヘルメットモデルを装着させた頭部モデルを用いて，自転車単独

事故として自転車乗員が路面に衝突した際の，頭部外傷の発症（部位別）の可能性及び
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ヘルメットの保護効果を定量的に求めた．交通事故の一例として，1.5 m の高さに位置

する自転車乗員の頭部が路面に衝突したことを想定し，衝突速度は 5.42 m/s と算出し

た．高さ 1.5m は，4 章の路面への衝撃実験で設定した条件に基づく．自転車乗員の頭部衝

突位置は，前頭部や側頭部の頻度が高いという報告[56]を考慮し，路面との衝突位置を

前頭部及び側頭部（右側）の 2 条件とした．路面モデルはアスファルトを想定し，前節

同様の材料物性を使用した（表 5.4）．実際の交通事故では，自転車乗員は様々な姿勢で

車両に衝突され，最終的に自転車乗員の頭部は路面へ衝突する．本研究では，交通事故

の一例として，頭部モデルが路面モデルに対して 90 度の衝突角度となるよう設定した．

尚，路面衝突直前の頭部初期傾き角度は，前頭部が衝突する条件下では路面に対し 35.0

度，側頭部では路面に対し 40.0 度とした．路面と前頭部との衝突の設定条件を，頭部モ

デル単体は図 5.14 (a)に，ヘルメット装着頭部モデルは図 5.14 (b)に示す．路面と側頭部

との衝突の設定条件を，頭部モデル単体は図 5.14 (c)に，ヘルメット装着頭部モデルは

図 5.14 (d)に示す． 

 

 
(a) 前頭部           (b) ヘルメット装着前頭部 

 

 

(c) 側頭部           (d) ヘルメット装着側頭部 

図 5.14 頭部モデルとヘルメット装着頭部モデルの路面との衝突条件 

 

本論第 3 章にて，交通事故に関与した自転車乗員の場合，傷害程度が高くなるに従い，

65 歳以上の構成率が増加することが判明した（図 3.3）．この結果を考慮し，自転車乗員

の年齢を 65 歳と想定し，文献を参考に頭蓋骨の材料物性を推定し，頭部モデルにおけ

る頭蓋骨のヤング率[74]を 8750 MPa とした（図 5.15）． 
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図 5.15 年齢による頭蓋骨の材料物性[74]の推定 

 

本解析では，第 3 章において救命救急センターに搬送された自転車乗員において，頭

部外傷で意識障害が発生した重軽傷患者の場合，頭蓋骨骨折及び脳挫傷の発生が高頻度

であったことを考慮し，頭蓋骨骨折及び脳挫傷の発症の可能性を推定した．頭蓋骨骨折

については，自転車乗員重傷者において頭蓋骨骨折の構成率 (52.5%) が最も高かった，

と Bambach らは報告している[33]．頭蓋骨骨折[9]は，加わる力により，ひびが入る程度

の骨折から，複雑な頭蓋骨骨折，さらには陥没骨折などがある．頭部外傷による頭蓋骨

骨折では，骨折箇所が衝撃箇所を示唆すると言われている[75]．脳挫傷[9]は，頭を強打

するなどして脳に大きな力が加わることで，脳に局所の挫滅，出血及び浮腫などをきた

す病態である．脳挫傷は打撃を受けた側に発生する直接損傷と反対側に発生する対側損

傷があり，打撃の受けた部位などにより発症し易さが異なることが報告されている． 

頭部外傷の発症予測は，頭蓋骨骨折は頭蓋ひずみ[76]，対側損傷側の脳挫傷は脳実質

の負圧[77][78][79]，脳挫傷はミーゼス応力[80]で評価した．表 5.5 に 50%発症予測のた

めの力学的パラメータと閾値を示す． 

 

表 5. 5 頭蓋骨骨折及び脳挫傷の発症予測のための各力学的パラメータと閾値 

 
 

5.4.2 解析結果 

頭部モデル及びヘルメットモデルを用いて，頭蓋骨骨折，脳挫傷の（部位別）発症の

可能性，さらにヘルメット効果推定のための再現解析を行った．頭蓋骨骨折発症予測の

ための最大頭蓋ひずみの結果を表 5.6 に示す．頭部モデル単体の路面モデルへの衝突で

頭部傷害
傷害予測のための
力学的パラメータ

閾値

頭蓋骨骨折 ひずみ 2.1 (%)
[76]

脳挫傷 負圧 -100 (kPa)
[77][78][79]

脳挫傷 ミーゼス応力 8.6 (kPa)
[80]
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は，前頭部における最大頭蓋ひずみは 5.3%となり，側頭部における最大ひずみは 4.6%

であった．最大頭蓋ひずみ発生時の頭部モデルにおけるひずみ分布状況を図 5.16 に示

す．路面モデルと直接衝突した箇所周辺において，頭蓋ひずみが発生している．ヘルメ

ットモデルを装着した頭部モデルの場合，前頭部における最大頭蓋ひずみは 0.3%とな

り，側頭部における最大ひずみは 0.2%であった．頭部モデル単体とヘルメット装着時

の両最大頭蓋ひずみの差に対する頭部モデル単体の最大頭蓋ひずみの割合を減少率と

すると，前頭部では 93.5%，側頭部では 94.9%を示した．以上の結果から，ヘルメット

装着のない前頭部及び側頭部の最大ひずみは両者とも骨折の閾値となる 2.1%を超えて

いることから，前頭部及び側頭部が路面に衝突した場合，頭蓋骨骨折の発症リスクが極

めて高いことが推測された．ヘルメット着用により，頭蓋骨骨折の発症が大いに減少す

る可能性が示された．  

 

表 5. 6 ヘルメット着用無し・有りでの最大頭蓋ひずみ：頭蓋骨骨折 

 

 

 

(a) 前頭部                    (b) 側頭部 

図 5.16 頭部モデル単体の路面モデルへの衝突における最大頭蓋ひずみ発生時のひず

み分布状況 

頭部 ヘルメット 最大頭蓋ひずみ（%）

衝突位置 装着 閾値 2.1
[76]

前頭部 無し (a) 5.3*

有り (b) 0.3

(a) - (b) 5.0

減少率 (%) {(a) – (b)} / (a) * 100 93.5

側頭部 無し 4.6*

有り 0.2

(a) - (b) 4.4

減少率 (%) {(a) – (b)} / (a) * 100 94.9

*閾値超



- 105 - 

 

脳挫傷の解析結果について，脳実質の部位別最大負圧を表 5.7 (a)に，最大ミーゼス応

力を表 5.7 (b)に示す．各部位の最大負圧について閾値（-100.0 kPa）と比較すると，頭部

モデル単体の前頭部が路面モデルに衝突した場合，右脳（-530.6 kPa），左脳（-531.8 kPa），

小脳（-407.2 kPa），脳幹（-223.0 kPa）において閾値を超える数値を示した．ヘルメット

モデルを装着した前頭部の場合，各部位の最大負圧を閾値（-100.0 kPa）と比較すると，

いずれの部位も数値は減少したが，右脳（-152.3 kPa），左脳（-151.3 kPa），小脳（-147.1 

kPa）において閾値を超える数値を示した．頭部モデル単体とヘルメット着用時の両最

大負圧（絶対値）の差に対する頭部モデル単体の最大頭蓋ひずみ（絶対値）の割合を減

少率とすると，頭部モデル単体で閾値を超えた右脳（71.3%），左脳（71.5%），小脳（63.9%）

の減少率に比べて，脳梁（91.2%），脳室（91.6%），脳幹（83.5%）の方が高い減少率を

示した．頭部モデル単体の側頭部の場合，右脳（-1896.7 kPa），左脳（-411.8 kPa），小脳

（-571.8 kPa），脳幹（-296.3 kPa）において閾値を超える数値を示した．ヘルメットモデ

ルを装着した側頭部の場合，各部位の最大負圧を閾値（-100.0 kPa）と比較すると，いず

れの部位も数値は減少したが，右脳（-207.0 kPa），左脳（-137.7 kPa），小脳（-332.6 kPa）

において閾値を超える数値を示した．減少率では，左脳（89.1%）と脳幹（83.0%）の減

少率に比べて，左脳（66.6%），小脳（41.8%），脳梁（68.5%），脳室（64.6%）の方が低

い減少率を示した． 

次に，各部位の最大ミーゼス応力について閾値（8.6 kPa）と比較すると，前額部が衝

突した場合，脳梁（11.2 kPa）と脳幹（12.7 kPa）において閾値を超える数値を示した．

ヘルメットモデルを装着した頭部モデル前頭部の場合，各部位の最大ミーゼス応力を閾

値（8.6 kPa）と比較すると，小脳以外はいずれの部位も数値は減少し，小脳含めて全て

の部位において閾値は超えなかった．頭部モデル単体では閾値を超えた脳梁（76.9%）

と脳幹（79.2%）で高い減少率を示した．頭部モデル単体の側頭部が衝突した場合，左

脳（11.5 kPa），右脳（9.1 kPa），脳幹（18.3 kPa）の最大ミーゼス応力が閾値（8.6 kPa）

を超える数値を示した．ヘルメットモデルを装着した頭部モデル側頭部の場合，いずれ

の部位も数値は減少し，全ての部位において閾値は超えなかった．脳幹（72.8%）で最

も高い減少率を示した． 

以上の結果から，ヘルメットモデル装着の無い前頭部，側頭部が路面に衝突した場合，

脳挫傷の発症リスクが極めて高いことが推測された．ヘルメットモデルを装着した場合，

依然として最大負圧が閾値を超えたことから，脳挫傷の発症リスクの可能性は示された．

しかし，いずれの部位も最大負圧，最大ミーゼス応力の数値は全て減少し，特に，頭部

モデル単体では閾値を超えた部位において，ヘルメットモデル装着により高い減少率が

示された．従って，ヘルメット装着により，脳挫傷の発症の可能性は減少する可能性が

示された． 
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表 5. 7 脳実質における最大負圧と最大ミーゼス応力 

(a) 最大負圧 

 

 

(b) 最大ミーゼス応力 

 

 

 

5.5 車と衝突後の頭部の路面衝突に対するヘルメット着用効果 

本解析では，自転車交通事故における交差点での車との出会い頭事故（第 2 章），車

との衝突後，路面との衝突による頭部外傷（第 3 章），及び自転車用ヘルメットの着用効果

（第 4 章）に着目し，頭部モデル及びヘルメットモデルを用いて，自転車乗員が車と出

会い頭で衝突した後，自転車乗員の頭部が路面に衝突した場合を想定し，頭部外傷の発

症とヘルメット着用の効果を定量的に求めた．その自転車乗員と衝突する車種について

は，セダン及びワンボックス車を想定した．その背景として，第 3 章での事故データの

頭部 ヘルメット

衝突位置 装着 右脳 左脳 小脳 脳梁 脳室 脳幹

前頭部 無し (a) -530.6* -531.8* -407.2* -83.9 -61.9 -223.0*

有り (b) -152.3* -151.3* -147.1* -7.4 -5.2 -36.8

|(a)| - |(b)| 378.3 380.5 260.1 76.5 56.7 186.2

減少率 (%) {|(a)| – |(b)|} / |(a)| * 100 71.3 71.5 63.9 91.2 91.6 83.5

側頭部 無し -1896.7* -411.8* -571.8* -43.9 -37.4 -296.3*

有り -207.0* -137.7* -332.6* -13.8 -13.3 -50.4

(a) - (b) 1689.7 274.1 239.2 30.1 24.2 245.9

減少率 (%) {|(a)| – |(b)|} / |(a)| * 100 89.1 66.6 41.8 68.5 64.6 83.0

*閾値超

最大負圧（kPa）：　閾値 -100
[77][78][79]

頭部 ヘルメット

衝突位置 装着 右脳 左脳 小脳 脳梁 脳室 脳幹
前頭部 無し (a) 4.4 4.4 1.4 11.2* 0.1 12.7*

有り (b) 2.6 2.3 1.6 2.6 0.1 2.6

(a) - (b) 1.8 2.1 -0.2 8.6 0.0 10.1

減少率 (%) {(a) – (b)} / (a) * 100 40.2 46.9 -14.0 76.9 37.5 79.2

側頭部 無し 11.5* 9.1* 3.2 8.4 0.3 18.3*

有り 6.2 3.7 2.6 2.7 0.1 5.0

(a) - (b) 5.3 5.4 0.6 5.7 0.2 13.3

減少率 (%) {(a) – (b)} / (a) * 100 46.5 58.9 18.0 67.7 59.8 72.8
*閾値超

最大ミーゼス応力（kPa）：　閾値 8.6[80}
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解析結果において，セダンが他の車種に比べて自転車事故の件数が最多であり（表 3.1），

ワンボックス車との衝突では，重傷における頭部外傷（損傷主部位）の構成率が他の車

種に比べて高かったことを考慮し（表 3.2），本解析における対象車種とした． 

 

5.5.1 解析条件 

本解析での有限要素モデルによる再現に際し，頭部の路面への衝突速度及び衝突角度

条件については，面田・鴻巣による MADYMO（MAthematical DYnamics MOdel, Ver 7.0）

[81]を用いた研究において導出された結果[37]を参照した．MADYMO は剛体と関節か

ら成る全身モデルであり，世界標準ソフトウェアとしてダミー傷害予測，乗員拘束装置

の最適設計のために世界的に広く利用されている．MADYMO を用いて全身動作を再現

することで，頭部の衝突条件を推定することができる．面田・鴻巣の研究では，車，自

転車，自転車乗員，地面の各剛体モデルを用いて，自転車と車との衝突事故を再現し，

自転車乗員の頭部が車との衝突（1 次衝突）並びに路面との衝突（2 次衝突）の状況を

シミュレーション手法により解析している[37]．事故類型は出会い頭事故を想定し，車

モデルと自転車モデルの衝突角度を 90 度に設定し，両モデルが確実に衝突するように，

車モデルの前面中央部に自転車モデルのサドル部が衝突するように設定している．図

5.17 に MADYMO による自転車と車との衝突再現の状況を示す．車モデルの自転車モ

デルとの衝突速度は，20 km/h (5.6 m/s)，30 km/h (8.3 m/s)，40 km/h (11.1 m/s)の 3 種類と

し，車のモデルとしてセダン，SUV（Sport Utility Vehicle），ワンボックス車の 3 車種を

対象に解析を行っている．本研究では，車前面部の形状が異なるセダン（ボンネット有

り）とワンボックス車（ボンネット無し）の 2 車種を対象とした．MADYMO によるセ

ダンを図 5.18 (a)に，ワンボックス車を図 18 (b)に示す．面田・鴻巣の研究では，車モデ

ルと衝突した自転車モデルの頭部が路面と衝突する状況を再現し，路面衝突時の頭部の

路面に対する衝突速度（水平速度，垂直速度，相対速度）及び衝突角度を導出している

が，彼らの研究では，頭部の路面との衝突時における頭部外傷の発症に関しては不明で

ある． 

 
図 5.17  MADYMO による自転車と車との衝突再現[37] 
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        (a) セダン                         (b) ワンボックス車 

図 5.18  MADYMO による車モデル[37] 

 

本研究では，車と衝突後の頭部の路面（2 次衝突）との衝突を想定し，有限要素モデ

ルを用いた再現解析を実施することで，頭部外傷の発症の可能性を推定した．本解析で

は，自転車乗員がセダン（ケース A）及びワンボックス車（ケース B）との衝突を想定

した．自転車と車との衝突速度は，(1) 20 km/h (5.6 m/s), (2) 30 km/h (8.3 m/s), (3) 40 km/h 

(11.1 m/s)とし，各衝突速度で自転車が車と衝突した後，自転車乗員の頭部が路面に衝突

する状況を想定した．本解析の条件として，表 5.8 に示す通り，頭部の路面に対する衝

突速度（水平速度，垂直速度，相対速度）及び衝突角度を，ケース A 及びケース B に

対してそれぞれ設定した[37]．頭部モデル及びヘルメットモデルの衝突部位は側面とし

た．さらに，頭部モデル単体とヘルメットモデルを装着させた頭部モデルの両条件を再

現し，ヘルメットの頭部外傷に対する保護効果を推定した．路面はアスファルトを想定

し，剛体面とした．頭部と路面，ヘルメットと路面，さらに頭部とヘルメットとの摩擦

係数は 0.5 とした[43]．有限要素解析に際し，LS-DYNA (version 8.0) [82]を使用した．設

定条件の例として，A–(1)における，頭部モデル単体の設定を図 5.19 (a)に，ヘルメット

装着した頭部モデルの設定を図 5.19 (b)に示す．尚，本解析においても，前項 5.4 と同

様，本論第 3 章において示された結果を考慮し（図 3.3），自転車乗員の年齢を 65 歳と

想定し，文献を参考に頭蓋骨の材料物性を推定し，頭部モデルにおける頭蓋骨のヤング

率[74]を 8750 MPa とした（図 5.15）． 

 

表 5. 8 頭部の路面との衝突速度及び衝突角度[23] 

 

水平速度 垂直速度 相対速度 頭部衝突角度

ケースNo. [Vy] (m/s) [Vz] (m/s) [Vrel] (m/s) [α] (degree)

ケースA

A–(1) 2.61 1.89 3.22 36.0

A–(2) 3.82 2.82 4.75 36.4

A–(3) 7.36 3.67 8.22 26.5

ケースB

B–(1) 2.99 3.14 4.33 46.4

B–(2) 5.85 1.66 6.83 15.9

B–(3) 9.98 2.67 10.33 15.0

頭部モデル衝突速度
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(a) 頭部モデル単体         (b) ヘルメットモデル装着 

図 5.19 設定条件の例：A–(1)の場合 

 

頭部の路面への衝突について，頭部モデル単体及びヘルメットモデルを装着させた頭

部モデルを使用して再現解析を行った．解析対象とした頭部外傷は，頭蓋骨骨折，脳内

血腫，脳挫傷，及び，中度 DAI・重度 DAI であり，傷害発症閾値を用いて，それら頭部

外傷の発症を予測した．頭蓋における骨折の存在は，受傷時に外力が加わったことを示

唆し，神経損傷と関連のある骨折が発症した患者は，頭蓋内血腫発症の危険性が増加す

ると言われている[9]．脳内血腫は，外傷により，挫傷の融合から生じる脳の内部に生じ

る血腫である[9]．脳挫傷は脳の機能を広範囲に損なう場合があり，挫傷の大きさや場所

により傷害の程度が異なる．挫傷が大きいほど脳浮腫を発症し，頭蓋内圧が上昇する可

能性が高くなる DAI は，強い外力で脳に回転力が生じることで，軸索が損傷すると考

えられており，重度の場合には深刻な後遺症（高次脳機能障害など）や死に至ることも

あり[9]，CT や MRI による診断が難しいとされる[83][84]． 

頭部外傷の発症予測は，頭蓋骨骨折は頭蓋ひずみ[76]，脳内血腫は脳実質の圧力

[77][78][79]，脳挫傷は脳実質の負圧[77][78][79]とミーゼス応力[80]で，その発症を予測

した．中度 DAI 及び重度 DAI は，Deck と Willinger [85]のリスクカーブから発症リスク

を予測した．表 5.9 に頭部外傷の 50%発症予測のための力学的パラメータと閾値を示す． 

 

表 5. 9 頭部外傷の発症予測のための力学的パラメータと閾値 

 

頭部傷害
傷害予測のための
力学的パラメータ

閾値

頭蓋骨骨折 ひずみ 2.1 (%)
[76]

脳内血腫 圧力 300 (kPa)
[77][78][79]

脳挫傷 負圧 -100 (kPa)
[77][78][79]

脳挫傷 ミーゼス応力 8.6 (kPa)
[80]
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5.5.2 解析結果 

頭部モデル単体（ヘルメット装着無し）とヘルメットモデルを装着した頭部モデル（ヘ

ルメット装着有り）の路面への衝突再現について，その力学的最大応答値を表 5.10 に

示す．頭部モデル単体の場合，最大頭蓋ひずみは，ケース A では 3.4%～4.9%，ケース

B では 3.3%～4.8%であった．ヘルメット装着の場合，ケース A では 0.1%～0.3%，ケー

ス B では 0.2%～0.3%であった．ヘルメット装着の数値は頭部モデル単体の数値に比べ

て，ケース A では 94%～97%，ケース B では 92%～94%の減少率を示した．頭蓋骨最

大ひずみは，頭部モデル単体の場合，いずれの条件においても，頭蓋骨骨折の発症リス

ク 50%の閾値 2.1%[76]を超えたが，ヘルメット装着の場合の数値は全て閾値には達し

なかった． 

脳内血腫について，頭部モデル単体の場合，脳実質の最大圧力は，ケース A で 1207 

kPa～1974 kPa，ケース B では 1235 kPa～2203 kPa であった．ヘルメット装着の場合，

ケース A では 826 kPa～1514 kPa，ケース B では 851 kPa～1145 kPa であった．ヘルメ

ット装着の数値は，頭部モデル単体の数値に比べて，ケース A では 23%～46%，ケース

B では 25%～50%の減少率を示した．脳実質の最大圧力は，頭部モデル単体，ヘルメッ

ト装着ともに，いずれの条件においても，脳内血腫の発症リスク 50%の閾値 300 

kPa[77][78][79]を超える数値を示した． 

脳挫傷は，脳実質の負圧とミーゼス応力で発症予測を行った．脳実質の最大負圧は，

頭部モデル単体の場合，ケース A では-1146 kPa～-1879 kPa，ケース B では-1084 kPa～

-1705 kPa であった．ヘルメット装着の場合，ケース A では-688 kPa～-1168 kPa，ケース

B では-1084 kPa～-1705 kPa であった．ヘルメット装着の数値は，頭部モデル単体の数

値に比べて，ケース A では 33%～53%，ケース B では 25%～45%の減少率を示した．

頭部モデル単体，ヘルメット装着ともに，いずれの条件においても，脳挫傷の発症リス

ク 50%の閾値-100 kPa [77][78][79]を超える数値を示した．脳実質の最大ミーゼス応力は，

頭部モデル単体の場合，ケース A では 13.6 kPa～27.5 kPa，ケース B では 14.0 kPa～33.3 

kPa であった．ヘルメット有りの場合，ケース A では 9.9 kPa～23.7 kPa，ケース B では

10.4 kPa～19.7 kPa であった．ヘルメット装着の数値は，頭部モデル単体の数値に比べ

て，ケース A では 14%～27%，ケース B では 26%～46%の減少率であった．頭部単体，

ヘルメット装着ともに，いずれの条件においても，脳挫傷の発症リスク 50%の閾値 8.6 

kPa [80]を超える数値を示した． 
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表 5. 10 ヘルメット装着無し・有りでの頭部外傷の力学的最大応答値及び減少率 

 

ケース ケースNo. Vrel (m/s) _ α (°) 無し 有り

(a) (b) (a) – (b) {(a) – (b)} / (a) * 100

頭蓋最大ひずみ (%) ：頭蓋骨骨折

ケースA A–(1) 3.22_36.0 3.4* 0.1 3.3 97

A–(2) 4.75_36.4 4.3* 0.2 4.1 94

A–(3) 8.22_26.5 4.9* 0.3 4.6 94

ケースB B–(1) 4.33_46.4 3.3* 0.2 3.1 94

B–(2) 6.83_15.9 3.7* 0.3 3.4 92

B–(3) 10.33_15.0 4.8* 0.3 4.5 94

最大正圧 (kPa)：脳内血腫

ケースA A–(1) 3.22_36.0 1207* 826* 381 32

A–(2) 4.75_36.4 1931* 1052* 879 46

A–(3) 8.22_26.5 1974* 1514* 460 23

ケースB B–(1) 4.33_46.4 1235* 932* 303 25

B–(2) 6.83_15.9 1691* 851* 840 50

B–(3) 10.33_15.0 2203* 1145* 1058 48

最大負圧 (kPa)：脳挫傷

ケースA A–(1) 3.22_36.0 -1146* -688* -458 40

A–(2) 4.75_36.4 -1879* -879* -1000 53

A–(3) 8.22_26.5 -1748* -1168* -580 33

ケースB B–(1) 4.33_46.4 -1084* -810* -274 25

B–(2) 6.83_15.9 -1245* -709* -536 43

B–(3) 10.33_15.0 -1705* -933* -772 45

最大ミーゼス応力 (kPa)：脳挫傷

ケースA A–(1) 3.22_36.0 13.6* 9.9* 3.7 27

A–(2) 4.75_36.4 17.3* 13.4* 3.9 23

A–(3) 8.22_26.5 27.5* 23.7* 3.8 14

ケースB B–(1) 4.33_46.4 14.0* 10.4* 3.6 26

B–(2) 6.83_15.9 23.5* 12.7* 10.8 46

B–(3) 10.33_15.0 33.3* 19.7* 13.6 41

*閾値超

ヘルメット装着

減少率(%)
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中度 DAI 及び重度 DAI は，最大ミーゼス応力を用いて Deck と Willinger [85]のリス

クカーブから発症リスクを予測した．中度 DAI は図 5.20 (a)に，重度 DAI は図 5.20 (b)

に示す．中度 DAI の場合，頭部モデル単体ではケース A–(1)，(2)，(3)それぞれ 1%, 3%, 

72%の発症リスクが，ヘルメットモデル装着の場合は 1%, 1%, 30%であった．ケース B

については，頭部モデル単体ではケース B–(1)，(2)，(3)それぞれ 1%, 29%, 95%の発症リ

スクに対して，ヘルメットモデル装着の場合は 1%, 1%, 7%であった．重度 DAI の場合，

頭部モデル単体ではケース A–(1)，(2)，(3) それぞれ 1%，1%，18%の発症リスクに対

して，ヘルメット装着により 1%，1%，7%であった．ケース B については，頭部モデ

ル単体ではケース B–(1)，(2)，(3) それぞれ 1%，6%，51%の発症リスクに対して，ヘル

メットモデル装着により 1%，1%，2%を示した．これらの結果から，ヘルメット装着に

より，中度 DAI 及び重度 DAI ともに，その発症リスクの減少が予測された． 

 

 

(a) 中度 DAI 

 
(b) 重度 DAI 

図 5.20 ヘルメット装着無し・有りでの中度 DAI 及び重度 DAI の発症リスク 

 

 

5.6 壁との衝突による頭部外傷へのヘルメット着用効果 

本解析では，第 3 章において解析対象とした，獨協医科大学越谷病院 救命救急センタ
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ーの自転車乗員患者の症例について，カルテ情報に基づき MADYMO [81]による事故再

現を実施し，その結果，導出された条件を用いて頭部モデルによる再現解析を実施した．

実際の頭部外傷（頭蓋骨骨折，脳挫傷）を再現させ，さらに，その頭部外傷に対するヘ

ルメットの保護効果を推定した．  

 

5.6.1 症例の詳細情報 

本解析で対象とした症例の詳細情報は，病院のカルテ情報により収集した．詳細情報

を表 5.11 に示す．事故発生箇所と思われる現場の写真である． 

 

表 5. 11 症例の詳細情報 

 

 

 
(a) 写真 A                             (b) 写真 B 

図 5.21 事故発生箇所と思われる現場の写真 

（※写真中の自転車は本症例とは無関係） 

救急患者 22歳　男性 (168㎝　63.3㎏)

事故状況 階段横にあるスロープ (約10m程) を自転車走行，正面の壁に衝突

外傷 頭蓋底骨折，左眉の上骨折

急性硬膜外血腫 (※開頭血腫除去術)

左前頭葉の脳挫傷

左視神経損傷

気脳症

顔面挫創

肺挫傷

意識障害 発症

(中程度，注意記銘力低下, GCS 合計11点)

高次脳機能評価及び訓練実施記録あり

経緯 救急搬送から約3週間後に退院

退院から約1週間後、鼻出血し救急搬送され2週間ほどで退院
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5.6.2 MADYMO による症例の衝突再現 

MADYMO [81]により，本症例の事故再現を実施した．現場の状況から，斜面距離を

10m，斜面の最大高さを 4m，自転車の初速度を 0 m/s と想定し，自転車の壁への衝突速

度を 32 km/h と設定した．頭部外傷の状況から，人間モデルの左顔面（左目上部）が壁

に衝突するように初期姿勢を設定し，再現解析を行った（図 5.22）．尚，自転車モデル

には，MADYMO のソフトウェア上に標準搭載されているものを使用した．MADYMO

による衝突再現により得られた，頭部の壁への衝突時の頭部の角度，角速度，並進速度

を表 5.12 に示す． 

 

 
図 5.22  MADYMO による再現での初期姿勢 

 

表 5. 12 頭部の壁への衝突時の頭部の角度，角速度，並進速度 

 

 

5.6.3 有限要素モデルによる再現解析及びヘルメット着用効果 

頭部モデルを用いて，自転車乗員頭部の壁との衝突による，頭蓋骨骨折及び脳挫傷の

発症を再現した． MADYMO により得られた頭部の壁への衝突時の頭部の角度，角速

度，並進速度（表 5.12）を，頭部モデルによる解析の条件に設定した．さらに，頭部モ

デルにヘルメットモデルを装着させることで，ヘルメットの頭部保護効果を推定した（図

5.23）．解析対象とした頭部外傷は，実際の症例に従い，頭蓋骨骨折及び脳挫傷とし，傷

害発症閾値を用いて，それら頭部外傷の発症を予測した．尚，自転車乗員の年齢が 22

合成 x 軸 y 軸 z 軸

角度 (degree) -5.0 -4.8 58.0

角速度 (rad/s) 0.9 0.1 0.6 0.7

並進速度 (m/s) 7.7 0.2 7.7 -0.1
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歳であることから，文献を参考に頭蓋骨の材料物性を推定し，頭部モデルにおける頭蓋

骨のヤング率[74]を 8750 MPa とした．頭部外傷の発症予測は，頭蓋骨骨折は頭蓋ひず

み[76]，脳挫傷はミーゼス応力[80]で評価した．表 5.13 に 50%発症予測のための力学的

パラメータと閾値を示す． 

 

 

図 5.23 頭部モデルとヘルメット装着頭部モデルの路面との衝突 

 

表 5. 13 頭部外傷の発症予測のための力学的パラメータと閾値 

 

 

5.6.4 解析結果 

頭部モデル単体（ヘルメット無し）とヘルメットモデルを装着した頭部モデル（ヘル

メット装着）の壁への衝突再現について，その力学的最大応答値を表 5.14 に示す．頭部

モデル単体の場合，最大頭蓋ひずみは 5.3%であり，ヘルメットモデル装着では 0.3%で

あった．ヘルメットモデル装着の数値は，頭部モデル単体の数値に比べて，93.5%の減

少率を示した．最大頭蓋ひずみは，頭部モデル単体の場合，頭蓋骨骨折の発症リスク 50%

の閾値 3.5%[76]を超えたが，ヘルメットモデル装着での数値は閾値に達しなかった．脳

挫傷については，脳実質のミーゼス応力で発症予測を行った．脳実質の最大ミーゼス応

力は，頭部モデル単体の場合 11.6 kPa であったが，ヘルメットモデル装着の場合は 8.9 

kPa であった．ヘルメットモデル装着の数値は，頭部モデル単体の数値に比べて 23.3%

の減少率であった．頭部単体，ヘルメットモデル装着ともに，脳挫傷の発症リスク 50%

の閾値 8.6 kPa [80]を超える数値を示した．しかし，ヘルメットモデル装着での数値は，

閾値 8.6 kPa を僅かに上回る数値（8.9 kPa）にまで減少された．頭部モデル単体の解析

頭部傷害
傷害予測のための
力学的パラメータ

閾値

頭蓋骨骨折 ひずみ 3.5 (%)
[76]

脳挫傷 ミーゼス応力 8.6 (kPa)
[80]
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結果において，頭蓋骨骨折及び脳挫傷の発生が予測されたことから，実際の症例を再現

できたと考えられる．その一方で，頭蓋骨骨折及び脳挫傷の発症リスクが減少したこと

から，ヘルメット着用による頭部保護効果が予測された． 

 

表 5. 14 ヘルメット装着無し・有りでの頭部外傷の力学的最大応答値及び減少率 

 

 

5.7 考察 

本章 5.4 では，自転車乗員の前頭部，右側側頭部が，路面に対して衝突した場合を想定

し，頭蓋骨骨折及び脳挫傷の発症について発症の可能性を評価した．頭部モデル単体の場

合，頭蓋骨骨折に対する最大頭蓋ひずみでは， 前頭部（5.3%）が側頭部（4.6%）より

高い数値を示した．また，脳挫傷発症予測のための最大負圧では，前頭部の右脳（-530.6 

kPa）と左脳（-531.8 kPa）の数値が近似している上，共に他の部位より数値が大きく，

側頭部では右脳（-1896.7 kPa）が極めて低い数値を示した．ミーゼス最大応力では，前

頭部及び側頭部ともに脳幹（12.7 kPa, 18.3 kPa）が他の部位に比べて高い数値を示した．

これらの結果から，頭蓋ひずみ及び負圧については，頭部の衝突位置（前頭部，側頭部

路面）により異なり，ミーゼス応力については，頭部の衝突位置に関わらず影響を受け

ることが推測される．ヘルメットモデルを装着した解析では，頭部の衝突位置に関わら

ず，最大頭蓋ひずみ（93.5%，94.9%）及び脳幹（負圧 83.0%，83.5%，ミーゼス最大応

力 72.8%，79.2%）において数値が大いに減少したが，脳の部位により数値の減少率は

異なった．今後，外部から受ける力エネルギーと脳内への伝わり方を調査し，ヘルメッ

トの頭部保護としての可能性を評価する必要がある． 

本章 5.4 では，自転車単独事故の一例として，1.5 m の高さに位置する自転車乗員の

頭部が，路面に対して角度 90 度で衝突する場合を想定した状況を再現解析した．その結

果，頭蓋骨骨折，脳挫傷どちらも発症の可能性が非常に高いことが示唆された．さらに，

本章 5.4 では，自転車乗員が車と出会い頭で衝突した後，自転車乗員の頭部が路面に衝

突した場合を想定し，再現解析を行った．その結果，頭部モデル単体の場合，いずれの

条件においても，頭部外傷が発症する可能性が極めて高いことが示唆された．しかし，

頭部 ヘルメット 最大頭蓋ひずみ (%) 最大ミーゼス応力(kPa)

衝突位置 装着 閾値 3.5
[76]

閾値 8.6
[80]

前頭部 無し (a) 5.3* 11.6*

有り (b) 0.3 8.9*

(a) - (b) 5.0 2.7

減少率 (%) {(a) – (b)} / (a) * 100 93.5 23.3

*閾値超
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頭部モデルにヘルメットモデルを装着させた解析結果では，いずれの条件においても頭

蓋ひずみの最大値が閾値に達しなかった．これらの結果から，ヘルメット着用により，

頭蓋骨骨折が発症する可能性が大いに減少することが示唆された．その一方で，本論文

第 4 章において，頭部インパクタをヘルメット装着無し，有りの両条件で車の A ピラ

ー及び路面へ衝撃させる実験を実施したが，その結果では，ヘルメット装着により，A

ピラーでは 59.5%（表 4.2），路面では 86.4%（表 4.5）の HIC 値減少が示された．以上

の結果から総合的に判断すると，交通事故による頭部傷害発症の評価として広く採用さ

れている HIC 値は，頭蓋骨骨折の発症予測としては有効であるが，脳傷害については

発症予測が難しい場合がありえると考えられる．第 4 章の実験において，ヘルメット装

着により HIC 値が減少したが，そのヘルメット効果は脳傷害というよりは，頭蓋骨骨

折発症に対する保護効果を示していると推測される．これは，HIC 値が頭蓋骨骨折の頭

部耐性曲線（Wayne State Tolerance Curve）を基に傷害指標として開発された[54]という

背景によると考えられる．その一方で，Newman[87]や Chamouard ら[88]は，HIC 値が低

い場合でも重度の頭蓋骨骨折が発生する場合があることを示している．従って，脳傷害

を含め頭部外傷の発症リスクを評価する場合，HIC 値だけではなく，他のパラメータ（脳

内のひずみ，圧力，負圧，ミーゼス応力など）を採用する必要があると考える[64] [85]． 

本章では，自転車乗員頭部の路面及び壁への衝突を想定し，頭部外傷の発症を予測し

た結果，いずれの条件においても，ヘルメットモデル装着により，頭部外傷の発症リス

クの減少が示された．特に，最大頭蓋ひずみは，他の脳傷害の力学的応力に比べて極め

て高い減少を示し，本章 5.4 では前頭部が 93.5%，側頭部が 94.9%，本章 5.5 では 92%

～97%の減少を示した．Bambach らの研究[33]では，ヘルメット着用による頭部外傷発

症のリスク減少効果は極めて大きく，頭蓋骨骨折 78%，頭蓋内傷害 72%，脳震盪傷害

74%，頭部開放創 80%以上の減少を示し，総合的に 74%の減少を報告している．日本で

は，2008 年 6 月の道路交通法改正により，幼児及び児童（13 歳未満）に対する自転車

用ヘルメットの着用努力義務が施行された（道路交通法 第 63 条の 10）が，他の年齢

はその対象にはなっていない．今後，自転車乗員の頭部保護という視点から，ヘルメッ

ト着用が推奨されることで，頭部損傷による交通事故の死傷者の減少が期待される．全

年齢の自転車利用者において，ヘルメットの頭部外傷に対する効果の認識が高まり，ヘ

ルメット着用が日常的になれば，頭部外傷，特に頭蓋骨骨折の減少が期待される．ヘル

メット着用推奨のために，本解析で得られた数値を用いて，一般の自転車利用者へ示す

ことが有効と考える．  

ヘルメットモデルを用いた再現解析では，すべての条件において，ヘルメットモデル

装着により力学的応答値の最大値の減少が示された．本章 5.4 では，最大負圧（脳挫傷）

において，前頭部及び側頭部の一部の部位の数値が閾値を超えたが，ヘルメットモデル

装着により最大負圧は 41.8%～91.6%の減少が示された．さらに，ミーゼス最大応力に

ついては，ヘルメットモデル装着により，前頭部及び側頭部の全ての部位において，数
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値は閾値に達しなかった．しかし，本章 5.5 では最大正圧（脳内血腫），最大負圧（脳挫

傷），ミーゼス応力（脳挫傷）の各数値が全て閾値を超えていた．本解析で使用したヘ

ルメットモデルは，日本で一般に市販されている自転車用ヘルメットを基に作成した．

本解析結果から，対象としたヘルメットは，頭蓋骨骨折には効果が期待されるが，頭蓋

内の脳傷害発症には頭部保護効果が難しい可能性が示唆された[43][85][86]．こうした結

果は，自転車用ヘルメットの製品性能試験が関係している可能性が考えられる．製品試

験では，地上から高さ 1.50 m（5.42 m/s）及び 1.06 m（4.57 m/s）[14] [15], 並びに，高さ

1.72 m（5.80 m/s）及び 1.17 m（4.79 m/s）[16]からヘルメットを自由落下させて，ヘル

メットの性能を評価する．従って，こうした性能試験条件では，ヘルメットは鉛直方向

で地面に衝突するが，実際の自転車事故の場合，頭部はあらゆる角度で路面へ衝突する．

今後，脳傷害の発症も考慮したヘルメットの性能試験が必要になると考える．また，自

転車乗員の脳外傷保護に有効と考えられるエアバッグ[86]など，ヘルメット・デザイン

の改良も必要と考える． 

本解析で使用した頭部モデルは，頭蓋のヤング率を 65 歳の 8750 MPa [74]に設定した

が，高齢者の頭部の材料物性は反映されていない．本章 5.3 及び本章 5.4 において，頭

部モデル単体が路面に衝突した場合，いずれの条件においても，結果として得られた数

値はすべての閾値を超えており，頭部外傷の発症する可能性が高いことが示唆された．

しかし，その結果は，実際，高齢者の頭部の材料物性を反映した場合も同様の結果が得

られるかは不明である．Yanaoka と Dokko の文献[89]では，年齢別特性を保持した人間

の頭部有限要素モデルを使用し，20 歳代と 70 歳代の頭部傷害発生のメカニズムの違い

を調査しているが，その頭部有限要素モデルは，脳質の形状，大きさ，剛性について年

齢別特性を有する．今後，年齢別特性を考慮し，高齢者の材料物性を反映した頭部モデ

ルを使用し，頭部外傷についてより詳細に調査していく必要がある． 

本解析では，いずれの解析条件において回転加速度は設定しなかった．本章 5.4 では，

頭部の衝突位置を前頭部及び側頭部としたが，頭部の前頭部や側頭部が衝突する場合，

頭部には垂直加速度だけではなく回転加速度も発生している可能性がある[73]．また，

本章 5.5 では，最大ミーゼス応力を用いて，Deck と Willinger [85]のリスクカーブによ

り，中度 DAI 及び重度 DAI を評価した．AIS（Abbreviated Injury Scale）に基づき，中度

DAI は 2 ≤ AIS ≤ 3，重度 DAI は AIS ≥ 4 と分類される．ヘルメット有りの場合，中度

DAI 及び重度 DAI ともに，発症リスクの減少が示された．ヘルメット装着により，中

度 DAI の発症リスクは，ケース A–(3)の 72%が 30%へ，ケース B–(3)の 95%が 7%へ，

重度 DAI の発症リスクは，ケース B–(3)の 51%が 2%へ減少した（図 5.17）．実際の自転

車事故の場合，頭部傷害は並進運動と回転加速度の組合せから発生する[85]．DAI は，

衝突時，回転の動きから生成される内力が頭部に伝わり，発症すると考えられる[90] [91]．

本研究の衝撃条件には回転加速度が含まれていないことから，今後，有限要素モデルの

解析において，回転加速度も条件として設定し，回転加速度と脳傷害との関係を評価し
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た上で，ヘルメット装着による頭部外傷の減少効果を評価する必要がある． 

ヘルメットを利用した自転車乗員の新しい事故回避システムとして，欧州では，新し

い技術が開発されている．自転車と車が交差点で出会頭衝突になりそうな状況などにお

いて，自転車乗員へはヘルメットに接近情報が送られ，警告等とバイブレーションによ

り危険を知らせるシステムである[92]．将来，自転車用ヘルメットにおいて，強い衝撃

力からの頭部を保護する目的だけではなく，新しいシステムを搭載した未来型ヘルメッ

ト開発にも期待したい．例えば，自転車乗員が車と衝突する危険がある場面では安全確

認をするような注意喚起を促す．衝突事故に至った場合には，ヘルメット（頭部）と車

または路面との衝突位置や衝突速度など解析に必要なデータを記録し，そのデータを基

に発症しうる傷害を瞬時に予測し救急医療現場へ送信する．高齢自転車乗員がより一層

安心して参加できる交通社会の実現化を目指すためにも，このような未来型ヘルメット

の開発も検討する価値があると考えられる． 

 

 

5.8 結言 

頭部モデル及びヘルメットモデルを使用し，自転車単独事故として高さ 1.5 m に位置

する自転車乗員の前額部及び側頭部が，路面に対して角度 90 度で衝突する場合を想定

し，頭蓋骨骨折，脳挫傷の発症の可能性及びヘルメット効果を推定した．再現解析の結

果，頭蓋骨の最大ひずみは前頭部（5.3%），側頭部（4.6%）ともに閾値（2.1%）を超え

たことから，頭蓋骨骨折発症の可能性が高いことが示唆された．脳挫傷については，前

頭部が路面に衝突した場合，最大負圧は左脳（-531.8 kPa），最大ミーゼス応力は脳幹（12.7 

kPa）の数値が最も高く，最大負圧，最大ミーゼス応力ともに脳挫傷発症の閾値を超え

た．側頭部が路面に衝突した場合，最大負圧は右脳（-1896.7 kPa）が，最大ミーゼス応

力は脳幹（18.3 kPa）が最も大きく，最大負圧，最大ミーゼス応力ともに脳挫傷発症の

閾値を超えた．最大負圧は，前頭部（右脳）と側頭部（左脳）で部位が異なったが，最

大ミーゼス応力については，前頭部，側頭部ともに脳幹であった．前頭部，側頭部いず

れの場合も，路面との衝突により脳挫傷発症の可能性が極めて高いことが示唆された．

ヘルメットモデルを装着した場合，最大頭蓋ひずみは閾値に達しなかったことから，頭

蓋骨骨折の発症が大いに減少する可能性が示された．脳挫傷については，依然として最

大負圧が閾値を超えたことから，脳挫傷の発症リスクの可能性は示唆された．  

次に，自転車がセダン，ワンボックス車と出会い頭衝突後，自転車乗員の頭部が路面

に衝突した場合を想定し，頭部外傷の発症とヘルメット着用の効果を推定した．再現解

析の結果，頭部モデル単体の場合，頭蓋骨最大ひずみは 3.3%～4.9%で閾値を超えたが，

ヘルメットモデルを装着した場合 0.1%～0.3%で閾値を下回り，92%～97%の減少率を示

した．脳実質の最大圧力を用いて脳内血腫の発症を推定したところ，頭部モデル単体で
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は 1207 kPa～2203 kPa となり，ヘルメットモデル装着では 826 kPa～1514 kPa となり，

頭部モデル単体に比べて 23%～50%の減少率を示したが，いずれの条件においても，閾

値を超える数値であった．脳実質の負圧を用いた脳挫傷の発症予測においては，頭部モ

デル単体では -1084 kPa～-1879 kPa となり，ヘルメットモデル装着では-688 kPa～-1705 

kPa となり，頭部モデル単体に比べて 25%～53%の減少率を示したが，いずれの条件に

おいても，閾値を超える数値であった．ミーゼス応力を用いた脳挫傷の発症予測におい

ては，頭部モデル単体では 13.6 kPa～33.3 kPa となり，ヘルメットモデル装着では 9.9 

kPa～23.7 kPa となり，頭部モデル単体に比べて 14%～46%の減少率を示したが，いずれ

の条件においても，閾値を超える数値であった．さらに，中度 DAI 及び重度 DAI につ

いて，最大ミーゼス応力を用いて Deck と Willinger [85]のリスクカーブから発症予測を

行った．頭部モデル単体の場合，中度 DAI では，相対速度 8.22 m/s（角度 26.5 度）が

72%，相対速度 10.33 m/s（角度 15.0 度）が 95%の高い発症リスクを示したが，ヘルメ

ットモデル装着した場合，それぞれ 30%，7%の発症リスクに減少した．重度 DAI では，

相対速度 10.33 m/s（角度 15.0 度）が 51%の発症リスクを示したが，ヘルメットモデル

装着により 2%の発症リスクに減少した．以上の結果から，自転車乗員がヘルメット着

用のない状態で，頭部を路面に衝突させた場合，本解析で対象とした頭部外傷発症の可

能性が高いことが示唆された．その一方で，ヘルメット装着により，頭蓋骨骨折発症の

可能性は極めて低くなることが示唆された．脳内血腫及び脳挫傷については，ヘルメッ

トモデル装着により最大圧力，最大負圧，最大ミーゼス応力の数値は減少したが，依然

として傷害が発症する可能性が示唆された．中度 DAI 及び重度 DAI については，ヘル

メット装着により発症リスクが減少する可能性が示唆された． 

さらに，実際に頭部外傷により救急搬送された自転車乗員患者の症例について，頭部

モデルを用いて，実際の頭部外傷（頭蓋骨骨折，脳挫傷）を再現させ，さらに，その頭

部外傷に対するヘルメットの保護効果を推定した．その結果，頭部モデル単体の場合，

最大頭蓋ひずみは 5.3%であり，脳実質の最大ミーゼス応力は 11.6 kPa であり，共に閾

値を超えたことから，頭蓋骨骨折及び脳挫傷の発生が予測された．従って，実際の症例

を再現できたと考えられる．ヘルメットモデル装着の場合，最大頭蓋ひずみは 0.3%（減

少率 93.5%）になり，脳実質の最大ミーゼス応力は 8.9 kPa（減少率 23.3%）になり，頭

蓋骨最大ひずみについては発症リスク 50%の閾値 3.5%[76]には達しなかった．最大ミ

ーゼス応力については，脳挫傷の発症リスク 50%の閾値 8.6 kPa [80]を超える結果では

あったが，僅かに上回る数値（8.9 kPa）にまで減少された．頭蓋骨骨折及び脳挫傷の発

症リスクが減少したことから，ヘルメット着用による頭部保護効果の有効性が予測され

た． 
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第６章 

結言 
 

 

6.1 結論 

本研究では，自転車事故の環境的・人為的要因，事故と頭部外傷との関係，自転車乗

員の年齢と頭部外傷の関係等の多角的視点から潜在する問題点を明確にし，自転車乗員

頭部外傷の発生要因解明により有効な頭部保護対策を究明した．本論文は 6 章からな

り，結論は以下の通りである．本論文全体の構成と結果総括を図 6.1 に示す． 

 

第 1 章では，日本における自転車の利用増加に伴い，交通事故による自転車乗員頭部

外傷による重症化は対策すべき重要な課題であることを示した．自転車事故の特徴とし

て，都市部，事故相手当事者である車，自転車乗員の頭部外傷を示した上で，本研究の

目的と本論文の構成を述べた． 

第 2 章では，自転車乗員頭部外傷の発生要因を明確にするため，自転車事故件数の多

い東京都の特定のエリア（1 つの市）を対象として，自転車乗員の行動・意識等を把握

し，自転車事故を分析した上で，自転車走行状況の実態を調査した．自転車利用者を対

象としたアンケート調査の結果から，自転車の利用者数が多かった時間帯は「5:00‒10:00」

及び「15:00‒18:00」であった．その一方で，同市の自転車事故の発生時間帯は，午前 8

時台（13.2%）が最も多く，午前 9 時台（10.0%），午後 5 時台（10.0%）の順に多かっ

た．自転車利用頻度と事故発生において両者の時間帯が重複していることが判明した．

区市町村道の交差点での事故発生が多く，衝突形態として出会い頭（52.0%）の事故が

最も多かった．自転車事故の当事者種別による解析から，自転車事故の 60.0%が自転車

と車との事故であることが判明した．さらに，交差点での自転車走行状況調査では，交

差点進入時の自転車の平均走行速度が 3.1 m/s であった．道路環境要因として，「障害物

（交差点の角の建物等）による死角の存在」，「交差点での車との出会い頭事故」，生活道

路など車の走行が少ない「区市町村道での交差道路を行き交う自転車や車の存在」，人

為的要因として，自転車乗員による「安全確認せずに交差点へ進入」，「交差点進入時の

自転車の走行速度」，「自転車乗員の法令違反」など，これら複数の要因が重複したタイ

ミングに自転車事故が発生すると予測された． 

第 3 章では，日本全国で発生した自転車の交通事故データを使用し，異なる車種の車

と衝突し死亡した自転車乗員の損傷主部位について解析した．その結果，死亡自転車乗

員の場合，車の形状，年齢帯の違いに関係なく，致命傷部位として頭部外傷の割合が高
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く，13‒64 歳とそれ以外の年齢帯との構成率の差には有意差がないことが判明した．セ

ダンとの衝突による重傷，死亡の頭部外傷を対象に，ヘルメット着用との関係を解析し

た．その結果，重傷の頭部外傷（4,423 人）において「ヘルメット着用なし」が 93.5%で

あり，死亡の頭部外傷（692 人）において「ヘルメット着用なし」が 97.2%であり，ほ

とんどの自転車乗員がヘルメット着用せずに頭部外傷で重傷，死亡に至っていることが

判明した．また，高齢自転車乗員の交通事故様態について解析した結果，死亡の 60‒64

歳を除き，13‒59 歳と 60 歳以上の各年齢帯において，重傷，死亡ともに車の走行速度

が低速度（30 km/h 以下）の衝突では，車に比べ路面が頭部への加害となる割合が高か

った．さらに，交通事故により救命救急センターに搬送された自転車乗員（重軽傷）の

頭部外傷患者（32 人）を対象に，意識障害を評価した結果，意識障害あり（15 人）の

場合，頭部骨折種別では頭蓋骨骨折（33.3%）が最も多く，頭部骨折全体では意識障害

の「発生あり」（86.7%）の方が「発生なし」（70.6%）に比べて頭部骨折の発生率が高か

った．脳傷害種別では，意識障害の発生有無ともに脳挫傷が最も多かったが，脳挫傷の

発生率については意識障害の「発生あり」の 66.7%に対し，「発生なし」は 17.6%であっ

た．脳傷害全体では，意識障害の「発生あり」（193.3%）の方が「発生なし」（52.9%）

に比べて脳傷害の発生率が極めて高かった． 

第 4 章では，第 2 章，第 3 章で得られた結果を基に，自転車乗員の頭部外傷の起因と

して車及び路面との衝突に着目し，人間の頭部を模した頭部インパクタと自転車用ヘル

メットを使用し，車及び路面への衝撃実験を実施した．自転車の頭部が実際の車の前面，

路面に衝突した時の頭部傷害値を把握するため，実際の車の A ピラー下端部に対し，

頭部インパクタ単体及びヘルメットを装着させた頭部インパクタを 35 km/h で打撃させ

た．さらに，頭部の路面への衝突として，ヘルメットを装着した頭部インパクタを 1.5m

の高さからアスファルト路面に自由落下させた．衝撃実験の結果から，頭部が車前面の

高剛性部位（A ピラー）及び路面に衝突した時のヘルメット着用効果を頭部傷害基準 HIC

（Head Injury Criteria）で評価した．ヘルメットを着用せずに，自転車乗員の頭部が車の

高剛性部位に衝突した場合，あるいは路面に衝突した場合，重篤以上の頭部傷害になる

確率が極めて高いことが示された．ヘルメット着用により，車への衝撃では，ヘルメッ

ト装着の HIC 値は装着無しに比べて 59.5%減少したが，重篤以上の頭部傷害になる確率

が 100%となる HIC 値（2644）を示した．路面への衝撃では，ヘルメット装着の HIC 値

は 86.4%減少し，重篤以上の頭部傷害となる可能性は極めて低い HIC 値（885）を示し

た．本実験の結果から，ヘルメットの着用により，車の前面，路面ともに頭部保護効果

が示されたが，特に，路面への衝撃において頭部保護効果が有効であることが判明した． 

第 5 章では，自転車乗員の交差点での出会い頭事故の危険性（第 2 章），路面衝突に

よる頭部外傷（第 3 章），ヘルメット着用効果（第 4 章）に着目し，頭部及びヘルメッ

ト有限要素モデルを用いて，頭蓋骨骨折や脳傷害発症に対するヘルメットの着用効果を

定量的に求めた．まず，自転車単独事故として，1.5 m の高さに位置する自転車乗員の
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前頭部及び側頭部が路面と衝突した場合を想定し，頭蓋骨骨折，脳挫傷の発症の可能性

及びヘルメット頭部保護効果を推定した．再現解析の結果，頭蓋骨の最大ひずみは前頭

部（5.3%），側頭部（4.6%）ともに閾値（2.1%）を超えたことから，頭蓋骨骨折発症の

可能性が高いことが示唆された．また，前頭部の最大負圧（-531.8 kPa），及び最大ミー

ゼス応力（12.7 kPa），側頭部の最大負圧（-1896.7 kPa），及び最大ミーゼス応力（18.3 kPa），

いずれも閾値を超えたことから，路面との衝突により脳挫傷発症の可能性が高いことが

示唆された．ヘルメットモデルを装着した場合，頭蓋最大ひずみは前頭部（0.3%），側

頭部（0.2%）ともに閾値に達しなかったことから，頭蓋骨骨折の発症が大いに減少する

可能性が示されたが，脳挫傷については，依然として最大負圧が前頭部（-152.3 kPa），

側頭部（-332.6 kPa）ともに閾値を超えたことから，脳挫傷が発症する可能性が示唆され

た． 

次に，車との出会い頭事故（第 2 章）に着目し，車と衝突後の自転車乗員頭部と路面

との衝突を想定し，頭部外傷の発症に対するヘルメットの着用効果を推定した．ここで

は，第 3 章での事故データの解析結果において，セダンが他の車種に比べて自転車事故

の件数が最多であり（表 3.1），ワンボックス車との衝突では，重傷における頭部外傷（損

傷主部位）の構成率が他の車種に比べて高かったことを考慮し（表 3.2），自転車乗員と

衝突する車種については，セダン及びワンボックス車を想定した．その結果，ヘルメッ

ト着用により，頭蓋骨最大ひずみ 3.3%～4.9%が 0.1%～0.3%に減少し，頭蓋骨骨折発症

の可能性が極めて低くなることが示唆された．脳傷害については，脳モデルの最大圧力

（脳内血腫）1207kPa～2203kPa が 826kPa～1514kPa に，最大負圧（脳挫傷）-1084kPa～

-1879kPa が-688kPa～-1168kPa に，最大ミーゼス応力（脳挫傷）13.6kPa～33.3kPa が 9.9kPa

～23.7kPa に減少したが，いずれも発症予測閾値を超えており，脳傷害発症の可能性が

示唆された．さらに，実際に頭部外傷により救急搬送された自転車乗員患者の症例につ

いて，頭部モデルを用いて，実際の頭部外傷（頭蓋骨骨折，脳挫傷）を再現させ，さら

に，その頭部外傷に対するヘルメットの着用効果を推定した．その結果，頭部モデル単

体の場合，最大頭蓋ひずみは 5.3%であり，脳実質の最大ミーゼス応力は 11.6 kPa であ

り，共に閾値を超えたことから，頭蓋骨骨折及び脳挫傷の発生が予測された．ヘルメッ

トモデル装着の場合，最大頭蓋ひずみは 0.3%（減少率 93.5%）になり，脳実質の最大ミ

ーゼス応力は 8.9 kPa（減少率 23.3%）になり，頭蓋骨骨折及び脳挫傷の発症リスクが減

少したことから，ヘルメット着用による頭部保護効果の有効性が示唆された．  

上記第 1 章から第 5 章までの結論を総括すると，自転車事故は，死角の存在する交差

点など環境的要因に加え，交通違反行為など自転車乗員の人為的要因も重複したタイミ

ングに衝突事故が発生することが判明した．自転車乗員の頭部保護への意識も不十分で

あり，実際に頭部外傷で重傷あるいは死亡に至った事例では，ヘルメットの着用率が極

めて低いことが判明した．自転車用ヘルメットの着用効果を調査した結果，路面への衝

撃では頭部保護効果が有効であり，特に頭蓋骨骨折に対して保護効果が高いことが明ら



- 124 - 

 

かになった．今後，自転車乗員頭部保護として，自転車用ヘルメットの着用率が増加す

れば，自転車乗員の頭部外傷の減少が期待できる．その一方で，ヘルメット着用が自転

車乗員頭部保護として十分ではないことも判明した．車の前面の中でも特に高剛性部位

（A ピラーなど）への衝突においては，自転車乗員が死亡に至る危険性が高いことが示

され，有限要素解析では，脳傷害（脳内血腫，脳挫傷）の発症する可能性が示唆された

ことから，その具体的な対策については今後の課題と考える．  

 

 

図 6.1 本論文全体の構成と結果総括 
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6.2 展望 

本研究の結果から，交通事故による自転車乗員の頭部外傷を減少させるためには，自

転車用ヘルメットの着用率を向上させることが重要であることが明確になった．頭部外

傷による重傷化や後遺障害の危険性の認知度を向上させることで，ヘルメットの着用率

が高くなる可能性もある．ヘルメットの有効性については，日本の行政，関係企業，さ

らには医療機関などを対象に，アピールしていきたい．特に，本研究で導出されたヘル

メットの着用効果は，ヘルメットメーカーにおいても，自転車用ヘルメットの普及に寄

与できることが期待される．  

頭部外傷の詳細については，今後，回転速度による重傷度の違いを調査していく必要

がある．回転角加速度と頭部外傷との関係が明確になることで，将来，自転車乗員頭部

に限らず，交通事故に関与した全ての道路利用者（車両乗員，オートバイ乗員，歩行者，

自転車乗員）における頭部外傷において，回転角加速度に起因した脳傷害の評価手法の

開発へつなげたい．また，回転角加速度の頭部外傷への影響が解明されることで，新し

い頭部保護対策の構築にもつなげたい． 

現行の自転車用ヘルメットの衝撃吸収試験は，並進加速度のみで評価されているが，

本研究結果から，脳傷害の発症抑制を評価できるような試験法が望まれる．実際の事故

では，さまざまな状況で頭部が車や路面と衝突すると考えられる．回転角加速度も考慮

するような試験法が採用されることで，頭部保護性能の高い新しいヘルメットの開発が

期待される． 

本研究では，自転車乗員の頭部外傷を対象に意識障害を調査したが，該当した人数は

まだ十分とは言い難く，今後，解析データの対象期間を長期化し，退院後の患者の病態

を調査するなど，十分なデータ数に基づき，意識障害と高次脳機能障害との関係につい

て引き続き調査する必要がある．頭部外傷による後遺障害は社会的にも重要な問題であ

り，将来，診断が難しいとされる軽度の高次脳機能障害に対して有効な診断手法の提案

につなげたい． 

近年，完全な自動運転の車の開発も途上にあり，日本においても公道での完全自動運

転車の実験が開始されるなど，自動運転の車が現実化しつつある．本研究では，自転車

乗員の頭部保護の対策として自転車用ヘルメットに着目したが，車における対策も重要

である．昨今では自転車乗員を検知し，自動ブレーキを作動させる車両も開発されてき

ており，今後，自転車乗員保護という視点から，車の新しい技術開発に寄与できるよう

な自転車や車の運転者の行動特性を詳細に調査し，自転車乗員頭部保護のレベルを進化

させたい． 
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